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報告書「イノベーションの経済分析」の概要 
 
はじめに 
 
「第３期科学技術基本計画」では、「研究開発の成果をイノベーションを通じて社会的・経済的価
値として発現させる努力を強化し、社会・国民に成果を還元する科学技術を目指す」、と研究開発
によるイノベーションの重要性が強調されている。先進主要国では、科学技術を基盤としたイノベー
ションの創出に向けた取組が進むとともに、イノベーションの経済・社会的効果を把握し、政策をより
効果的に進める必要があるとの認識に基づき、イノベーション測定の試みが精力的に進められてい
る。 
我が国では、2006 年度、2007 年度の科学技術振興調整費により科学技術政策研究所がイノベ
ーション測定手法の開発に向けた調査研究を実施しており、今回の調査研究では、これら先行調
査研究の結果を踏まえ、２つの経済学的手法を用いてイノベーションの経済的・社会的効果の測
定を試みている。 
 
第１部では、１つめの手法として、イノベーションを創出する主たる主体である企業自身の活動に
着目し、企業内のプロセスについて、イノベーションの成果を分析する。分析に際して、イノベーショ
ンのアウトカム指標として TFP（全要素生産性：Total Factor Productivity）を用いる。TFP は、経済
成長から労働と資本の生産要素の寄与を除いた値であることから、研究開発活動や IT 投資、ビジ
ネスモデル変革などによるイノベーションの成果を表現していると考えられており、諸外国の取り組
みでもイノベーションのアウトカムを示す代理指標として用いるケースが多い。そこで、イノベーション
の大きな源泉と考えられる研究開発と、TFP の上昇の関係について、主に企業レベルで分析するこ
とにより、イノベーションが企業にもたらす利益を測定することを目指す。 
 
第２部では、２つめの手法として、企業内にとどまらず市場や消費者など社会への効果に着目し、
具体的な新商品による事例を用いて企業から商品が市場、消費者に提供されるプロセスを分析す
るものである。新しい財・サービスが社会に登場することで、TFP の上昇では捉えることができない、
市民の生活の質の向上などを通じた新たな経済価値が生み出される。また、イノベーションは、企
業間で波及したり、市場構造を変化させたりするなど、企業レベルの分析では捉えきれないダイナミ
ックな性格をもっている。そこで、具体的なイノベーションの事例をケーススタディすることで、新製品
が産業及び国民生活に与えたインパクトを測定することとする。 
 
  2
図表- 1 本調査研究の枠組み 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ⅰ．アウトカム指標としての TFP データの分析（第１部関連） 
 
１．調査の狙い 
国内外でイノベーションの効果を測定する種々の試みがなされているが、本調査ではその手法
の一つとして技術革新や生産組織の変革が寄与していると考えられる TFP（全要素生産性：Total 
Factor Productivity）をイノベーションのアウトカム指標として捉えて分析する。TFP の変化と科学
技術関係の各種指標の関係を企業のミクロレベルで計測し、研究開発活動やイノベーション活動
が TFP に与えた影響を企業・産業レベルで把握する。これらを踏まえ、わが国における科学技術イ
ノベーションについて、経済学的手法により分析を行う。 
 
２．調査の方法 
以下の方法を組み合わせて実施した。 
（１） EU-KLEMS(注)の日本、米、英、仏、独、韓に関するデータを用いて、全産業や業種別の
1991 年から 2005 年までの TFP 成長率について整理し、マクロ的に各国の R&D 投資や
大卒者数と TFP の関係を時系列で比較、R&D 投資や大卒人材が TFP と関係しているか
を考察した。 
（２） 「科学技術研究調査（そのうち、研究開発活動を 1999 年以降で１年でも実施した資本金
１億円以上の企業）」と「企業活動基本調査」とを突合した接合データ（2,517 社）、及び
「全国イノベーション調査」と「企業活動基本調査」とを突合した接合データ（2,405 社）を
構築し、概要を把握した。 
（３） 研究開発活動に関する指標と TFP 成長率との関係を把握するためのモデル式を構築し、
(2)で構築した接続データセットを用いて回帰分析を行った。そして、企業の研究開発活
動やイノベーション活動が当該企業の TFP の成長に与えた影響を計測・分析した。 
                                                  
(注) EU が主導して米国や日本も参画し、経済成長、生産性、雇用創出、技術変化に関する産業レベルデータを各国共通の枠
組みで試算するプロジェクト。なお、KLEMS は資本、労働、エネルギー、中間財の投入、サービスを示している。 
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図表- 2 接合データの構成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
なお、科学技術政策研究所内にイノベーションの経済分析に関する専門家からなる「イノベー
ションの経済分析調査プロジェクト委員会」を設置して、有識者からの助言等を得て本調査を実
施した。 
 
３．調査結果の概要 
（１） 国際比較による我が国の TFP のマクロ的把握 
①付加価値成長率と TFP 成長率の推移 
EU-KLEM のデータをもとに、国別の状況をマクロ的に整理すると、各先進国の付加価値成
長率は低下傾向にあることが見て取れる（付加価値成長率は各国グラフの上辺）。日本も他
国と同様に付加価値成長率は低下傾向にある。付加価値成長率を労働の寄与（Ｌ）、資本の
寄与（Ｋ）、その他の要因の寄与（TFP）に分解すると、日本の TFP 成長率は微増傾向にあるも
のの、他先進国に比べて低水準である（図表－3）。 
図表- 3 付加価値成長率と成長要因分解の国際比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：EU-KLEMS データベースより作成 
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我が国における TFP 成長率の推移を見ると、全製造業ではバブル経済の崩壊により 90 年代
前半の TFP 成長率はマイナスとなっている。1995 年と 1996 年の一時的な TFP 上昇はあるもの
の、2002 年までは TFP は低い伸び率であった。2003 年以降は景気回復を踏まえて TFP 成長率
も上昇を始めている(図表－４)。また、企業の研究開発費は、バブル経済の崩壊以前は順調に
増加していたが、1990 年代前半は減少傾向、後半から 2000 年にかけて微増傾向であった。
2003 年以降は再び増加しており、TFP 成長率の変化と同様の動きを示している（図表－５）。 
図表- 4 我が国の TFP 成長率の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：EU-KLEMS データベースより作成 
図表- 5 我が国の企業の研究開発費の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：総務省「科学技術研究調査」より作成 
 
②R&D 投資比率と TFP 成長率との関係 
国別の R&D 投資比率（対付加価値額）と TFP 成長率との関係をみると、日本は他先進国
に比較して R&D 投資比率は高いが、TFP 成長率は 1990 年代前半以降は低いが、徐々に良
くなっている（図表-6）。 
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図表- 6 研究開発投資比率と TFP 成長率の関係（全産業の国際比較） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：EU-KLEMS データベースより作成 
産業別にみると、日本の化学産業は R&D 投資比率は高いが TFP 成長率は比較的低水準、
電気機械も 2001 年以降は R&D 投資比率は他先進国と比較して高いが TFP 成長率は他先進
国と同水準で、近年は低下している。機械産業（電気機械を除く）では、日本は R&D 投資比率
は他先進国に比べて高く、TFP 成長率は 90 年代前半には低かったが、近年 R&D 投資比率と
共に大きく上昇している。 
図表- 7 研究開発投資比率と TFP 成長率の関係（産業別の国際比較） 
  ａ．化学産業                       ｂ．電気機械 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     ｃ．機械産業（電気機械を除く） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：EU-KLEMS データベース及び OECD 資料 
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他先進国では、化学産業では、ドイツが R&D 投資比率と TFP 成長率が共に高い水準にある。
機械産業（電気機械を除く）では、米国は R&D 投資比率は近年他先進国よりも低いが、TFP 成
長率は他先進国と同水準にある。 
 
③大卒者賃金シェアと TFP 成長率との関係 
国別の TFP 成長率と高度人材との関係を大卒者の賃金シェアをもとにみると、日本は韓国、
米国に次いで大卒者の賃金シェアは高いが TFP 成長率は 90 年代以降はそれ以前より低水
準にあるが、堅調に高くなっている（図表-8）。また、大卒者の賃金シェアと TFP 成長率ともに
上昇している。他国では、米国は大卒者の賃金シェアは 1990 年代前半は高く TFP 成長率も
他国と同水準であったが、1990 年代後半から両者はともに堅調に上昇している。 
図表- 8 大卒者賃金シェアと TFP 成長率の関係（国際比較） 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：EU-KLEMS データベースより作成 
産業別にみると、日本の機械産業（電気機械を除く）は 1990 年代前半までは大卒者の賃
金シェアも TFP 成長率も共に低かったが、その後はともに堅調に上昇している。化学産業では
大卒者の賃金シェアは米国に次いで高い水準にあり 2000 年代にかけて微増しているが、TFP
成長率は低下している。 
他先進国では、例えば化学産業ではドイツは大卒者の賃金シェアは低いが TFP 成長率が
高く、米国は大卒者の賃金シェアは高いが TFP 成長率が低水準にある。（図表－9） 
図表- 9 大卒者賃金シェアと TFP 成長率の関係（国際比較） 
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R＆D 投資比率や大卒者の賃金シェアが高い国は、TFP 成長率も高いと推察されるが、各
国における産業構造の違いなどもあり、国全体で比較すると顕著な関係はみられなかった。ま
た、同じ産業分野でも企業規模や業種の細分類による違いも大きいため、国別のデータで言
及するには限界も多く、個別企業レベルのデータをもとにした詳細な分析が今後の検討課題
として残される。 
 
（２）ミクロデータからみる我が国の状況把握 
①売上規模と R&D 投資の関係 
「科学技術研究調査（そのうち、研究開発活動を 1999 年以降で１年でも実施した資本金１
億円以上企業）」と「企業活動基本調査」とを突合した対象企業（2,517 社）の個別企業の研
究開発集約度（研究開発費の対売上高比率）は、売上規模に関わらず概ね対売上高 3～
4％の範囲となっている（図表-10a）。 
 
②売上規模と TFP 成長率の関係 
「企業活動基本調査」の対象企業（26,488 社）の 2001 年～2006 年にかけての個別企業の
TFP 成長率を計算し売上規模別に TFP 成長率をみると、売上規模の大きい企業ほど年平均
の TFP 成長率は高い（図表－10b）。売上規模の大きい企業ほど年平均の TFP 成長率は高
いものの、化学産業と一般機械産業は売上規模が中程度の企業群の TFP 成長率が最も高
い。また、TFP 水準の高い企業程、TFP 成長率が顕著に高い傾向にある。 
 
図表- 10 売上高規模別の研究開発投資比率及び TFP 成長率（製造業） 
  ａ．売上高規模別の研究開発投資比率       b.売上高規模別の TFP 成長率 
0%
1%
2%
3%
4%
5%
上位76～100% 上位51～75% 上位26～50% 上位1～25%
 
 
（３） 科学技術関連指標と TFP の関係分析 
①R&D 投資の TFP 成長率への影響 
2003～04 年、2004～05 年、2005～06 年の TFP 成長率と様々な科学技術関連指標との関
係について、TFP 成長率を被説明変数に、研究開発に関連する各指標を説明変数として回
帰分析を行った(注)。その結果、「研究開発集約度」や「研究者数の対従業員数比」など、企業
                                                  
(注) TFP 成長率を説明するモデル式は研究途上であるため、今回は想定される様々な説明変数を用いたモデル式を試行した。 
0.00%
0.20%
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0.60%
0.80%
1.00%
1.20%
1.40%
1.60%
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2.00%
上位76～100% 上位51～75% 上位26～50% 上位1～25%
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の研究開発活動を規定する主な要因は、TFP 成長率に有意に正に寄与していることが明らか
になった。また、TFP 成長率とラグ４期（3 年前）の研究開発集約度の回帰係数が大きいことか
ら、研究開発活動が TFP 成長率に影響を与えるまでにある程度の期間が必要であることが示
唆された(注)。 
図表- 11 研究開発集約度と TFP 成長率の関係性の推計結果（回帰係数） 
0.077 0.072 0.072
0.145
0
0.02
0.04
0.06
0.08
0.1
0.12
0.14
0.16
ラグ１期
（TFP成長率計測期と同時期）
※
ラグ２期
（TFP成長率計測期の１期前）
※
ラグ３期
（TFP成長率計測期の２期前）
※
ラグ４期
（TFP成長率計測期の３期前）
※※※
 
注：「*」は 10%有意、「**」は 5%有意、「***」は 1%有意 
さらに、研究開発集約度を研究費の性格別に分けて推計すると、ラグ４期（３年前）の開発
研究が有意に正に寄与している。 
図表- 12 性格別研究開発集約度と TFP 成長率の関係性の推計結果 
ラグ 性格別研究開発集約度 回帰係数（関係性
を示す係数） 
推計の有意
水準 
基礎研究 －   
応用研究 －   
ラグ１期 
（TFP 成長率計測期と同時期） 
開発研究 －   
基礎研究 －   
応用研究 －   
ラグ２期 
（TFP 成長率計測期の１期前） 
開発研究 0.079 ※ 
基礎研究 0.473 ※※ 
応用研究 －   
ラグ３期 
（TFP 成長率計測期の２期前） 
開発研究 －   
基礎研究 －   
応用研究 －   
ラグ４期 
（TFP 成長率計測期の３期前） 
開発研究 0.139 ※※※ 
注：「*」は 10%有意、「**」は 5%有意、「***」は 1%有意 
                                                  
(注) タイムラグは、ラグ 1 期（同時期）、ラグ 2 期（1 期前）、ラグ 3 期（2 期前）、ラグ 4 期（3 期前）とした。 
概要 
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②TFP 成長率に占める R&D 投資の寄与 
2003～06 年の全製造業の TFP 成長率 2.40％のうち研究開発活動が寄与した成長率は
0.67％分、全産業の TFP 成長率 2.24％のうち研究開発活動が寄与した成長率は 0.44％分を
占めていることが推計された。このことより、研究開発活動による TFP 成長率への説明力（いわ
ゆる「寄与度」）は、全製造業では 28％、全産業では 20％であった（図表－13）。なお、本調査
のデータセットは研究開発を１年でも実施した資本金１億円以上の企業のみを対象としている
ため、研究開発の説明力（寄与度）が高く算出されている可能性に留意すべきである。 
図表- 13 研究開発活動による TFP 成長率への寄与の推計 
0.67% 0.44%
0.00%
1.00%
2.00%
3.00%
4.00%
5.00%
6.00%
製造業 全産業
労働と資本によ
る産出量成長率
への寄与
その他の要因に
よるTFP成長率
への寄与
研究開発活動に
よるTFP成長率
への寄与 
2003～2006年の売上高
成長率：5.46％（年平均）
2003～2006年のTFP成
長率：2.40％（年平均） 100%
28%
 
 
③公的機関からの R&D 投資の TFP 成長率への影響 
企業の研究開発活動を規定する要素のなかで、「公的機関から投入された研究開発集約
度」は、TFP 成長率に有意な寄与はない。そこで、複合的な効果を示す交差項を追加した分
析を実施したところ、「公的機関から投入された研究開発集約度」と「応用研究開発集約度」
の交差項は有意な正の寄与となる。他の「基礎研究開発集約度」や「開発研究開発集約度」
との交差項をとった場合は有意でない。これは、「公的機関から投入された研究開発集約度」
の TFP 成長率への影響は、「応用研究開発集約度」が高まるほど強くなるということを意味して
いる。すなわち、「公的機関から投入された研究開発」が「応用研究開発」と複合的に間接の
効果を発揮している可能性が示唆された。 
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図表- 14 公的部門からの研究費と TFP 成長率の関係性の推計結果 
 説明変数 回帰係数
（関係性を
示す係数） 
推計の有
意水準 
基礎研究開発集約度 －   
応用研究開発集約度 －   
開発研究開発集約度 0.139 ※※※ 
直 接 的 な 関
係 性 の 推 計
ケース 
（ラグ 4 期） 公的部門から投入された研究開発集約度 －   
基礎研究開発集約度 －   
応用研究開発集約度 －   
開発研究開発集約度 0.145 ※※※ 
基礎研究集約度×公的部門から投入された研究開発集約度 －  
応用研究集約度×公的部門から投入された研究開発集約度 52.338 ※※ 
交 差 項 に よ
る 関 係 性 の
推計ケース 
（ラグ 4 期） 
開発研究集約度×公的部門から投入された研究開発集約度 －  
注：「*」は 10%有意、「**」は 5%有意、「***」は 1%有意 
 
④外部からの知識流入の TFP 成長率への影響 
外部からの知識流入について、「イノベーションに際して重視した情報源」をスコア化して
TFP 成長率との関係を見ると、「競争相手・同業他社」と「大学・高等教育機関」からの情報を
重要視している企業ほど、TFP 成長率は高い。多くの企業が自社内の様々な部門やサプライ
ヤー、クライアントの情報をイノベーションの実現に際して重視しているが、TFP 成長率には有
意な影響を与えていなかった。 
図表- 15 重要視する情報源と TFP 成長率の関係性の推計結果 
重要視する情報源 回帰係数（関係性を示す係数） 推計の有意水準
自社内の研究開発部門 －   
自社内の生産・製造・保守部門 －   
自社グループ内の他社 －   
サプライヤー －   
クライアント －   
競争相手・同業他社 0.028 ※※※ 
大学・高等教育機関 0.024 ※※ 
政府・非営利研究機関 －   
専門的な会議・学会 －   
専門的が雑誌・学会誌 －   
注：「*」は 10%有意、「**」は 5%有意、「***」は 1%有意 
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（４）考察 
  本調査研究の結果から得られた示唆と、今後の調査研究の課題を整理すると、以下のとおりで
ある。 
第１に、「研究開発集約度」や「研究者数の対従業員数比」など、企業の研究開発活動を規定
する主な指標が TFP 成長率に有意に正の寄与をしており、TFP 成長率は 3 年前の研究開発集約
度の回帰係数が大きいことから、企業の研究開発活動が TFP に影響を与えるまでにある程度の期
間が必要であることが推計された。そして、研究開発を実施している製造業の企業では、研究開発
は TFP 成長率の 28％に有意に寄与していることが明らかになったことで、企業がイノベーションの
創出に向けて研究開発を実施することの重要性をあらためて再認識できた。 
 
第２に、企業内で比較的上流の研究開発プロセスに投入される可能性の高い公的機関からの
研究開発費は、企業内で特定の目標を定めて実用化の可能性を確かめる段階の「応用研究」と
関連づけられて、TFP 成長率に寄与していることが推測された。 
 
第３に、新しいイノベーションに必要な情報源として「大学・高等教育機関」からの情報を重要視
している企業ほど、TFP 成長率は高いとの結果が得られたことで、大学等の公的研究機関の知識
や研究成果との接点を持つことが TFP 上昇に影響していることが示唆された。一方で、公的研究
機関の研究活動が企業に与える影響を分析するには、企業の出願特許における産学共同出願の
状況や特許に引用された大学の論文数等を TFP 成長率との関係性を推計するモデル式に取り入
れることが今後の研究課題である。 
 
第４に、我が国の 2000 年代は、統計データにおける業種区分の問題や、同業種内での企業特
性の多様化等に起因し、研究開発投資と TFP 成長率の関係性において、同じ業種内での企業の
類似性が低下している可能性が示唆された 
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Ⅱ．具体的イノベーションが産業及び国民生活に与えたインパクトの測定（第２部関
連） 
 
1．調査の目的 
本調査では、科学技術の成果がイノベーションにどのようにつながり、それが社会・経済的にどの
様な影響・効果を引き起こしたのかについて、経済分析手法を用いて把握する。具体的には、特
定の生産技術・新製品の事例を３つとりあげ、それらのイノベーションが与えたインパクトを国民生
活の利便の向上や企業の利潤の変化などの具体的・定量的な観点から明らかにすることを目的と
する。 
 
2．調査結果の概要 
本調査では、『科学技術 振興による経済・社会・国民生活への寄与の定性的評価・分析』
（NISTEP Report No.80・No.89）にて選定された 310 の技術リストにおいて、経済・社会・国民生活
へのインパクトが特に高いと評価された３つの技術 「太陽光発電（ナノテクノロジー・材料分野）」、
「脂質異常症治療剤（ライフサイエンス分野）」、「高精細度デジタルテレビ技術（情報通信分野）」
をイノベーション事例として選出した。以下では、これら 3 つのイノベーションがその普及過程におい
て社会・経済に与えたインパクトについての調査結果を要約する。 
 
①太陽光発電 
1970 年代に始まったサンシャイン計画以降、太陽光発電システムに対して公的支援による
研究開発・普及促進が進められてきた。これらの政策的な支援を背景として太陽光発電シス
テムの国内導入量は大きく伸び、2007 年末までに累積 1.9GW までに達している（図表- 16）。
本調査において太陽光発電システムを導入した世帯の電力料金は 8 万円/年ほど節約され、
また経済全体で見ても 750 万トンの CO2 が太陽光発電により削減されたことが試算された。更
に、経済学的フレームワークに基づいてシミュレーション分析を行ったところ、公的助成による
補助金制度は太陽光発電システムの普及を大きく促す効果を持っていたことが分かった（図
表- 17）。この補助金制度により、一般家庭が太陽光発電システムを導入する際の費用負担
を減少させるとともに、一般家庭の電力消費に伴う CO2 排出量を大きく削減したことも推計さ
れた。 
 
 
概要 
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図表- 16 太陽光発電累積導入量 
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図表- 17 補助金制度が太陽光発電導入量に与えた影響 
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        (注) 本文中で推定した太陽光発電の普及モデルにもとづいて、補助金がなかった場合の導入量をシミ
ュレーションした。なお地方自治体による助成制度や太陽電池メーカーの研究開発活動といった補助金
以外の要因はすべて一定である条件のもとでのシミュレーション結果である。 
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②脂質異常症治療剤 
1989 年に販売が開始されたメバロチンは、従来の脂質異常治療剤と比べて総コレステロー
ル値を格段に低下させることによって動脈硬化等の患者数を減少させた。冠動脈疾患を対象
に、疫学調査の結果を踏まえて経済学的フレームワークに基づいたシミュレーション分析を行
ったところ、メバロチンの開発・普及によって、1991 年以降の 15 年間で国内の脂質異常症患
者のうち 25,000 人強が冠状動脈疾患による死亡のリスクを低減させたと推計された(図表- 18)。
一方、メバロチンという新薬の普及には、医薬品産業が規制産業であることを反映してか価格
（ここでは薬価から取引価格を引いた額）がほとんど影響を持っていないことが明らかとなった。
むしろ医師が処方する際の利便性や薬品としての信頼性が普及に際しては重要であることが
示唆された。またメバロチンは大幅に総コレステロールを低下させられる一方で副作用が少な
く、従来の薬品を投与されなかった患者へも利用が進み、結果として脂質異常症治療剤市場
の拡大に大きな役割を果たしたことも明らかとなった(図表- 19)。 
 
図表- 18 冠動脈性疾患による死亡者数の推移（男性+女性） 
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      (注) シナリオ 1 はメバロチンが登場しなかったケース、シナリオ 2 はメバロチンを含むスタチン系製剤が登場し
ないケースを表す。 
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図表- 19 脂質異常症治療剤市場の売上高の推移（1986 年を 100 に基準化） 
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出典： IMS Japan 
 
 
③高精細度デジタルテレビ技術 
液晶ディスプレイやプラズマディスプレイなどの高精細度デジタルテレビ(HDTV)技術(注)は、
活発な設備投資に支えられて技術的にも大きな進歩が見られている。ディスプレイメーカーの
製造技術が向上し、より表面積の広いマザーガラスを造れるようになったため 1 枚のマザーガ
ラスから製造できるパネル枚数はこの 5 年間で 3 倍以上に増加している事が本調査から明ら
かにされた(図表- 20)。その結果、液晶・プラズマ用フラットパネルの単価は大きく下落し、国
内カラーテレビ市場における HDTV のシェアはいまや 90%を超えるに至っている(図表- 21)。
消費者は薄型にもかかわらず大画面である HDTV に対して、従来のブラウン管ディスプレイよ
りも数倍高い価値を見出していることが定量分析から分かった。一方、地上デジタル放送対
応製品の経済的価値は非対応製品と比べて 1.5 倍程度となることも明らかとなった。新製品
が国民生活や市場に与えたインパクトを測定するためにシミュレーション分析を行ったところ、
従来のブラウン管ディスプレイだけでなく HDTV が利用できるようになったことや、技術進歩に
より新製品の価格が大きく下がったことで、消費者の生活の質は大きく向上したことが推定さ
れた。一方、事業者も HDTV 等の新製品の投入によって 3 倍程度まで利潤を増加させたこと
も推定された。 
 
                                                  
(注) 高精細度デジタルテレビは狭義にはハイビジョン放送に対応したテレビを指す。しかしながら、本調査では実際の製品動向
や市場特性を鑑みて、高精細度デジタルテレビを、液晶あるいはプラズマの薄型パネルを採用したハイビジョン放送並びにデジ
タル放送に対応したテレビとして分析対象を定義した。 
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図表- 20 フラットパネルに対する基板サイズと面取り数の関係 
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出典：液晶・PDP・EL メーカー計画総覧等より作成 
 
 
図表- 21 国内のカラーテレビ市場規模の推移 
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 以上の調査結果から、本調査で取り上げた 3 つの製品・技術が国民生活の質や企業利潤に与え
たインパクトは定量的に無視し得ない大きさにのぼることが明らかとなった。イノベーションが国民生
活や企業利潤に還元されるには、新製品・新技術の社会への普及・浸透が必要とされる。本調査
からは、新製品・新技術が幅広く普及させるためには、技術的な優位性はもちろんのこと、(1)価格
の水準、（2）当該新製品・新技術を補完する財・サービス、（3）後続の革新的な製品・技術などの
要素が重要であることが示唆された。 
第 1 部での TFP による分析が、我が国における国・産業に注目したマクロレベルでのイノベーショ
ン活動を分析の対象としているのとは対照的に、この第 2 部での分析では、個別の製品市場を取り
上げてより微視的な分析を行った。そのため、本第 2 部の分析には、第 1 部での巨視的な視点で
は必ずしも捕捉することができない特定のイノベーションに限ったインパクトを定量化できるメリットが
ある。日本の科学技術・イノベーション政策を進めていく上で、特定のイノベーションに注目したきめ
の細かいインパクト分析や費用対効果分析を必要とする際には、本調査で行われたような微視的・
ミクロ的な観点が有用であると考えられる。 
 なお、本調査で用いた経済学のミクロモデルにもとづいた分析手法は、イノベーションの成果を定
量的に評価する上で有用である一方で、分析対象となる製品・技術に関連する産業や市場につい
てデータの十分な蓄積が必要とされる。イノベーション政策の立案および評価をさらに効果的に行
うためにも、技術指標をはじめとして新製品、新技術に関わる市場･産業統計のより一層の充実が
望まれる。 
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はじめに 
 
「第 3 期科学技術基本計画」では、「科学の発展と絶えざるイノベーションの創出」の重要性が提
起され、「研究開発の成果をイノベーションを通じて社会的・経済的価値として発現させる努力を強
化し、社会・国民に成果を還元する科学技術を目指す。」と示されている。科学技術を基盤としたイ
ノベーションの創出は、世界各国で喫緊の課題となっており、わが国でも、長期戦略指針「イノベー
ション 25」の閣議決定（2007 年）、「革新的技術戦略」及び「環境エネルギー技術革新計画」の決
定（総合科学技術会議、2008 年）など、次々とイノベーションに関するイニシアティブが打ち出され
ている。諸外国でも、米国の「米国競争力法（America COMPETES Act）」(注 1)、英国の「イノベーシ
ョン・ネイション」(注 2)を始めとした様々な取組が進められている。 
 
これらイノベーション創出に向けた各国の取組が進むとともに、イノベーションの経済・社会的効
果を把握し、政策をより効果的に進める必要があるとの認識に基づき、イノベーション測定の試みが
主要国等で精力的に押し進められている。 
欧州においては、1992 年以降 4 年毎に欧州イノベーション調査(Community Innovation Survey: 
CIS)が実施されており、また 2001 年以来、毎年、「欧州イノベーションスコアボード」をとりまとめ EU
及び加盟国におけるイノベーションのパフォーマンスの評価と国際比較を行っている。 
米国では、2005 年当時のマーバーガー大統領補佐官の提唱に基づき NSF が”Science of 
Science and Innovation Policy: Sci SIP” プログラムを進めているとともに、商務省では「21 世紀経
済におけるイノベーションの計測に関する諮問委員会」における検討を進め、全要素生産性や知
的資産の計測、そのための経済統計や統計データ利用の改善と関連研究の推進などを 2008 年 1
月に勧告した。 
OECD では、「OECD イノベーション戦略」が 2010 年の閣僚理事会への提出に向けて策定中で
あり、そこでもイノベーションを経済学的にどの様に測定すべきかが、主な論点の一つになってい
る。 
 
科学技術政策研究所では、科学技術振興調整費により、2006 年度に「イノベーションの測定に
向けた基礎的調査」、2007 年度に「イノベーション測定手法の開発に向けた調査研究」を実施し、
我が国における経済、統計、科学技術政策等の専門家を結集した調査体制の確立とイノベーショ
ンの測定・評価手法の開発に向けた調査分析を行った。 
 
これまでの調査研究の結果を踏まえ、本調査研究では主に２つの経済学的手法を用いてイノベ
ーションの経済的・社会的効果の測定を試みた。 
 １つめは、イノベーションを創出する主たる主体である企業自身の活動に着目し、企業内のプロ
セスについて TFP（全要素生産性：Total Factor Productivity）を指標として用いて分析するもので
ある（第１部）。 
                                                  
(注1) America Competes Act: America Creating Opportunities to Meaningfully Promote Excellence in Technology, Education, 
and Science Act 
(注2) Innovation Nation（イギリス・イノベーション・大学・職業技能省（DIUS)）2008年 3月13日発表 
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2 つめは、企業内にとどまらず市場や消費者など社会への効果に着目し、具体的な新商品によ
る事例を用いて企業から商品が市場、消費者に提供されるプロセスを分析するものである（第２
部）。 
 
イノベーションの成果を表現する指標として、TFP（全要素生産性：Total Factor Productivity）
は有用であると言われている。そもそも TFP は、経済成長から生産要素（労働と資本）の寄与を除
いた値であることから、その他の寄与として研究開発活動や IT 投資、ビジネスモデル変革などが
TFP の上昇に寄与していると考えられている。言い換えれば、TFP の上昇の度合いを把握すること
で、研究開発活動や IT 投資、ビジネスモデル変革などによるイノベーションの成果の程度を推察す
ることができるといえる。 
 
以上より、TFP をイノベーションのアウトカム（成果）を表現する有効な指標と捉え、TFP を分析す
ることにより、我が国のイノベーションのアウトカムを概観することが可能といえる。 
 
そこで、第１部では、イノベーションの大きな源泉と考えられる研究開発と、イノベーションの経済
的アウトカム指標ともいえる TFP の上昇との関係について、主に企業レベルで分析することにより、
研究開発によるイノベーションが企業経済にもたらす利益を測定することを目指す。 
 
一方、イノベーションが社会にもたらす利益としては、特にプロダクトイノベーションの場合には、
新しい財・サービスが登場することで、TFP の上昇では捉えることができない、市民の生活の質の向
上などを通じた新たな経済価値が生み出される。また、イノベーションは、企業間で波及したり、市
場構造を変化させたりするなど、企業レベルの分析では捉えきれないダイナミックな性格をもってい
る。 
プロダクトイノベーションによって旧来型の製品・サービスは代謝され、消費者は生活の質をより
高めることができる。他方、プロダクトイノベーションにより企業は新たな収益の源泉を確保すること
ができる。こうしたプロダクトイノベーションの経済評価は、産業全体の分析では把握が困難である
ため、新製品による事例分析によりイノベーションの効果を把握する手法が有効と考えられる。 
 
そこで、本報告書の第２部では、具体的な新製品の事例をケーススタディすることで、イノベーシ
ョンが産業及び国民生活に与えたインパクトを測定することとする。 
本編 
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第 0-1 図 本調査研究の枠組みイメージ 
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第１部：アウトカム指標としての TFP データの分析 
 
第１章 本調査研究のねらいと方法 
 
第１節 本調査研究の背景及び目的 
 
TFP（全要素生産性：Total Factor Productivity）は、経済成長への寄与に関して資本（資本ス
トックの伸び×資本分配率）や労働（労働投入量の伸び×労働分配率）などの計測可能な生産要
素では計れない部分、すなわち、資本と労働の経済成長への寄与以外の残差として定義づけられ
ている。従って、TFP は労働生産性、資本生産性のような個別的な生産要素に基づく生産性では
なく、全ての生産要素の投入量と産出量の関係を表現する指標であり、一般的に TFP の上昇は技
術革新や生産組織の変革が寄与しているとされる。すなわち、TFP の上昇には、労働、資本以外
の要因である技術革新や生産組織の変革が寄与しているとされ、イノベーションのアウトカム指標と
捉えることが可能である。 
 
先行する調査研究として、2007 年度に文部科学省科学技術政策研究所において実施した「イノ
ベーション測定手法の開発に向けた調査研究」（2007 年度 科学技術振興調整費）がある。そこで
は、企業における研究開発投資と TFP の上昇との関係について、試行的に、研究開発費の性格
別（基礎・応用・開発）、産業別及び期間別の推計を行った。 
その結果、 
① 企業の研究開発投資は TFP 上昇に寄与していること、 
② 産業の種類により研究開発投資やイノベーション活動が TFP 上昇への効果に差異がある
（電機産業で高い効果がある）こと 
が明らかになった。 
 
本調査研究では、我が国の TFP のマクロ的な状況を業種別・時期別に国際比較しながら分析
すると共に、昨年度の調査研究の結果を踏まえつつ、データやモデルの拡張を行い、新たな視点
も加えて、わが国における研究開発活動等と TFP の上昇との関係について分析を行うこととする。 
技術革新や生産組織の変革が寄与しているといわれる TFP をイノベーションのアウトカム指標と
して捉え、TFP の変化と科学技術関係の各種指標の関係を企業のミクロレベルで計測し、研究開
発活動やイノベーション活動が TFP に与えた影響を産業レベルで把握する。 
これらの結果をもとに、わが国における科学技術イノベーションについて、経済分析的手法により
考察を行うことを目的とする。 
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第２節 主な先行調査研究 
 
 本節では、本調査で対象とする内容に関連した先行の調査研究として、企業におけるイノベー
ション活動が、企業の収益や各種生産性に与える影響に関する主要なものを取り上げる。 
研究開発活動が企業活動あるいは産業に与える影響については、OECD や EU KELMS 等国
際機関のプロジェクトによる研究がある。また、わが国の研究状況を見ても、各種の実証研究をは
じめとする論文、報告書がある。 
先行研究においては、大きく分類すると、マクロレベルからの研究とミクロレベルからの研究が
ある。マクロレベルの研究においては、各種のマクロ指標に基づき、産業における研究開発活動
と生産性に関する議論が行われている。しかし、イノベーション活動は、個々の企業の活動であり、
マクロレベルでの把握には限界があるため、ミクロレベルでのデータから、企業のイノベーション活
動に注目した最近の研究も多く見られる。ここでは、特に本調査分析に関連が深いと考えられる、
研究開発の TFP への影響、スピルオーバーといった観点から、マクロレベル、ミクロレベルそれぞ
れについて、主要な研究を取り上げる。 
 
 
１．マクロデータを用いた経済分析 
 
 マクロの観点から国際比較を行った主な研究として、①Ark, Mahony and Ypma (2007) による
各国の付加価値成長率の変化に関する研究に代表される、国際比較に基づき分析を行ったも
の、②柳沼・山岸(1996)や宮川・白石（2001）による産業別データを用いた生産性に関する研究
に代表される、日本における産業比較（あるいは特定産業）に対して分析を行ったもの、の２つの
流れがある。 
国際比較に関するものは、EU KLEMS をはじめ、国際的なプロジェクトによる研究も多く、わが
国の産業について分析しているものは、国内の大学等が多く発表している。そこでは、第１に、
Ark, Mahony and Ypma (2007)が指摘したように EU と米国の経済成長の要因が異なる点が明ら
かになっている。EU 諸国は近年の経済成長率に対して、労働投入による効果が大きく、米国で
は、サービス業あるいは無形資産といった、TFP に影響を及ぼす要因が大きいと分析されている。
第 2 に、Fukao and Miyagawa (2007)をはじめとする研究から、日本の経済成長率あるいは付加
価値生産性が、1995 年を境に低下傾向にあることが把握されている。そして、その一因として、
情報通信あるいは ICT に対する投資活動の不足が、成長率の低迷につながっているという指摘
もなされている。 
わが国の産業比較に関する研究では、第１に、日本政策投資銀行（2002）、西村・中島・清田
（2003）、篠崎（2007）が、国際比較による Ark, Mahony and Ypma (2007)の指摘と同様に、1995
年前後からわが国の経済が低迷しているという点が産業別データにより明らかにした。第 2 に、徳
井（2004）による生産性スピルオーバー効果に関する研究など、わが国の生産性向上に対して、
外部経済性やスピルオーバーといった何らかの「企業外部」からの刺激や変化が重要になってい
ることが指摘されている。 
以上の先行研究を踏まえると、マクロデータを用いた経済分析は、最新のデータにより国際比
第１部：アウトカム指標としての TFP データの分析 
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較や業種間の比較、及びイノベーションの要因との関係をマクロ的に把握することが主要な研究
課題と考えられる。 
 
 
２．ミクロデータを用いた経済分析 
 
 近年の経済分析においては、産業に関するマクロデータだけでなく、個別企業の財務状況や
生産性データといったミクロデータを用いることで、企業内で起きているイノベーションの複雑なプ
ロセスを考慮した研究も多くなっている。このミクロデータを用いた分析によって、企業のガバナン
スや資金調達といった様々な観点からの研究が実施される。本調査研究のテーマであるイノベー
ションのアウトカムである全要素生産性と研究開発活動に関連するものとしては、ミクロデータ（個
票データ）を接続することで①産業特性について分析したもの、②研究開発と企業の生産性に関
して分析をおこなったもの、の２つの流れがある。 
 産業特性の分析に関しては、これまでマクロ分析を中心に行われてきた分析について、個票デ
ータをもとにして再構成している研究が挙げられる。また、乾・権（2005）による製造業の研究開発
活動と生産性に関する研究や Goto, A. and K. Suzuki に代表されるように個票データを用いるこ
とで、研究開発活動のなかでどのような要因が企業の生産性に影響を与えているのか、という分
析がなされている。ここでは、研究開発の生産性に影響を与える要因は、企業個別の特性が大き
く影響しているという点が指摘されている。その際、産業特性に基づく傾向ではなく個別企業によ
り研究開発の効果が異なることを明らかにしており、イノベーションの複雑な過程が個票データを
用いた分析で示されることで、その重要性を示している。 
 また、研究開発投資が技術革新あるいは TFP 成長率に影響を与えている点も指摘されている。
特に、Crespi,Criscuolo,Haskel&Slaughter (2007) による知識と TFP 成長に関する研究は代表
例であり、研究開発の効果を検証するにあたって特許を中間項として設定し、研究開発と生産性
の議論を展開している。特許という中間項を設定することで、研究開発や知識のスピルオーバー
と生産性の関係を検証しやすくしている。 
  以上のように、ミクロデータを用いた経済分析は、企業の複雑のイノベーションプロセスを個別
企業の特性を踏まえて検証することで、研究開発投資や知識のスピルオーバーが、企業の生産
性に対して与える影響について、様々な研究者が分析に取り組んでいる。 
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第３節 本調査の方法 
 
本調査は、以下の手法を組み合わせて実施することとする。 
 
① 国際比較による我が国の TFP のマクロ的把握 
EU-KLEMS の日本、米、英、仏、独、韓に関するデータを用いて、全産業や業種別の
1991 年から 2005 年までの TFP 成長率について整理した。また、マクロ的に各国の R&D 投
資や大卒者数と TFP の関係を時系列で比較、R&D 投資や大卒人材が TFP と関係してい
るかを考察した。 
 
② ミクロデータから見るわが国の状況把握 
経済産業省の「企業活動基本調査」をもとに 2003 年から 2006 年の個別企業（26,488 社）
の毎年の TFP を計算し、業種別、企業規模別に TFP の状況を把握した。また、研究開発費、
特許保有数に関しても「科学技術研究調査」、「企業活動基本調査」をもとに(注 )両データを
突合して、業種別、企業規模別に状況を把握した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ モデルの検討と回帰分析 
企業における研究開発活動等に関する指標と TFP の関係を分析するために、「科学技術
                                                  
(注) 本調査研究に際して、総務省「科学技術研究調査」の目的外使用申請（平成 20 年 11 月 17 日付総政審第 344 号）、通
商産業省「企業活動基本調査」及び経済産業省「企業活動基本調査」の目的外使用申請（平成 21 年１月９日付総政審第
416 号）を行い、その開示データを用いた。 
全国イノベーション調査
（NISTEP）2003年
【9,257社】
科学技術研究調査
(総務省）1984～2006年
資本金1億円以上、1999年以降に研究
開発を１年でも行ったことがある企業
【7,032社】
企業活動基本調査
（経済産業省）1992、1995～2006年
【26,488社（2006年）】
接合データ
【2,405社】
接合データ
【2,517社】
第１部：アウトカム指標としての TFP データの分析 
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研究調査」、「企業活動基本調査」及び「全国イノベーション調査」の個票を企業毎に接合し
たデータセットを構築した。研究開発活動等に関する指標と TFP 成長率との関係を把握する
ためのモデル式を構築し、接続したデータセットを用いて回帰分析を行った。そして、企業の
研究開発活動やイノベーション活動が当該企業の TFP の成長に与えた影響を計測・分析し
た。 
 
 
なお、本調査を実施するために、科学技術政策研究所内に関係有識者からなる「イノベーション
の経済分析調査プロジェクト委員会」を設置した。委員会の構成及び開催状況は以下の通りであ
る 
 
【プロジェクト委員会 委員名簿】 
(座長） 
深尾京司    一橋大学 経済研究所 教授 
(委員） 
岡田羊祐    一橋大学 経済学研究科 教授 
権 赫旭    日本大学 経済学部 准教授 
近藤章夫    法政大学 経済学部 准教授 
中村 豪     東京経済大学 経済学部 准教授 
宮川 努    学習院大学 経済学部 教授 
 
 
【プロジェクト委員会の審議過程】 
第１回：2008 年 8 月 25 日（月） 10:30～12:30 
・ イノベーションの経済分析プロジェクト委員会について 
・ イノベーションの経済分析の概要について 
・ イノベーションの経済分析の進め方について 
 
第２回：2009 年 1 月 22 日（木） 16:30～18:15 
・現在の調査の進捗状況について 
 
第３回：2009 年 3 月 10 日（火） 16:00～18:00 
・報告書（案）について 
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参考：主な先行研究の概要 
 
１．マクロデータを用いた分析 
 
①国際比較に基づく分析 
 
  A．THE EU KLEMS PRODUCTIVITY REPORT （2007） 
著者・編者 Edited by Bart van Ark, Mary O’Mahony and Gerard Ypma 
【主要な分析結果】 
EU の伝統的な国の付加価値成長率を見ると、英国は高い成長が見られ、フランスやドイツは中
程度、イタリア、スペインは鈍化が見られる。EU における付加価値の成長は、主として労働力の成
長に負うところが大きく、今後の成長にあたって、スキルを持った労働力や資本、各種資源をより
生産性の高い業種に投入できるかが重要になる。 
米国では、2000 年を境に大きな変化が見られる。ドットコムクラッシュや、投資の減少により、
2000 年以降は景気後退の局面にある。TFP に対する ICT の寄与は依然として高いが、2000 年以
降はその寄与が低下しつつある。 
1995 年を境にして、日本の（付加価値）生産性は大きく低下しており、1973 年～1995 年の年間
成長率は平均 3.3%であったが、1995 年～2004 年は 1.0%と大きく低迷している。TFP の低下は、
特に電機以外の製造業、流通、金融サービスで著しい。電機機械および情報通信は伸びている
が、情報通信はその規模が小さいため、日本全体の経済を上昇させるには影響が限られている。 
今後、日本では人口動態の高齢化が進むことが予想され、ICT を含めて製造業の生産性は低
下することが予想される。今後の成長にあたっては、サービス業が重要な鍵を握ると考えられる。 
 
  B．An overview of the EU KLEMS Growth and Productivity Account（2007） 
著者・編者 Douglas Koszerek, Karel Havik, Kieran Mc Morrow, Werner Röger and 
Frank Schönbor 
【主要な分析結果】 
1990 年以降、コスト的な理由と ICT の発展がグローバル化を大きく進展させている。これらの変
化は、経済規模やスピルオーバーといった観点とは異なり、多様な事業者による各種資源の再配
置の動向が要因となっている。 
米国では、2001 年以降で傾向が大きく変化する。2001 年以前は労働生産性が GDP の成長に
大きく寄与してきたが、2001 年以降、労働生産性はマイナスに反転しており、サービス業の寄与が
高く寄与するように変化している。 
EU では、労働生産性が引き続き GDP の成長に重要な要因となっており、米国の動向とギャッ
プが生じている。このギャップの要因として、ICT の寄与が大きい。EU では非 ICT 産業が全産業に
占める比率が高いことが指摘できる。 
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  C．Productivity in Japan, the US, and the Major EU Economies: Is Japan Falling Behind?
（2007） 
著者・編者 Kyoji Fukao and Tsutomu Miyagawa 
【主要な分析結果】 
EU の主要国（英仏独伊）と日米の 6 カ国における 1995-2004 年にかけての経済成長率は、
1980-95 年にかけての成長率に比べ、全体的に上昇傾向にある。EU 主要国は経済成長率に労
働投入の伸びが寄与しているが、米国では TFP 成長率が寄与している。 
また、この 6 カ国では、ICT 投資の増加率と TFP 成長率の間に正の相関が見られる。ICT 投資
の増加率は、米英が最も大きく、ついで独仏となっており、日伊は低い水準にある。 
さらに、ICT 投資の効果を直接的、間接的に十分に実現するためには、人的資本や組織資本
といった、無形資産の蓄積が必要という指摘がある。例えば米国では、無形資産への投資額は有
形資産への投資額の 1.5 倍におよんでいるとの研究成果もある。 
日本では、1995-2004 年にかけての経済成長率は、1980-95 年にかけての成長率に比べ、低
下傾向にある。electrical machinery、post and communication などの産業では TFP 成長率が高い
が、distribution services（retail、Wholesales、transportation）や一部製造業の TFP 成長率が低
いことがその要因となっている。また、日本では、高度人材が数多く存在するにもかかわらず、無形
資産への投資活動が米英に比べ不活発であり、ICT 投資額も少ないことが TFP 成長率の低迷を
招く一因となっていると考えられる。 
 
  D．EU KLEMS Growth and Productivity Accounts: Overview November 2007 Release（2007） 
著者・編者 Marcel P. Timmer, Mary O’Mahony and Bart van Ark 
【主要な分析結果】 
ヨーロッパ諸国は、1995 年以降付加価値成長率が全体的に低下傾向にあるが、国ごとに違い
がある。スペイン、イタリアは大幅な低下、ドイツ、フランスは緩やかな低下傾向、イギリスの低下は
より限定的、ギリシャ、アイルランド、オランダ等の小国では逆に上昇傾向にある。さらに、EU に新
たに加入した国々の付加価値成長率は、旧加盟国に比べ高い水準にあるが、これらの国々では
雇用減が生産性の上昇要因になっていることが多い。 
また、米国との比較では、ヨーロッパ諸国の TFP 成長率、ICT 投資の伸び率は、ともに低い水準
にある。 
 
  E．OECD Science, Technology and Industry Outlook 2008（2008） 
著者・編者 OECD 
【主要な分析結果】 
OECD 諸国およびブラジル、チリ、中国、イスラエル、ロシア、南アフリカなど多くの主要非加盟
国における科学、技術、イノベーションの主要動向についてレビューしたもの。科学とイノベーショ
ンのパフォーマンス、国家的な科学・技術・イノベーション政策の動向、公的研究の社会経済的影
響に対する評価慣行など、科学・イノベーション政策当局のアジェンダで上位に置かれているテー
マについて分析している。 
民間企業、公的機関、国際機関などを通じて、海外を源泉とする R&D の割合が拡大しているこ
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と、多くの国が広範な人材流動促進策を進めているため、科学技術人材向け労働市場の国際化
は今後も続く可能性が高いことなどをまとめている。 
ただ、公的機関からの R&D 投資が生産性向上に与える影響については、まだ研究が少なく、公
的研究は競争的段階より前の段階であり直接的な生産性の向上と関連付けることが難しいことか
ら、評価にあたっては更なる方法論の議論が必要であることを指摘している。 
また、政策動向として、イノベーションを目的とする政府の取り組みの多くが、公的介入の理由
に明確で実用的なものであるような、技術的ないし科学ベースのイノベーションを重視しているの
が現状であるとまとめている。 
 
  F．GGDC PRODUCTIVITY LEVEL DATABASE:  
INTERNATIONAL COMPARISONS OF OUTPUT,  
INPUTS AND PRODUCTIVITY AT THE INDUSTRY LEVEL（2008） 
著者・編者 Robert Inklaar and Marcel P. Timmer   
【主要な分析結果】 
生産性の比較分析を行うにあたって、成長率だけでなく、成長レベルも取り入れて分析した研究。
OECD の 30 カ国に対して、産業レベルから分析している。 
この方法論では、産業内の取引を除去した、セクタレベルでのインプットとアウトプットの測定や、複
数の分析指標インデックス、生産サイドからの相対的な価格といった観点から既存の方法論を洗
練させてまとめている。 
 
 
②日本における産業に対する分析 
 
  A．日本企業の海外活動と総要素生産性 （1996） 
著者・編者 柳沼寿、山岸祐一 
【主要な分析結果】 
産業別データを用い、TFP 成長率を国内研究開発活動の成果（知識ストックの増加率）、国内
外の学習効果（売上高ストックの増加率）によって説明するモデルを 13 産業について推計してい
る。この結果、いくつかの産業において、有意な結果が得られている。ただし、ラグ期間および陳
腐化（ここではある時点における一括除去を想定している）期間については産業ごとに最も当ては
まりの良いものを選択している。 
 
 B．機械投資と日本の経済成長（2001） 
著者・編者 宮川努、白石小百合 
【主要な分析結果】 
全要素生産性が資本ストック（建設資本ストックと機械資本ストック）の外部性で構成させている
という仮説の基に、資本ストックを建設ストックと機械ストックにわけ、それぞれの生産性への影響を
考察している。1971 年-1998 年のマクロデータを用い、各資本ストックが TFP 成長率に及ぼす影
響を推計している。 
第１部：アウトカム指標としての TFP データの分析 
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ここから、建設資本ストックが性に外部性を有する可能性は低いが、機会資本ストックは正の外
部性を有している可能性が高いという結果が得られている。 
 
  C．日本企業の生産性と技術進歩 －企業財務データを用いた産業内格差の分析－（2002） 
著者・編者 日本政策投資銀行(DBJ) 
【主要な分析結果】 
生産性の動きを、①産業において最も生産性の高い企業の技術進歩と、②その他企業の生産
性の改善とに分け主要産業内にみられる格差に焦点を当てて分析している。また、これによって
見出された生産性の産業ない格差を踏まえたうえで、今後政策面に求められる方向性について
整理している。 
TFP を業種別に見ると、製造業はバブル崩壊後にその伸びが鈍化しているものの、情報技術
関連を中心とした電気機械の伸びなどによりプラス成長を維持している。しかし非製造業ではバブ
ル崩壊の影響を強く受けた建設などを中心に生産性が大きく低下し、非製造業全体の TFP の伸
びはマイナスに転じている。研究開発支出の蓄積として推計した技術知識ストックの伸びを TFP の
伸びと比較すると、90 年代は両者にそれほど高い相関性は見られず、生産性には研究開発の成
果としての純粋な技術進歩だけでなく、規模の経済性や外部経済などその他の要因も含まれてい
ることがわかる。 
同一産業内における企業の生産性格差を、「Malmquist 生産性指数（MPI)」によって示してい
る。主要製造業の MPI では、90 年代後半以降、電気機械では伸びが見られるものの、化学、鉄
鋼、自動車・同部品はいずれも低い伸びにとどまっている。主要非製造業では、建設、小売、サー
ビスの生産性は全体的に低迷が続いている。 
 
  D．日 本経済の生産 性と情報技 術・―成 長 会計モデルによる潜在成長力の長期 推計―
（2007） 
著者・編者 篠﨑彰彦 
【主要な分析結果】 
2007 年 6 月の国民経済計算年報確報を受けて、成長会計モデルにより経済成長の基盤とな
る労働生産性上昇率を長期推計したもの。 
景気循環や人口動態の変化に左右されない構造的要因をみると、民間部門の長期的な生産
性上昇率は年率 2％台半ば程度（全要素生産性 1％程度、資本深化要因 1％強）で安定してお
り、これが日本経済の基礎力とみられること、1990 年代後半の経済混乱期に 1.4％まで低下した
構造的生産性上昇率が 2000 年代前半には 2.0％に回復していること、1980 年代後半に生産性
向上への寄与を高めた情報資本の深化は 1990 年代以降に勢いを失い、生産性の動きに寄与
することなく停滞が続いていること、情報資本の深化が米国並みに進展すれば、人口減少要因を
織り込んでも、日本経済の成長力が 2％台半ば以上に加速する余地があると考えられることなどが
明らかとなった。 
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 E．失われた 1990 年代、日本産業に何が起こったのか？ －企業の参入退出と全要素生産性－
（2003） 
著者・編者 西村清彦、中島隆信、清田耕造 
【主要な分析結果】 
日本企業の参入・退出と生産性に注目し、企業の参入・退出がマクロレベルの生産性にどのよ
うな影響を及ぼしたのかを分析する。また、市場の自然淘汰の機能に注目し、効率的な企業が市
場に存続し非効率な企業が撤退するという仮説が統計的に支持されるかどうかを検討。 
分析の結果、1996 年以降、非効率な企業が存続し、効率的な企業が撤退するという奇妙な現
象、いわば「市場の自然淘汰機能の崩壊」が起こっていることが明らかになった。また、この現象
は、特に参入直後の若い企業に生じており、さらに 96 年以降のマクロレベルの生産性の落ち込
みに影響を及ぼしており、とりわけ非製造業での生産性低迷が目立っていることも示されている。
本論文の結果は、1996 年以降、日本の市場が正常な機能を失っていることを示唆する。 
 
  F．外資参入による生産性スピルオーバー効果はどのような産業で起こるのか（2004） 
著者・編者 徳井丞次 
【主要な分析結果】 
技術力、ブランド力、競争状態などの産業特性が、外資参入による生産性スピルオーバー効果
の大きさにどのように影響を与えているかを検証。 
外資プレゼンスから生じる生産性スピルオーバー効果は、産業の技術やブランド導入意欲、外
国企業との技術力、ブランド力の遅れを反映して、国内産業の生産性向上効果としてより強く働
いていることが分かった。このことから、スピルオーバー効果の伝播経路の一つとして、外資参入に
伴って身近になる技術やブランドを通じた効果があることが確認された。また、いま一つ確認された
スピルオーバー効果の伝播経路は、産業の競争が外資参入によって活性化されることを通じる経
路である。このことは、集中度の高い産業に外資参入が起こると、より大きな生産性向上効果が観
察されることから分かる。 
 
  G．エネルギー・環境分野のイノベーション促進に資する主要企業の研究開発動向及び技術
分野・産業別のイノベーション構造の調査（2007） 
著者・編者 経済産業省平成 18 年度調査 
【主要な分析結果】 
わが国の研究開発活動における産業分野ごとの共通性、差異性を明らかにし、産業分野ごと
のイノベーション構造に関して分析を行った調査。 
14 の産業分野に対するマーケットシェアや競争の状況を分析し、その特徴から、イノベーションが
起こりうる状況あるいは将来的に予測されるイノベーションの方向性について分析している。 
その上で、イノベーションに関する阻害要因、促進要因につてまとめ、産業政策に対する示唆、
提言を行っている。 
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２．ミクロデータを用いた分析 
 
①産業特性の分析 
 
  A．日本製造業における R&D 活動と生産性：企業レベルデータによる実証分析（2005） 
著者・編者 乾友彦、権赫旭 
【主要な分析結果】 
1990 年代における、中小企業を含めた 3000 社以上の企業データを使用することによって、近
年の研究開発投資と生産性の関係について考察したもの。 
1990 年代においても研究開発の生産性に与える影響は有意に正であるが、その収益率は日
本企業に関する既存研究に比べると低下しているものと推察される。また、研究開発の生産性に
与える影響は産業別の差異よりも、むしろ企業別の差異の方が大きいものとなっている可能性が
指摘されている。これは企業別の研究開発マネージメントの良し悪しが、その企業の生産性の良し
悪しに結びつく可能性が高いことを示唆するものである。さらに、研究開発の生産性に与える影響
は規模が大きいほど、あるいはハイテク産業であるほど大きいものとなっている。研究開発弾力性
が、従業員数に基づく企業規模で異なり、中規模企業に比べて大規模企業と小規模企業で統計
的に有意で高い弾力性が得られることが得られており、特に大規模企業で研究開発が高い生産
性を有することが示唆されている。 
 
  B．企業事業所の参入・退出と産業レベルの生産性（2007） 
著者・編者 金榮愨、権赫旭、深尾京司 
【主要な分析結果】 
1990 年代日本の生産性低迷の原因を探るため、製造業および非製造業について、各産業全
体をほぼカバーする事業所・企業レベルのミクロデータを作成し、生産性上昇の要因分解を行っ
ている。 
製造業については、90 年代の生産性上昇の減速は、１）事業所新規開設減による「学習効
果」の低下や、閉鎖間近の事業所がもたらす「死の影効果」の拡大などが内部効果（各事業所内
での生産性変化）を低下させたこと、２）電機産業を中心に生産拠点のアジアへの移転により生産
性の高い事業所が閉鎖されたこと、に起因する可能性が高いとの結果を得た。非製造業について
は、産業間で生産性動学が大きく異なることが分かった。大部分の非製造業では、負の大きな再
配分効果が観測されるなど、新陳代謝機能は停滞していた。特に、建設業と運輸業では、生産性
の高い大企業で雇用の削減が著しく、産業規模が大きいため、非製造業全体の生産性上昇下
落に寄与した。 
 
  C．生産性が高いのはどのような企業か？-企業特性と TFP-（2007） 
著者・編者 森川正之 
【主要な分析結果】 
「企業活動基本調査」のサービス産業を含むパネルデータを使用し、様々な企業特性と生産性
(TFP)との関連を、定量的に分析したもの。 
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研究開発や情報ネットワークの高度利用は企業の TFP の水準や伸びと正の関係を持ってい
る。ただし、情報ネットワーク利用高度化が直ちに TFP の水準や伸び率を高めるという関係は確認
できず、背後にある企業固有の特性がより本質的だと考えられる。企業年齢の若い企業ほど TFP
が高く、この関係は小売業や狭義サービス業で顕著である。パートタイム労働者の活用は、企業
の TFP 水準を高める関係があるが、TFP の伸び率とはマイナスの関係である。外資比率の高い企
業ほど TFP の水準及び伸び率が高い傾向がある。ただし、外資比率の上昇は製造業では TFP
水準と正の関係を持っているが、小売業や狭義サービス業ではそうした関係が確認できない。 
 
  D．日本の TFP 上昇率はなぜ回復したのか：『企業活動基本調査』に基づく実証分析（2008） 
著者・編者 権赫旭、金榮愨、深尾京司   
【主要な分析結果】 
1994 年から 2005 年までを対象とする「企業活動基本調査」個票データを用いて、このような日
本の TFP 上昇加速がどのようなメカニズムで生じたのか、どのような企業が生産性改善に成功した
のか、を分析したもの。 
TFP 上昇率を内部効果、再配分効果、参入・退出効果に分解する生産性動学（productivity 
dynamics）分析を行い、製造業・非製造業いずれにおいても、2000 年代の TFP 上昇の加速は、
内部効果（企業内の TFP 上昇加速）であると指摘している。 
そして、日本経済における TFP 上昇率加速のかなりの部分が労働投入、資本サービス投入、中
間投入等を減少させながら、生産量は維持または小幅の減少に留める、いわば企業内のリストラ
によって達成されており、そのようなリストラは、主にグローバルな競争圧力に直面する輸出企業、
多国籍企業、研究開発を行う企業、等で行われたことを指摘している。 
また、負債比率が各産業内で上位 25%以内と高い企業の場合には、他の企業と比較して、初
期時点における TFP 水準は著しく低いものの、好況期においてもすべての生産要素投入を大幅
に削減することで TFP を上昇させたという分析から、日本におけるゾンビ企業問題が、退出ではな
くリストラによって解決の方向に向かっている可能性を示唆している。 
 
E．Skill Bias, Age and Organisational Change（2008） 
著者・編者 O’Mahony, Mary and Fei Peng  
【主要な分析結果】 
労働者に対する ICT の効果に関する研究。特に年齢に着目し、50 歳以上の男性に対する ICT
のスキルの違いがどのような効果をもたらしているのか、を明らかにしている。 
研究の結果、ICT 活用に対する訓練を受けていることは、賃金のバリエーションを説明すること
が示されている。また、高齢労働者に対しては、訓練を受けることに消極的なことが、企業側からの
低い賃金提示につながっていることも示唆されている。 
 
 
第１部：アウトカム指標としての TFP データの分析 
第１章 本調査研究のねらいと方法 
 17
②研究開発と企業の生産性 
 
  A．研究開発と生産性上昇 －企業レベルのデータによる実証分析－  
「イノベーション測定手法の開発に向けた調査研究 報告書」3.1（2008） 
著者・編者 権赫旭、深尾京司、金榮愨 
（文部科学省 科学技術政策研究所） 
【主要な分析結果】 
研究開発投資の経済成長への寄与を明らかにする。TFP 上昇率と研究開発集約度を回帰す
ることで得られる研究開発収益率を推計し、研究開発投資効果を分析する。また、イノベーション
の決定要因とイノベーションが TFP 上昇率に与える効果について実証分析を行っている。 
研究開発投資が TFP 成長率に与える影響は、有意に正の効果が見られた。これは、産業別・
期間別の分析についても同様であるが、産業別の効果については、産業ごとに違いが見られた。
また、開発研究と応用研究が TFP 上昇率に与える影響が高く、安定的であったのに対し、基礎研
究の影響にはばらつきがあった。 
イノベーションの決定要因については、プロセス・イノベーションの場合には占有可能性や共同
研究･事業などの協力関係は重要ではないが、プロダクト・イノベーションの場合にはこれらのこと
が非常に重要な要因であることと、研究開発活動を行わないとタイプが違うイノベーションを同時
に起こすことはできないとの結果が得られた。イノベーションが TFP 上昇へ与える効果について
は、プロダクト・イノベーションは持続的に有意な効果を与えるが、プロセス・イノベーションの効果
は統計的に有意ではない。 
 
  B．研究開発投資の経済分析、『研究開発と設備投資の経済学 -経済活力を支えるメカニ
ズム-』第 5 章（1984） 
著者・編者 竹中平蔵 
【主要な分析結果】 
研究開発投資の過去の推移、現状の問題点を概観した上で、研究開発投資支出が技術進歩
にどのように結びついているのかを実証的に分析し、政策的措置へのインプリケーションを考察し
ている。 
1971 年～1981 年のデータを用い、研究開発関連支出を「民間研究開発投資」、「政府の対民間
研究費助成」、「技術輸入対価支払額」の 3 種に分け、技術進歩（TFP 成長率）との関係を求めて
いる。この分析によれば、当該期間中には、政府助成研究開発の増加が直ちに技術進歩に結び
つくという証左は見られず、民間主導の研究開発投資の効率性が高いことが示唆されている。 
 
  C．R&D のスピルオーバー効果分析 －日本のハイテク産業における実証－（2005） 
著者・編者 冨田秀昭 
【主要な分析結果】 
研究開発投資を活発に行っているハイテク産業に焦点を当て、公共財的な知識スピルオーバ
ー効果を検証している。 
技術知識ストック、企業間の技術距離等のデータセットを構築し、対象企業の技術知識ストックに
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2 社間の技術距離でウェイトをつけ、対象クラスター内全社について合計して求めたスピルオーバ
ープールを定式化することにより、スピルオーバーの効果を分析している。公共財的なスピルオー
バー効果の伝播について、特許・業界紙および技術者の移動を通じて広まっていくことが指摘さ
れている。 
 
  D．R&D Capital, Rate of Return on R&D Investment and Spillover of R&D in Japanese 
Manufacturing（1989） 
著者・編者 Goto, A. and K. Suzuki 
【主要な分析結果】 
日本の製造業における、企業レベルの研究開発投資と TFP 上昇に関する代表的な研究の１
つ。 
製造業において、産業別に研究開発収益率を推計し、医薬品や産業用電気機械、自動車と
いった分野では高い収益率の結果を得ており、1970 年代の研究開発投資が生産性の向上に大
きく寄与していたことを見出している。 
また、R&D ストックの他産業への知識スピルオーバーを検証している。 
 
  E．日本の医薬品産業における研究開発生産性 －規模の経済性・範囲の経済性・スピル
オーバー効果―（2002） 
著者・編者 岡田羊祐、河原朗博 
【主要な分析結果】 
日本の主要な製薬主要製薬メーカー10 社の創薬プロセスにおける、企業規模と研究開発生
産性の関係について、薬効領域別の詳細な特許データを用いて検討したもの。 
研究開発プロセスの比較的早期のステージに注目して，企業規模に関わる諸要因、特に範囲
の経済性とスピルオーバー効果が、研究開発生産性にどのような影響を与えるかに注目してい
る。 
主要な結論として、合理的創薬における企業規模の優位性は、企業内部の範囲の経済性とス
ピルオーバーを効果的に利用する能力に依拠しているのであり，規模の経済性それ自身が優位
性の源泉となるわけではないこと、を考察している。 
また外部資源を有効に吸収・利用する能力は，企業特殊の要因に依存する部分が大きく、単なる
企業規模が競争優位の源泉になるというわけではないことも指摘している。 
 
  F．Productivity Growth, Knowledge Flows and Spillovers（2007） 
著者・編者 Crespi,Criscuolo,Haskel&Slaughter 
【主要な分析結果】 
企業における「知識」と「TFP 成長」の関係について、英国イノベーションサーベイによるデータ
を用いて定量的に分析した研究。 
①企業は、知識をどこから獲得しているのか。 
②獲得された知識は、その獲得経路に応じて、どのように企業の生産性向上に寄与しているの
か。 
第１部：アウトカム指標としての TFP データの分析 
第１章 本調査研究のねらいと方法 
 19
③「スピルオーバー効果」による獲得経路はどのように構成されるのか。 
これらの 3 点の問題意識をもとに、「内部での研究開発活動」と「外部から流入した知識」が知識
生産、売上高（TFP）成長率に与える影響を分析。特に外部からの知識については、特にどういっ
た主体からの知識流入の影響が大きかったかを検証している。 
検証の結果、知識生産にあたっては、大学からの知識流入が大きく寄与しており、売上高およ
び TFP の成長にあたっては、グループ内企業、サプライヤー、コンペティターからの知識流入が大
きく寄与していること。そして、スピルオーバー効果は、主にコンペティターからの知識によって構
成されることを指摘している。 
 
G．Are knowledge spillovers international or intranational in scope?  
 Microeconometric evidence from the U.S. and Japan（2001） 
著者・編者 Lee G. Branstetter 
【主要な分析結果】 
米国と日本に関するパネルデータをもとに、国外および国内からの知識のスピルオーバーが、イ
ノベーションや生産性向上に対してどのようなインパクトを持っているのか、について研究してい
る。 
その結果、一次的には、企業は国内からの知識のスピルオーバーを視野に入れており、この国
内からのスピルオーバーが重要な仮定を理論的な文脈に位置づけて確定させていることが示唆さ
れている。 
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第２章 国際比較による我が国の TFP のマクロ的把握 
 
第２章では、EU-KLEMS の日本、米、英、仏、独、韓に関するデータを用いて、全産業や業種別
の 1991 年から 2005 年までの TFP 成長率について整理し、マクロ的に各国の R&D 投資や大卒人
材と TFP 成長率の関係を時系列で比較し、R&D 投資や大卒人材と TFP 成長率の関係を考察す
る。 
 
第１節 マクロ的把握の対象とするデータ 
 
 我が国のデータと比較を行う対象国として、アメリカ、イギリス、フランス、ドイツ、韓国をとりあげ
た。また、国際比較を行う産業として、研究開発が盛んに行われている産業であること、また、各
国における主要産業であること、といった観点から、全産業、全製造業の他、化学、機械（電機を
除く）(注)、電気機械（電機）、卸小売の４業種をとりあげた。これらの業種を合わせると、各国の付
加価値額に対して 15～20%を占めている。それ以外の主要な分野として、金融、軍事、教育、公
共分野があるが、これらの業種は、研究開発活動という観点からは評価が難しいことから、本調
査分析では対象外としている。 
第２－１図  各国における産業別付加価値のシェア 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：EU-KLEMS データベースより作成 
                                                  
(注) なお、第２章で用いる EU-KLEMS のデータは。機械産業（電気機械を除く）に輸送用機械を含んでいる。 
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なお、産業別に国際比較を行うにあたって用いたデータとしては、EU-KLEMS、及び OECD の
データを利用した。具体的には次の通りである。 
 
第２－２表  本章の分析で用いたデータの出所一覧 
データ 出所 定義 
付加価値成長率 EU-KLEMS Growth rate of value added volume (% per year) 
TFP 成長率 EU-KLEMS Contribution of TFP to value added growth (percentage 
points) 
付加価値 EU-KLEMS Gross value added at current basic prices (in millions 
national currency) 
R&D 投資 OECD.Stat R&D expenditure statistics performed in the business 
enterprise sector by industry (in million national 
currency) 
大卒者の賃金シェア EU-KLEMS High-skilled labour compensation (share in total labour 
compensation)  
※high-skilled labour：日米英独仏においては大学卒業
者 
総労働時間数 EU-KLEMS Total hours worked by persons engaged (millions) 
※「労働生産性＝付加価値/総労働時間数」で算出 
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第２節 TFP 成長率の把握 
 
本節では、付加価値成長率や TFP 成長率の状況、及び付加価値成長率に寄与する TFP の
状況等を把握し、国際的に比較する。 
 
付加価値成長率、TFP 成長率に関して、1990 年から 2005 年の TFP 成長率について、５カ年
毎の平均値(注 1)について国際的な比較を行ったのが第 2-3 図である。ここで見られる特徴として、
先進国における付加価値成長率は各国共に低下傾向にある。また、日本、アメリカ、イギリスの 3
カ国では TFP 成長率と付加価値成長率の増減の傾向は一致していない。また、韓国は他先進
国と比較して付加価値成長率も TFP 成長率も高く、経済成長のステージが異なることに留意す
べきである。以下の分析においても同様である。 
日本の付加価値成長率と TFP 成長率は、他先進国に比べてやや低水準である。一方、日本
では付加価値成長率は低下傾向にあるが、TFP は微増傾向にある。この状況は、権・金・深尾
（2008)(注2)における、「日本経済における TFP 上昇率加速のかなりの部分が労働投入、資本サ
ービス投入、中間投入等を減少させながら、生産量は維持または小幅の減少に留める、いわば
企業内のリストラによって達成された」という指摘と整合している。 
 
第２－３図  付加価値成長率、TFP 成長率の国際比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：EU-KLEMS データベースより作成 
 
 我が国における TFP 成長率の推移を見ると、全製造業ではバブル経済の崩壊により 90 年代前
                                                  
(注 1) 1991 の伸び率は 1990－1991 の伸び率である。従って、「1991－1995 の伸び率の平均」は、90-91、91-92、
92-93、93-94、94-95 の５年分の伸び率の平均。  
(注 2) 「日本の TFP 上昇率はなぜ回復したのか：『企業活動基本調査』に基づく実証分析」 
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半の TFP 成長率はマイナスとなっている。従業員のリストラ効果の影響を反映したと思われる 1995
年と 1996 年の一時的な TFP 上昇はあるものの、2002 年までは TFP は低い伸び率であった。2003
年以降は景気回復を踏まえて TFP 成長率も上昇を始めている。 
また、企業の研究開発費は、バブル経済の崩壊以前は順調に増加していたが、1990 年代前半
は減少傾向、後半から 2000 年にかけて微増傾向であった。2003 年以降は再び増加しており、TFP
成長率の変化と同様の動きを示している。 
 
第２－４図  我が国の TFP 成長率の推移（単年推移と３年移動平均） 
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出典：EU-KLEMS データベースより作成 
第２－５図  我が国の企業の研究開発費の推移 
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出典：総務省「科学技術研究調査」より作成 
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また、付加価値成長率の内訳を示したものが第２－６図である。日本は、付加価値成長率は低
下傾向にあり、その要因として付加価値成長率に占める労働（L）と資本（K）の寄与が低下している
ことが挙げられる。また、労働（L）と資本（K）以外の要素である全要素生産性（TFP）の寄与は相対
的に大きくなりつつあるが、アメリカと比較すると低い水準にある。 
一方、アメリカでも労働力と資本の寄与が低下しているなかで付加価値成長率が２％水準で維
持されているのは、TFP の寄与が高まっているためであることがわかる。 
アメリカの TFP の寄与が高い水準にあることに関して、Fukao and Miyagawa(2007)(注)の指摘する
ように、ICT 投資の増加に正の相関が見られるという指摘もあり、TFP の寄与が付加価値成長率に
効率的に影響していることが背景にあると考えられる。 
 
第２－６図  各国の付加価値成長率の内訳 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：EU-KLEMS データベースより作成 
 
                                                  
(注) 「Productivity in Japan, the US, and the Major EU Economies: Is Japan Falling Behind?」  
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ここで、日本の付加価値成長率における労働（L）の寄与は負に傾いているが、その労働の生
産性に着目し、その成長率の内訳に関して国際的な比較を行ったのが、第 2-7 図である。日本
の労働生産性成長率は国際的にみても低水準で、低下傾向にある。また、労働生産性の成長
における資本の寄与が低下しているなかで、TFP 成長率の寄与は他の先進諸国と比較して大き
くはないが、徐々に大きくなりつつある。 
 
また、日本の労働生産性成長率は他先進国に比べて低くなっている。これは、労働生産性成
長率の定義から、主として労働者 1 人当たりの資本装備率(注 1)の伸びの低さが影響していると考
えられる(注 2)。他先進国とも比較すると、各国とも労働生産性成長率の主要因が資本深化の影響
であり、この資本深化の差が日本の労働生産性成長率低迷の一因となっていることが示唆され
る。 
 
第２－７図  労働生産性成長率の内訳 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：EU-KLEMS データベースより作成 
 
                                                  
(注 1) 労働生産性成長率は次のように分解できる。 
労働生産性成長率＝(1-α)（資本装備率の伸び率）＋α（労働の質の伸び率）＋（TFP 成長率） 
   TFPqLhKLhy  ˆˆˆ1ˆˆ   
尚、上記第２－７図の資本深化には、資本装備率の伸び率および労働の質の伸び率が含まれている。 
(注 2) 内閣府（2007 年 8 月）「経済財政白書（平成 19 年版）」では、2000 年代の景気回復局面で我が国の資本深化の
伸びが低かった要因として、企業の売上高が増加するなかで企業が一人当たり人件費を減少させたため労働分配率
が低下したこと、設備が老朽化されたままであったこと等を可能性として指摘している。また、2000 年以降顕著に
なった非正規雇用者、フリーター、ニート等の増加が、今後の労働の質の低下に繋がる懸念を指摘している。 
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第３節 TFP 成長率と研究開発活動との関係に係る分析 
 
TFP 成長率と「研究開発活動」に関連する指標との関係について、産業別の国際比較を行っ
た。研究開発活動に関する指標としては、データの入手可能な範囲とミクロデータとの関連性の
観点から、ここでは資金面として各産業の付加価値額に対する研究開発投資額の比率を、また
人材面として高度人材の割合を表すデータとして各産業における全従業者の賃金に占める大卒
従業者の賃金シェアを取り上げた。 
 
一方、TFP 成長率については、その経年変化を分析するために、1991 年から 2005 年までを 5
年ごとに 3 つの期間（1991-1995 年、1996-2000 年、2001-2005 年）にわけ、各期間における TFP
成長率（%）の平均を計算し分析を行った。（一部の分析については、1976 年まで遡ったものもあ
る。） 
 
なお、EU-KLEMS、及び OECD データの整備状況もあり、一部の国、一部の時期のデータが
揃っていない部分もある。 
第１部：アウトカム指標としての TFP データの分析 
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１．研究開発投資と TFP 成長率の関係 
 
「研究開発投資のレベルと TFP 成長率との関係」について、国際比較を行った。研究開発投
資のレベルとしては、各産業の付加価値に対する R&D 投資の比率（以下、「R&D 投資比率」と呼
ぶ）を採用している。 
 
（１）日本における産業別の状況 
 
国際比較を行うに先立ち、R&D 投資比率と TFP 成長率の関係の日本の状況についてまとめた
ものが、第２－８図である。全体の傾向としては、各産業とも R&D 投資比率は上昇傾向にある。卸
小売のように近年のデータしかないものもあるが、全体的に年代が新しくなるにつれて R&D 投資比
率は上昇している。 
また、R&D 投資比率と TFP 成長率との関係を見ると、機械（電機を除く）では 1995 年以前は TFP
成長率がマイナスの値であったが、その後 R&D 投資比率と TFP 成長率共に大きく伸びている。一
方、化学産業では R&D 投資比率は横ばいであり、TFP 成長率はゼロに近い値からさらに低下して
いる。電機産業では、R&D 投資比率は伸びており、TFP 成長率は高い水準を維持しているが、
2001 年以降は低下している。 
第２－８図  日本における状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：EU-KLEMS 資料及び OECD 資料をもとに作成 
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（２）全産業における国際比較 
 
全産業に関して、R&D 投資比率と TFP 成長率の関係の国際比較を行ったのが第２－９図で
ある。日本は、他の先進国と比較して、R&D 投資比率が高いものの、TFP 成長率は低い。日本
の R&D 投資が TFP 成長率にむすびつきにくくなってきた背景として、イノベーション活動の効率
の低下があるという指摘がある（榊原 2003）(注)。 
一方、日本は 1987－1990 年平均と 1991－1995 年平均では、R&D 投資比率の増減はほと
んどないが、TFP 成長率は急激に低下している。1991 年以降は R&D 投資比率と TFP 成長率
は共に増加しており、プラスの関連が見られる。また、米国は R&D 投資比率はあまり伸びていな
いにもかかわらず、TFP 成長率は伸びている。 
 
第２－９図  全産業における国際比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：EU-KLEMS 資料及び OECD 資料をもとに作成 
 
                                                  
(注 ) 榊原清則（2003）「展望論文：日本の技術経営－研究開発は経営成果と結びついているか－」、技術革新型企業創生プ
ロジェクト Discussion Paper Series #03-01, 2003 年 10 月 
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（３）全製造業における国際比較 
 
全製造業に関して、R&D 投資比率と TFP 成長率の関係の国際比較を行ったのが第２－10 図で
ある。各国とも R&D 投資比率は 6～10%程度の範囲にある。しかし、TFP 成長率との関係は国によ
って異なる。 
各国でみると、日本は、R&D 投資比率は他先進国に比べて高いものの、TFP 成長率は低い。イ
ギリスは 1996 年以降、R&D 投資比率は微増であるが、TFP 成長率は大きく上昇している。The EU 
KLEMS Productivity Report（2007）において、イギリスでは高い付加価値成長率の上昇が見られ
ており、主として労働力の成長に負うところが大きいという分析がある。 
 
第２－１０図  全製造業における国際比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：EU-KLEMS 資料及び OECD 資料をもとに作成 
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（４）産業別の国際比較 
①化学産業における国際比較 
 
化学産業に関して、R&D 投資比率と TFP 成長率の関係の国際比較を行ったのが第２－11 図で
ある。日本は、R&D 投資比率は他の先進国に比べて高いものの、TFP 成長率は低く、また低下傾
向にあり両指標の関連は弱い。平成 18 年度経済産業省調査(注)によると、日本の化学産業は、他
国に比べて研究開発活動が利益に結びついておらず、収益構造、事業領域の設定に問題がある
ことが指摘されている。 
また、日本の化学産業に関しては、2001 年－2005 年の TFP 成長率が落ち込んでいる。ここには、
2000 年代以降の資源価格の上昇に対して、販売価格に転化できていないことから利益を圧迫して
いる状況が指摘されており、ここにも一因があると考えられる。 
一方、R&D 投資比率、TFP 成長率ともに高い国はドイツである。 
 
第２－１１図  化学産業における国際比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：EU-KLEMS 資料及び OECD 資料をもとに作成 
 
                                                  
(注) 「エネルギー・環境分野のイノベーション促進に資する主要企業の研究開発動向及び技術分野・産業別のイノ
ベーション構造の調査」経済産業省平成 18 年度調査  
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②機械産業における国際比較 
 
機械（電気機械を除く）産業に関して、R&D 投資比率と TFP 成長率の関係の国際比較を行った
のが第２－12 図である。日本を除くと、全体としては R&D 投資比率は近年では 4～6％程度である。
日本は、R&D 投資比率は他先進国に比べて高い。 
また、日本は、R&D 投資比率と TFP 成長率が共に上昇傾向にあり、研究開発投資の増加が
TFP 成長率との関連が強いことが伺える。特に、日本の機械産業では、他国に比べて要素技術の
強みが蓄積されているという指摘もあり(注)、部品開発と、「すりあわせ型」の製品開発による強みが 
TFP 成長率の向上につながっていることを示唆している。 
 
 
第２－１２図  機械産業における国際比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：EU-KLEMS 資料及び OECD 資料をもとに作成 
 
 
                                                  
(注) 「エネルギー・環境分野のイノベーション促進に資する主要企業の研究開発動向及び技術分野・産業別のイノ
ベーション構造の調査」経済産業省平成 18 年度調査  
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③電機産業における国際比較 
 
電機産業に関して、R&D 投資比率と TFP 成長率の関係の国際比較を行ったのが第２－13 図
である。日本は、R&D 投資比率は他先進国に比べて高いが、2001 年以降は TFP 成長率が下が
っており、両者の関連は弱くなっている。この理由として、電機産業における製品のモジュール化
が進んでいることが考えられる。従来のすり合わせ型からモジュール化が進み、収益性が低下し
た業界であり、その変化を反映したものと考えられる。 
また、日本のみならず、他の先進諸国も、2001 年以降 TFP 成長率は低下している。 
 
第２－１３図  電機産業における国際比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：EU-KLEMS 資料及び OECD 資料をもとに作成 
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④卸小売産業における国際比較 
 
卸小売産業に関して、R&D 投資比率と TFP 成長率の関係の国際比較を行ったのが第２－14 図
である。R&D 投資比率を見ると、米国のみが突出しているものの、その他の先進諸国では極めて低
い。そのため、日本の特徴は見えにくい。卸小売では、研究開発投資が製造業に比べてほとんど
行われておらず、TFP 成長率との関係を見ることは難しい。 
 
 
第２－１４図  卸小売産業における国際比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：EU-KLEMS 資料及び OECD 資料をもとに作成 
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２． 高度人材と TFP 成長率との関係に係る分析 
 
研究開発活動の主な指標の一つである「人材」に着目して、産業別に国際比較を行った。
EU-KLEMS および OECD データの制限から、研究者そのものに関係するデータは入手できない
ことから、ここでは「高等教育を受けた人材の存在と TFP 成長率の関係」を見ることとし、産業別
に国際比較を行った。高等教育を受けた人材を示す指標として、大卒者の労働者全体に占める
割合を用いる。ただし、EU-KLEMS および OECD データの制限から、人数の直接的な割合を算
出することが出来ず、代理変数として大卒者の賃金シェアを用いている。この代理変数の妥当性
については、大卒者数の割合と大卒者の賃金シェアの関連（第２－15 図）をみると、アメリカ、イギ
リス、フランス、ドイツに関しては、両者には関係が強いため、この説明変数を用いることで、大卒
者の割合と TFP 成長率の関係を議論することは妥当であると考えられる。 
 
第２－１５図  大卒者の割合とその賃金シェアの関係 
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（１）日本における産業別の状況 
 
国際比較を行うに先立ち、日本の大卒者の賃金シェアと TFP 成長率の状況についてまとめた
ものが、第２－16 図である。全体の傾向として、大卒者の賃金シェアは増加傾向にある。また、全
産業の動きが、電機産業の動きに近い。日本の賃金シェアの構造に対する、電機業界の影響の
大きさが示唆される。 
大卒者賃金シェアと TFP 成長率の関係を全産業でみると、両者は共に増加しておりプラスの
関係にあるが、それほど強い関係にあるとはいえない。また、産業別にみると、機械（電機を除く）
産業では大卒者の賃金シェアの増加と TFP 成長率との間にプラスの関連が見られる。 
 
第２－１６図  日本における状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：EU-KLEMS 資料をもとに作成 
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（２）全産業における国際比較 
 
全産業に関して、大卒者の賃金シェアと TFP 成長率との関係の国際比較を行ったのが第２－
17 図である。日本は他の先進国に比べて、大卒者の賃金シェアは米国についで高い一方で、
TFP 成長率は低い。この理由としては、Fukao and Miyagawa（2007）(注)における、「日本では、高
技能人材が数多く存在するにもかかわらず、無形資産への投資活動が米英に比べ不活発であり、
ICT 投資額も少ないことが TFP 成長率の低迷を招く一因となっていると考えられる」という指摘が
ある。 
また、1991 年以降でみると、各国とも大卒者の賃金シェアは上昇しており、その中で日本とアメ
リカでは TFP 成長率も共に上昇しており、両者は関連して推移している。 
 
 
第２－１７図  全産業における国際比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：EU-KLEMS 資料をもとに作成 
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（３）全製造業における国際比較 
 
全製造業に関して、大卒者の賃金シェアと TFP 成長率との関係の国際比較を行ったのが第２－
18 図である。日本は、他先進国に比べて大卒者の賃金シェアは米国、韓国についで高いが、TFP
成長率は低い。ここには、いくつかの産業における日本の産業成長率の低下が効いていることが推
測されるが、前述の電機業界の影響の大きさを考慮すると、やはり電機業界の影響が大きいのでは
ないかと考えられる。 
全体として、各国とも大卒者の賃金シェアは上昇しているが、TFP 成長率はイギリス以外は 2001
年以降、低下している。 
 
 
第２－１８図  全製造業における国際比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：EU-KLEMS 資料をもとに作成 
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（４）産業別の国際比較 
①化学産業における国際比較 
 
化学産業に関して、大卒者の賃金シェアと TFP 成長率との関係の国際比較を行ったのが第２－
19 図である。イギリス、フランス、ドイツでは、大卒者の賃金シェアは 10～20%であり、TFP 成長率上
昇とそれほど関連が見られない。 
また、日本は、アメリカについで大卒者の賃金シェアは高いが、TFP 成長率は低下しており、両
者の関係はマイナスになっている。従って、日本の大卒者の賃金シェアが TFP 成長率と関係してい
るとは言い難い状況である。一方、アメリカでは大卒者の賃金シェア、TFP 成長率がともに上昇して
おり、関連がみられる。 
 
第２－１９図  化学産業における国際比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：EU-KLEMS 資料をもとに作成 
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②機械（電機を除く）産業における国際比較 
 
機械（電機を除く）産業に関して、大卒者の賃金シェアと TFP 成長率との関係の国際比較を行っ
た。日本、アメリカ、イギリスでは 1996 年以降、大卒者の賃金シェアと TFP 成長率はともに上昇して
いる。なかでも、日本は 1991 年以降両者とも着実に上昇しており、TFP 成長率の上昇との関連も一
貫して顕著である。もっとも賃金シェアの上昇のみを見れば、他産業の上昇傾向としれほど変わら
ない。 
TFP 成長率の上昇は機械業界特有の状況であるが、賃金シェアの上昇は、業界固有ではなく、
日本全体の傾向であることが示唆される。 
 
 
第２－２０図  機械（電機機械を除く）産業における国際比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：EU-KLEMS 資料をもとに作成 
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③電機産業における国際比較 
 
電機産業に関して、大卒者の賃金シェアと TFP 成長率との関係の国際比較を行ったのが第２
－21 図である。日本は、他先進国に比べて、大卒者の賃金シェア、TFP 成長率はともに「中程
度」にある。 
全体として、各国とも大卒者の賃金シェアは継続して上昇している。一方、2001 年以降はそれ
以前に比べて TFP 成長率は下降している。 
 
 
 
第２－２１図  電機産業における国際比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：EU-KLEMS 資料をもとに作成 
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④卸小売産業における国際比較 
 
卸小売産業に関して、大卒者の賃金シェアと TFP 成長率との関係の国際比較を行ったのが第２
－22 図である。日本は、他の先進国に比べて、大卒者の賃金シェア、TFP 成長率ともに「中程度」
にある。 
但し、卸小売業界は、その多くは国内産業であり、国際的な競争の観点から議論することは難し
い。各国の国内における景気や消費の観点から検討する必要もあると考えられる。 
 
 
第２－２２図  卸小売産業における国際比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：EU-KLEMS 資料をもとに作成 
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第４節 小括 
 
【付加価値成長率と TFP 成長率の推移】 
EU-KLEMS のデータをもとに、国別の状況をマクロ的に整理すると、各先進国の付加価値
成長率は低下傾向にある。日本も他国と同様に付加価値成長率は低下傾向にある。日本の
TFP 成長率は微増傾向にあるものの、他先進国に比べて低水準である。 
 
【R&D 投資比率と TFP 成長率の関係】 
国別の R&D 投資比率（対付加価値額）と TFP 成長率の関係をみると、日本は他先進国に
比較して R&D 投資比率は高いが、TFP 成長率は低い。産業別にみると、化学産業は R&D 投
資比率は高いが TFP 成長率は低水準、電気機械も 2001 年以降は R&D 投資比率は他先進
国と比較して高いが TFP 成長率は同水準である。他先進国では、例えば化学産業においてド
イツは R&D 投資比率と TFP 成長率が共に高い水準にある。機械産業（電機を除く）において、
米国は R&D 投資比率は他先進国よりも低いが、TFP 成長率は他先進国と同水準にある。 
一方、両者の推移を見ると、機械産業（電気機械を除く）において日本は R&D 投資比率と
TFP 成長率が共に大きく上昇している。 
 
【大卒者賃金シェアと TFP 成長率の関係】 
国別の TFP 成長率と高度人材の関係を大卒者の賃金シェアをもとにみると、日本は韓国、
米国に次いで大卒者の賃金シェアは高いが TFP 成長率は低水準にある。両者の推移をみる
と、米国では大卒者の賃金シェアと TFP 成長率がともに上昇している。産業別にみると、日本
の機械産業（電機を除く）は大卒者の賃金シェアと TFP 成長率がともに高まっているが、化学
産業では大卒者の賃金シェアが微増しているが TFP 成長率は低下している。他先進国では、
例えば化学産業ではドイツは大卒者の賃金シェアは低いが TFP 成長率が高く、米国は大卒
者の賃金シェアは高いが TFP 成長率が低水準にある。 
 
R＆D 投資比率や大卒者の賃金シェアが高い国は、TFP 成長率も高いと推察されるが、各
国における産業構造の違いなどもあり、国全体で比較すると顕著な関係はみられなかった。ま
た、同じ産業分野でも企業規模や業種の細分類による違いも大きいため、国別のデータで言
及するには限界も多く、個別企業レベルのデータをもとにした詳細な分析が今後の研究課題
として挙げられる。 
 
第１部：アウトカム指標としての TFP データの分析 
第３章 ミクロデータから見られるわが国の現状 
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第３章 ミクロデータから見られるわが国の現状 
 
 本章では、次章からのミクロデータ分析にあたって利用している個別企業単位のミクロデータに
関する、データ特性について整理、分析する。 
企業統計は各種存在しており、代表的なものとして、工業統計、商業統計、特定サービス産業
統計等がある。本調査分析においては、個別企業のイノベーション活動に焦点をあてていること
から、主として、総務省の「科学技術研究調査」、経済産業省の「企業活動基本調査」、文部科
学省科学技術研究所の「全国イノベーション調査」を利用する。 
 
 
第１節 ミクロデータ把握に用いたデータサンプルの概要 
 
「企業活動基本調査」をもとに、2001 年から 2006 年にかけての個別企業（26,488 社）の TFP
成長率を計算した。これら計算した企業は、以下のような業種分布、企業規模分布の状況にあ
る。(注) 
第３－１表  ミクロデータ把握に用いた「企業活動基本調査」のデータサンプルの概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注：事業所・法人統計欄の「その他」には、宿泊・飲食サービス、農林水産業、医療・福祉、教育・学習支援などが含まれ
る。 
 
尚、今回利用したデータサンプルの代表性を議論するにあたって、総務省統計局による「事
                                                  
(注 ) 尚、本調査研究における TFP 計算にあたって、一橋大学イノベーション研究センターの金榮愨氏から支援・協
力を得た。あらためて謝意を表したい。  
100億円未満 100億円以上500億円未満
500億円以上
1000億円未満 1000億円以上 計
事業所・法人統
計企業数
食料品 1,248 327 47 34 1,656 23,488
繊維 606 49 2 3 660 21,519
パルプ・紙 903 110 14 11 1,038 6,685
化学 623 226 46 61 956 4,364
石油・石炭製品 27 12 3 12 54 407
窯業・土石製品 450 61 7 8 526 10,364
一次金属 327 101 16 15 459 6,666
金属製品 1,018 167 12 20 1,217 34,121
一般機械 1,283 219 36 36 1,574 28,878
電気機械 1,385 445 77 85 1,992 21,234
輸送用機械 761 282 49 61 1,153 12,141
精密機械 286 73 8 7 374 （一般機械に含む）
その他の製造業 1,183 240 26 19 1,468 88,781
製造業小計 10,100 2,312 343 372 13,127 258,648
建設業 331 100 9 6 446 280,023
電気・ガス・水道業 6 1 7 567
卸売・小売業 8,600 871 100 71 9,642 438,119
金融・保険業 6 1 7 17,978
不動産業 33 9 1 43 4,727
運輸・通信業 84 21 1 4 110 111,109
サービス業 2,454 506 64 64 3,088 70,619
鉱業 16 2 18 1,743
非製造業小計 11,530 1,511 175 145 13,361 924,885
（その他）332,302
合計 21,630 3,823 518 517 26,488 1,515,835
  44
業所・法人統計」と比較する。「事業所・法人統計」は、我が国すべての事業所を対象として行
われる国の最も基本的な統計調査の一つであり、事業所及び企業を対象とした各種統計調査
実施のための母集団情報としての事業所及び企業の名簿を作成することを目的としている。 
平成 18 年の「事業所・法人統計」による企業数（名寄せ調整後）では、製造業が 258,648 社、
上記非製造業に対応する企業数が、924,885 社となっている。ここから、本調査分析で対応し
ているのは、企業数ベースで、製造業の約 5%、非製造業の約 1.4%である。 
 
第３－２図  接合データの相互関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
「企業活動基本調査」と「科学技術研究調査」を突合させた接合データ、及び「企業活動基本
調査」と「全国イノベーション調査」を突き合わせた接合データを第 3-2 図のとおり構築する。「企
業活動基本調査」と「科学技術研究調査」を突合させた接合データは、全部で 2,517 社であり、
業種構成は製造業を中心とした分析という性格が強いものとなっている。ただし、この 2,517 社は
研究開発を実施している企業の業種構成と同様の傾向にあり、さらに我が国の民間企業の全研
究開発費の 80％近くをこの 2,517 社で占めており、我が国の研究開発実施企業の特性を表現し
ていると考えられる。 
 
全国イノベーション調査
（NISTEP）2003年
【9,257社】
科学技術研究調査
(総務省）1984～2006年
資本金1億円以上、1999年以降に研究
開発を１年でも行ったことがある企業
【7,032社】
企業活動基本調査
（経済産業省）1992、1995～2006年
【26,488社（2006年）】
接合データ
【2,405社】
接合データ
【2,517社】
第１部：アウトカム指標としての TFP データの分析 
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第３－３表  分析対象企業の業種別内訳 
サンプル数
全製造業 2,165
食料品 183
繊維 47
パルプ・紙 49
化学 402
石油・石炭製品 19
窯業・土石製品 85
一次金属 85
金属製品 164
一般機械 302
電気機械 394
輸送用機械 175
精密機械 73
その他の製造業 187
全非製造業 352
建設業 45
電気・ガス・水道業 1
卸売・小売業 194
金融・保険業 0
不動産業 0
運輸・通信業 3
サービス業 105
鉱業 4
全産業 2,517  
 
第３－４図  各統計やデータセットの業種別内訳 
0% 20% 40% 60% 80% 100%
事業所・法人統計（1,183,533社）
企業活動基本調査（26,488社）
科学技術研究調査(10,440社）
科学技術研究調査のうち、資本金１億円以上で
1999年以降に１年でも研究開発を実施している
企業（7,032社）
「企業活動基本調査」と「科学技術研究調査」の
接合データ（2,517社）
化学 一般機械 電気機械 その他の製造業 卸・小売り その他の非製造業
 
  46
第２節 ミクロデータに基づく TFP の状況 
 
１．売上高別にみた TFP 成長率の状況 
 
売上高によって昇順４区分で企業をグループ化し、各グループの 2001 年から 2006 年の TFP 平
均成長率をみた（第 3-5 図表～第 3-10 図表）。その結果、全製造業、電機産業、卸小売産業では、
TFP 成長率は売上高（売り上げ規模）の大きい企業ほど TFP 成長率が高い傾向にある。全産業で
も見られる傾向であり、売上高の大きな企業が産業全体の TFP を牽引している構造が示唆される。
卸小売産業については、その傾向が他産業に比べて顕著であり、規模の経済性が働きやすい産
業であることも一因として考えられる。 
また、化学産業と一般機械産業では、売り上げ規模が中程度の企業群の TFP 成長率が最も高
い。 
 
 
 (1)全製造業 
第３－５図表  売上高別にみた TFP 成長率（全製造業） 
売上高 上位 76～100% 上位 51～75% 上位 26～50% 上位 1～25% 
企業数（社） 3282 3282 3281 3281 
売上平均（百万円） 1203 2608 5686 73224 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：経済産業省「企業活動基本調査」等より作成 
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(2)業種別 
①化学 
第３－６図表  売上高別にみた TFP 成長率（化学） 
売上高 上位 76～100% 上位 51～75% 上位 26～50% 上位 1～25% 
企業数（社） 239 239 239 239 
売上平均（百万円） 1944 4456 9588 96173 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：経済産業省「企業活動基本調査」等より作成 
②電気機械（電機） 
第３－７図表  売上高別にみた TFP 成長率（電機） 
売上高 上位 76～100% 上位 51～75% 上位 26～50% 上位 1～25% 
企業数（社） 498 498 498 498
売上平均（百万円） 1252 2922 7699 126544 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：経済産業省「企業活動基本調査」等より作成 
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③一般機械 
第３－８図表  売上高別にみた TFP 成長率（一般機械） 
売上高 上位 76～100% 上位 51～75% 上位 26～50% 上位 1～25% 
企業数（社） 394 393 394 393
売上平均（百万円） 1158 2302 4510 52160 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：経済産業省「企業活動基本調査」等より作成 
 
④卸小売 
第３－９図表  売上高別にみた TFP 成長率（卸小売） 
売上高 上位 76～100% 上位 51～75% 上位 26～50% 上位 1～25% 
企業数（社） 2410 2411 2410 2411
売上平均（百万円） 703 1385 2814 21212 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：経済産業省「企業活動基本調査」等より作成 
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（３）全産業 
第３－１０図表  売上高別にみた TFP 成長率（全産業） 
 
売上高 上位 76～100% 上位 51～75% 上位 26～50% 上位 1～25% 
企業数（社） 6623 6622 6622 6622
売上平均（百万円） 891 1987 4376 50385 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：経済産業省「企業活動基本調査」等より作成 
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２．売上高別にみた TFP レベルの状況 
 
売上高によって昇順４区分で企業をグループ化し、各グループの 2001 年から 2006 年の TFP 平
均レベルをみた（第 3-11 図表～第 3-12 図表）。売上高の大きい企業ほど TFP のレベルは高い傾
向にあることがわかる。これは、全製造業でも全産業でも同様の傾向を示している。 
ただし、TFP レベルは売上高規模と同様の指標として捉えられる面もあるため、売上高に応じて
TFP レベルが上昇していることは妥当と言える。 
 
(1)全製造業 
第３－１１図表  売上高別にみた TFP レベル（全製造業） 
売上高 上位 76～100% 上位 51～75% 上位 26～50% 上位 1～25% 
企業数（社） 3282 3282 3281 3281
売上平均（百万円） 1203 2608 5686 73224 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：経済産業省「企業活動基本調査」等より作成 
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 (2)全産業 
第３－１２図表  売上高別にみた TFP レベル（全産業） 
 
売上高 上位 76～100% 上位 51～75% 上位 26～50% 上位 1～25% 
企業数（社） 6623 6622 6622 6622
売上平均（百万円） 891 1987 4376 50385 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：経済産業省「企業活動基本調査」等より作成 
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３．TFP レベル別にみた TFP 成長率の状況 
 
TFP レベルによって昇順４区分で企業をグループ化し、各グループの 2001 年から 2006 年の TFP
平均成長率をみた（第 3-13 図表～第 3-14 図表）。その結果、TFP 成長率は TFP レベルの高い
企業ほど顕著に高まる傾向にある。これは、全製造業でも全産業でも同様の傾向を示している。 
 
 (1)全製造業 
第３－１３図表  TFP レベル別にみた TFP 成長率（全製造業） 
 
TFP レベル 上位 76～100% 上位 51～75% 上位 26～50% 上位 1～25% 
企業数（社） 3282 3282 3281 3281 
lnTFP 平均 -0.125 -0.019 0.051 0.215 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：経済産業省「企業活動基本調査」等より作成 
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(2)全産業 
第３－１４図表  TFP レベル別にみた TFP 成長率（全産業） 
 
TFP レベル 上位 76～100% 上位 51～75% 上位 26～50% 上位 1～25% 
企業数（社） 6623 6622 6622 6622 
lnTFP 平均 -0.201 -0.033 0.055 0.254 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：経済産業省「企業活動基本調査」等より作成 
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４．売上高成長率別にみた TFP 成長率の状況 
 
売上高成長率によって昇順４区分で企業をグループ化し、各グループの 2001 年から 2006 年の
TFP 平均成長率をみた（第 3-15 図表～第 3-16 表）。その結果、売上高成長率の上位 1～25%の
企業において、TFP 成長率が突出している。これは、全製造業でも全産業でも同様の傾向を示し
ている。 
また、売上高成長率が上位 75～100%の企業では、TFP 成長率も低く、マイナス成長率となる。
全製造業では、上位 26～75%では、それほど TFP 成長率の差が見られない。 
 
 
 (1)全製造業 
第３－１５図表  売上高成長率別にみた TFP 成長率（全製造業） 
 
売上高成長率 上位 76～100% 上位 51～75% 上位 26～50% 上位 1～25% 
企業数（社） 2209 2209 2208 2208 
平均売上高成長率 -8.85% -0.43% 3.91% 18.33% 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：経済産業省「企業活動基本調査」等より作成 
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(2)全産業 
第３－１６図表  売上高成長率別にみた TFP 成長率（全産業） 
 
売上高成長率 上位 76～100% 上位 51～75% 上位 26～50% 上位 1～25% 
企業数（社） 4280 4280 4280 4280
平均売上高成長率 -9.83% -0.65% 3.84% 25.20%
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：経済産業省「企業活動基本調査」等より作成 
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第３節 研究開発の状況 
 
１．研究開発水準に関する状況 
 
(1)売上高別にみた研究開発集約度の状況 
 
売上高によって昇順４区分で企業をグループ化し、各グループの 2001 年から 2006 年の研究開
発集約度をみた（第 3-17 図表～第 3-18 図表）。全製造業で見ると、上位 1～25%の企業グループ
でやや高いものの、概ね 3%～4%の範囲で一定しており、売上高による違いは小さい。 
しかし、全産業で見ると、売上規模の小さい、上位 76～100%の企業グループの研究開発集約度
が高い。これは、売上高の小さい企業において、施設費や人件費等、最低限度必要な費用がある
ことを示唆している。 
 
 
①全製造業 
第３－１７図表  売上高別にみた研究開発集約度（全製造業） 
売上高 上位 76～100% 上位 51～75% 上位 26～50% 上位 1～25% 
企業数（社） 558 558 558 558 
売上平均（百万円） 3,538 9,871 24,495 252,825 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：経済産業省「企業活動基本調査」、総務省「科学技術研究調査」等より作成 
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②全産業 
第３－１８図表  売上高別にみた研究開発集約度（全産業） 
 
売上高 上位 76～100% 上位 51～75% 上位 26～50% 上位 1～25% 
企業数（社） 1,187 1,186 1,186 1,186 
売上平均（百万円） 2,730 9,277 24,777 265,751 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：経済産業省「企業活動基本調査」、総務省「科学技術研究調査」等より作成 
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(2)売上高別にみた研究者数の対従業員数比の状況 
 
売上高によって昇順４区分で企業をグループ化し、各グループの 2001 年から 2006 年の研究者
数の対従業員数比をみた（第 3-19 図表～第 3-20 図表）。全製造業で見ると、上位 1～25%の企業
グループで他グループよりも高い傾向を示している。製造業においては、売上高の大きな企業では
研究者の割合も高くなることがわかる。 
全産業では、上位 1～75%の企業グループでは、比率として、ほぼ 0.1 程度にあるが、上位 76～
100％の企業グループでは、ほぼ 0.18 と 2 倍弱になっている。これは、売上高の小さい企業におい
て、研究開発を推進するにあたって、最低限度必要な研究者数があることを示唆している。 
 
①全製造業 
第３－１９図表  売上高別にみた研究者数の対従業員数比（全製造業） 
売上高 上位 76～100% 上位 51～75% 上位 26～50% 上位 1～25% 
企業数（社） 558 558 558 558 
売上平均（百万円） 3,538 9,871 24,495 252,825 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：経済産業省「企業活動基本調査」、総務省「科学技術研究調査」等より作成 
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②全産業 
第３－２０図表  売上高別にみた研究者数の対従業員数比（全産業） 
 
売上高 上位 76～100% 上位 51～75% 上位 26～50% 上位 1～25% 
企業数（社） 1,200 1,199 1,199 1,199 
売上平均（百万円） 2,536 9,046 24,388 263,378 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：経済産業省「企業活動基本調査」、総務省「科学技術研究調査」等より作成 
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２．研究開発の特徴に関する状況 
 
(1)売上高別にみた公的研究費の状況 
 
売上高によって昇順４区分で企業をグループ化し、各グループの 2001 年から 2006 年の公的研
究費の平均受入額および受入額集約度をみた（第 3-21 図表～第 3-22 図表）。全製造業で見ると、
売上高上位 76～100%の企業の集約度が若干突出し、上位１～25%の企業の集約度も高くなって
いる。 
また、全産業では、集約度で見ると、売上高の小さい、売上高上位 76～100%の企業の集約度が
突出している。他区分にある企業に比べると、売上高の小さい企業では、公的研究費が重要な研
究資金になっていることが示唆される。 
 
①全製造業 
第３－２１図表  売上高別にみた公的研究費（全製造業） 
 
売上高 上位 76～100% 上位 51～75% 上位 26～50% 上位 1～25%
企業数（社） 558 558 558 558 
公的研究受入額集約度 0.056% 0.027% 0.020% 0.037%
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：経済産業省「企業活動基本調査」、総務省「科学技術研究調査」等より作成 
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②全産業 
第３－２２図表  売上高別にみた公的研究費（全産業） 
 
売上高 上位 76～100% 上位 51～75% 上位 26～50% 上位 1～25%
企業数（社） 1,188 1,188 1,188 1,187 
公的研究受入額集約度 1.62% 0.11% 0.12% 0.03%
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：経済産業省「企業活動基本調査」、総務省「科学技術研究調査」等より作成 
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(2)公的機関への研究支出規模別にみた公的研究費の状況 
 
公的機関への研究支出によって昇順４区分で企業をグループ化し、各グループの 2001 年から
2006 年の公的研究費の平均受入額および受入額集約度をみた（第 3-23 図表～第 3-26 図表）。 
全製造業の公的研究費の受入額は、公的機関への支出額上位 1～25％の企業が突出してい
る。公的機関への研究支出が多い企業、すなわち大学等の公的機関との連携を活発に実施して
いる企業が、公的研究費を多く受け入れていることが分かる。一方、公的機関への研究費支出が
小さい 76～100％の企業で公的研究費の受入額が増えている。これは、集約度で見た場合も同様
の傾向が見られる。 
全産業では公的機関への研究支出の大きい企業では、公的研究費の受入額も高い。 
 
①-1 公的機関への平均支出額別 平均公的研究受入額（全製造業） 
第３－２３図表  公的機関への平均支出額別 平均公的研究受入額（全製造業） 
 
公的機関への支出 上位 76～100% 上位 51～75% 上位 26～50% 上位 1～25% 
企業数（社） 299 299 298 298
公的機関への研究開
発支出額平均（万円） 
8 87 433 46,696 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：経済産業省「企業活動基本調査」、総務省「科学技術研究調査」等より作成 
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①-2 公的機関への平均支出額別 平均公的研究受入額（全産業） 
第３－２４図表  公的機関への平均支出額別 平均公的研究受入額（全産業） 
公的機関への支出 上位 76～100% 上位 51～75% 上位 26～50% 上位 1～25% 
企業数（社） 562 562 562 562
公的機関への研究開
発支出額平均（万円） 
8 86 432 40,623 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：経済産業省「企業活動基本調査」、総務省「科学技術研究調査」等より作成 
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②-1 公的機関への平均支出額集約度別 公的研究受入額集約度（全製造業） 
第３－２５図表  公的機関への平均支出額集約度別 公的研究受入額集約度（全製造業） 
公的機関への支出 上位 76～100% 上位 51～75% 上位 26～50% 上位 1～25% 
企業数（社） 299 299 298 298
公的機関への研究開発
支出額集約度 
0.0004% 0.0041% 0.0158% 0.2202%
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：経済産業省「企業活動基本調査」、総務省「科学技術研究調査」等より作成 
②-2 公的機関への平均支出額集約度別 公的研究受入額集約度（全産業） 
第３－２６図表  公的機関への平均支出額集約度別 公的研究受入額集約度（全産業） 
公的機関への支出 上位 76～100% 上位 51～75% 上位 26～50% 上位 1～25% 
企業数（社） 562 562 562 562
公的機関への研究開発支
出額集約度 
0.00% 0.00% 0.02% 1.14%
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：経済産業省「企業活動基本調査」、総務省「科学技術研究調査」等より作成
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(3) 売上高別にみたドクター保有者数の対研究者数比の状況 
 
売上高によって昇順４区分で企業をグループ化し、各グループの 2001 年から 2006 年のドクター
保有者数の対研究者数比をみた。その結果、ここで見られる特徴としては、次のものがあげられる。 
 
・ 全製造業では、売上高上位 1～25％の企業はドクター保有者比率が高いが、その他の企業
では上位 76～100％ではやや高いものの、概ね 0.02～0.25％の範囲に入っている。 
 
・ 全産業では、売上高の上位 76～100％の企業グループを除くと、売上が大きくなるほどドクタ
ー保有者の対研究者数比は高くなる。 
 
①全製造業 
第３－２７図表  売上高別にみたドクター保有者数の対研究者数比（全製造業） 
 
売上高 上位 76～100% 上位 51～75% 上位 26～50% 上位 1～25% 
企業数（社） 550 550 550 550 
売上平均（百万円） 3,526 9,912 24,759 255,051 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：経済産業省「企業活動基本調査」、総務省「科学技術研究調査」等より作成 
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②全産業 
第３－２８図表  売上高別にみたドクター保有者数の対研究者数比（全産業） 
 
売上高 上位 76～100% 上位 51～75% 上位 26～50% 上位 1～25% 
企業数（社） 1,135 1,135 1,135 1,135 
売上平均（百万円） 2,670 9,229 24,709 250,306 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：経済産業省「企業活動基本調査」、総務省「科学技術研究調査」等より作成 
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第４節 売上高別にみた特許保有数伸び率の状況 
 
売上高によって昇順４区分で企業をグループ化し、各グループの 2001 年から 2006 年の特許保
有数の伸び率（平均値）をみた。その結果、ここで見られる特徴としては、次のものがあげられる。尚、
特許保有数の伸び率は、保有特許数の前年度からの変化を用いている 
 
・ 全産業、全製造業ともに、上位 1～25％および上位 51～75％の企業では特許保有数が伸
びている。 
 
・ しかし、上位 76％～100％の企業では保有数の伸び率が低下する。また、上位 26％～50％
の企業では、わずかに減少しているが、ほぼ横ばいである。 
 
 (1)全製造業 
第３－２９図表  売上高別にみた特許保有数伸び率（全製造業） 
 
売上高 上位 76～100% 上位 51～75% 上位 26～50% 上位 1～25% 
企業数（社） 488 487 487 487
売上平均（百万円） 4,345 12,223 30,052 284,990 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：経済産業省「企業活動基本調査」等より作成 
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 (2)全産業 
第３－３０図表  売上高別にみた特許保有数伸び率（全産業） 
売上高 上位 76～100% 上位 51～75% 上位 26～50% 上位 1～25% 
企業数（社） 488 487 487 487
売上平均（百万円） 4,345 12,223 30,052 284,990 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：経済産業省「企業活動基本調査」等より作成 
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第５節 小括 
 
【売上規模等と R&D 投資の関係】 
「科学技術研究調査（そのうち、研究開発活動を 1999 年以降で１年でも実施した資本金１
億円以上企業）」と「企業活動基本調査」と突合した対象企業（2,517 社）の個別企業の研究
開発集約度（研究開発費の対売り上げ高比率）は、売上規模に関わらず概ね対売上高 3～
4％の範囲となっている。 
 
【売上規模等と TFP 成長率の関係】 
「企業活動基本調査」の対象企業（26,488 社）の 2001 年～2006 年にかけての個別企業の
TFP 成長率を計算し売上規模別に TFP 成長率をみると、売上規模の大きい企業ほど年平均
の TFP 成長率は高い。産業別にみると、全体として売上規模の大きい企業ほど年平均の TFP
成長率は高いものの、化学産業と一般機械産業は売上規模が中程度の企業群の TFP 成長
率が最も高い。 
また、TFP 水準の高い企業程、TFP 成長率が顕著に高い傾向にある。 
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第４章 ミクロデータによる科学技術関連指標と TFP の関係分析 
 
第４章は、第３章で整理した「科学技術研究調査」、「企業活動基本調査」の接合データ、及び
「全国イノベーション調査」の接合データをもとに、研究開発活動等に関する指標と TFP 成長率と
の関係を把握するためのモデル式を構築し、接続したデータセットを用いて回帰分析を行う。そして、
企業の研究開発活動やイノベーション活動が当該企業の TFP の成長に与えた影響を計測・分析
する。 
 
第１節 分析に利用したデータの概要 
 
１．被説明変数：TFP の成長率 
 
まず、TFP として、企業 f の t 時点（t>0）における TFP を、初期時点（t=0）における当該産業代
表的企業の TFP との比較の形で、以下の式のように計算した(注 1)。 
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ここで、Yft は t 期における企業 f の産出量、Xift は企業 f の生産要素 i の投入量、Sift は企業 f
の生産要素 i のコストシェアである。また、各記号上のバーは各変数の産業平均を表している。 
 
計 算 さ れ た TFP を も と に 、 lnTFP(2006)-lnTFP(2005) 、 lnTFP(2005)-lnTFP(2004) 、
lnTFP(2004)-lnTFP(2003) の 3 年分の TFP 成長率の分析を行った(注 2)。 
なお、具体的な計算方法に関しては、補足資料「TFP 測定のためのデータ加工方法につい
て」を参照。 
 
 
２．説明変数：科学技術関連指標（以下の変数リスト） 
 
被説明変数 Y=lnTFP(t+1)-lnTFP(t)に対して、各説明変数として、ラグ 1 期（ｔ期）、ラグ 2 期
（t-1 期）、ラグ 3 期（t-2 期）、ラグ 4 期（t-3 期）の 4 期分のデータを用いる。 
利用するデータは、開示された「科学技術研究調査」の各企業のデータ（1999 年～2006 年に
かけて 1 年でも研究開発活動を実施したことのある資本金１億円以上の企業(注 3)、7,032 社）と、
「企業活動基本調査」のデータに基づき TFP を推計した企業 26,488 社（章末参考資料を参照）
                                                  
(注 1) 昨年度の「イノベーション測定手法の開発に向けた調査研究」の算出方法に準拠。  
(注 2) XXX 1)ln(  より、 XXX  )ln(  
(注 3) 「科学技術研究調査」は、資本金１億円の製造業は全数調査であり、サンプル調査の資本金１億円未満の企業
と調査票も異なる。 
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を突合し、一致した 2,517 社である。そして、データのクリーニングを行い、企業毎の 4 期分のパネ
ルデータを作成した結果、サンプル数は約 6,000 となった。 
 
第４－１表  変数一覧（サンプル数、平均値は全産業、全企業のラグ 1 期のもの） 
変数 代理変数 利用可能データ サンプル数 平均値 
研 究 開 発
集約度 
研究開発集約度 「科学技術研究調査」：性格別研
究費、社外へ支出した研究費 
5,800 0.0355 
（基礎） 5,800 0.0017 
（応用） 5,800 0.0061 
性 格 別 研
究 開 発 支
出 の 集 約
度 
性格別研究集約度 
（ 基 礎 研 究 、 応 用
研究、開発研究支
出額） 
「 科 学 技 術 研 究 調
査」：性格別研究費 
（開発） 5,800 0.0277 
社 外 へ 支
出 し た 研
究集約度 
社外へ支出した研
究集約度 
（ 公 的 機 関 、 民 間
企業等） 
「科学技術研究調査」：社外へ支
出した研究費 
5,800 0.0023 
民間部門から投入
された研究開発集
約度 
「科学技術研究調査」：社外から
受け入れた研究費、性格別研究
費 
5,800 0.0374 性 質 別 研
究 開 発 支
出 の 集 約
度 公的部門から投入
された研究開発集
約度 
「科学技術研究調査」：社外から
受け入れた研究費 
5,725 0.0003 
研 究 者 一
人 当 た り
研究費 
研究者 一人 当たり
研究費 
「科学技術研究調査」：性格別研
究費、社外へ支出した研究費、研
究者数 
5,570 1,350  
研究者数の対従業
員数比 
「科学技術研究調査」：従業者総
数、研究者数 
5,809 0.1156 研 究 開 発
人 材 の 割
合 ド ク タ ー 保 有 者 数
の対研究者数比 
「 科 学 技 術 研 究 調 査 」 ： 研 究 者
数、うち博士号取得者数 
5,570 0.0289 
研 究 者 の
流動性 
転入研究者数の対
従業員数比 
「科学技術研究調査」：転入研究
者数 
（採用・転入研究者合計から新規
採用者を除いたもの） 
5,559 0.0219 
 
注：2,517 社の対象企業の３期のなかに欠損データも含まれているため、実際の分析に利用可能なサンプルは（企業数×３期）
となっていない。 
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第４－２図  参考：性質別、性格別の分類の観点 
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第２節 科学技術関連指標の相互関係 
 
関連指標の相互関係をみると、研究開発集約度はほぼすべての変数と有意である。公的部門
から投入された研究開発費の集約度は、研究開発集約度と有意に相関がある。公的資金を受け
ている企業においては、研究開発活動の水準が総じて高いということが示唆される。 
また、人材の観点からは、研究者数の対従業員数比が、性格別、性質別の研究開発集約度と
の相関で有意である。これは、研究者が多い企業ほど各種の研究活動に従事しており、研究開発
が幅広く行われていることを示唆している。 
第４－３表  関連指標間の相互関係 
研究開発
集約度
基礎研究
集約度
応用研究
集約度
開発研究
集約度
社外支出
研究集約
度
民間部門
から投入さ
れた研究
開発費集
公的部門
から投入さ
れた研究
開発費集
研究者一
人当たり
R&D費
研究者数
の対従業
員数比
ドクター保
有者数の
対研究者
数比
転入研究
者数の対
研究者数
比
TFP成長
率
0.289 0.415 0.922 0.371 0.979 0.102 0.182 0.589 0.028
*** *** *** *** *** *** *** *** ** ― ―
0.212 0.099 0.160 0.294 0.024 0.133 0.178 0.127 -0.025
*** *** *** *** * *** *** *** * ―
0.053 0.128 0.386 0.251 0.080 0.246 0.074
*** *** *** *** *** *** *** ― ―
0.344 0.909 0.154 0.541
*** *** ― *** *** ― ― ―
0.539 0.034 0.158 0.252 0.048 0.037
*** ** *** *** *** *** ―
0.028 0.195 0.581 0.032
** *** *** ** ― ―
0.029 0.095 0.048 0.034
** *** *** ** ―
0.093 0.043 0.045
― *** *** ***
― ― ―
0.046
*** ―
―
TFP成長
率
開発研究
集約度
応用研究
集約度
基礎研究
集約度
転入研究
者数の対
研究者数
比
ドクター保
有者数の
対研究者
数比
研究者数
の対従業
員数比
研究者一
人当たり
R&D費
研究開発
集約度
公的部門
から投入さ
れた研究
開発費集
民間部門
から投入さ
れた研究
開発費集
社外支出
研究集約
度
 
注１；数字は相関係数 
注２： *：p<0.1、**：p<0.05、***：p<0.01 
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第３節 科学技術関係指標と TFP 成長率の関係分析 
 
１．各科学技術関係指標が TFP 成長率に与える影響の分析 
 
昨年度の「イノベーション測定手法の開発に向けた調査研究」の成果、及び変数リストをもとに、
以下の回帰式を設定した(注)。 
 
 要因外部からの知識流入の企業の研究開発活動の上昇 ,)(  TFP  

m
mmRTFPG   
 
η：推計式の定数項（説明変数では説明できない要因） 
δ：推計式の回帰係数（説明変数が TFP 成長率に与える影響の大きさ） 
※説明変数はタイムラグを考慮して推計する 
 
なお、回帰式には年ダミー、産業ダミー（21 業種）、売上高、TFP レベルを含めて推計を行ってい
る。また、業種別の推計の際には、経済産業省の日本産業生産性データベース（JIP データベー
ス）の産業分類（108 業種）に基づくダミー変数を含めて推計を行った。 
 
分析にあたって、具体的な分析項目は次の通りである。 
第４－４表  分析項目 
変数 代理変数 
研究開発集約度 
性格別研究費（基礎研究、応用研究、開発研究支出額） 
社外へ支出した研究費 
性質別研究費（民間部門、公的部門からの研究費） 
研究者数の対従業員数比 
企業の研究開発活動 
ドクター保有者数の対研究者数比 
外部からの知識流入の要因 転入研究者数 
 
この項目に沿って、①研究開発集約度（研究開発費を売上高で除したもの）、②性格別研究費、
③その他の研究開発活動、に関するモデル式を構築し、回帰分析を行った。 
 
その結果、統計的に有意でパラメーターの絶対値が大きく、TFP 成長率に影響を与えている指
標として、次項以降のような結果が得られた。 
                                                  
(注) TFP 成長率を説明する標準的なモデル式は研究途上であるため、今回は想定される様々な説明変数を用いて試行した。 
第１部：アウトカム指標としての TFP データの分析 
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参考：推計結果表の見方 
 
推計結果は以下の表で示している。ラグ別の研究開発集約度を説明変数とした場合の推計結
果を事例に、表の見方を説明する。 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
モデル式に取り上げた説明変
数について推計結果を記載。 
数 字 はパラメーター（σ、δ、
ρ）の推計値。係数。 
（ ）内は t 値。t 値は、その説
明 変 数 の 有 意 性 を 示 し て お
り、一 般 的 に絶 対 値 が２以 上
の場合は有意であり、２未満の
場合は有意でないとされる。 
被説明変数：TFP成長率
OLS 年ダミー、産業ダミーあり
対象 全製造業 全製造業 全製造業 全製造業 全産業 全産業 全産業 全産業
a b c d e f g h
年ダミー、産業ダミー ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
コントロール変数（売上・TFPレベル） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
研究開発集約度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
lnTFPレベル（ラグ1期） -0.154 *** -0.150 *** -0.164 *** -0.168 *** -0.163 *** -0.157 *** -0.162 *** -0.163 ***
(-16.364) (-15.879) (-17.012) (-17.472) (-18.104) (-17.544) (-17.945) (-18.065)
ln売上高（ラグ1期） 0.004 *** 0.005 *** 0.005 *** 0.005 *** 0.004 *** 0.005 *** 0.005 *** 0.005 ***
(4.137) (4.735) (4.984) (4.684) (4.403) (4.831) (5.045) (4.698)
研究開発集約度（ラグ1期） 0.077 * 0.050 *
(1.955) (1.917)
研究開発集約度（ラグ2期） 0.072 * 0.075 ***
(1.941) (2.937)
研究開発集約度（ラグ3期） 0.072 * 0.069 ***
(1.800) (2.611)
研究開発集約度（ラグ4期） 0.145 *** 0.068 **
(3.617) (2.494)
(定数) -0.029 ** -0.036 *** -0.039 *** -0.035 *** -0.025 ** -0.038 *** -0.031 *** -0.027 **
(-2.516) (-3.179) (-3.337) (-3.039) (-2.108) (-3.165) (-2.592) (-2.241)
R-squared 0.067 0.066 0.074 0.073 0.071 0.070 0.071 0.069
サンプルサイズ 4,756 4,708 4,779 4,885 5,423 5,356 5,429 5,556
「*」の数はパラメーターの推計値
の有意水準を示す。 
「*」は 10%有意、「**」は 5%有意、
「***」は 1%有意を示す。 
一 般 的 に、有 意 水 準 が 5%以 下
（ 「**」、「***」 ）であれば、説明
変 数 （ こ こ で は 「 研 究 開 発 集 約
度 」等 ）は被 説 明 変 数 （ここでは
TFP 成長率）に何らかの影響を与
えているとされる。 
また、5%～10% （  「*」  ）の際 に
も、確実 性は下がるものの、何 ら
かの影 響を与えている可 能 性は
示唆できる。 
R スクエアは、R(相関
係数)を２乗した値。式
全体の「説明率」を示
しており、０が説 明 力
がなく、１に近づくほど
説明力は高い。 
サンプルサイズは、分 析 対
象年にデータのある企業数
×分析対象年の数。 
2,517 社×3 年＝７，５５1 を
基本に、説明変数による欠
損値のためサンプルサイズ
は変化する。 
OLS(Ordinary Least Squares：
最 小 二 乗 法  ）法 を用 いて推
計したことを示す 
回帰 分析 に含まれる説 明変 数につい
て、ケース別（a～ｈ）に記載。各ケース
の詳細な説明変数（この場合はラグ）は
表側に記載している。 
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(1)研究開発集約度 
全製造業、全産業で研究開発集約度(注 1)が TFP 成長率に有意な正の影響を与えている。全製
造業ではラグ４期（３年前）、全産業ではラグ 2 期（１年前）の研究開発集約度のパラメーターが大き
くなっている。産業別に見ると、卸小売で一部有意な結果が得られているが、全体的に特に有意な
結果となっていない。(注 2) 
 
 
第４－５表  研究開発集約度による TFP 成長率の推計結果 
 
被説明変数：TFP成長率
OLS 年ダミー、産業ダミーあり
対象 全製造業 全製造業 全製造業 全製造業 全産業 全産業 全産業 全産業
a b c d e f g h
年ダミー、産業ダミー ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
コントロール変数（売上・TFPレベル） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
研究開発集約度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
lnTFPレベル（ラグ1期） -0.154 *** -0.150 *** -0.164 *** -0.168 *** -0.163 *** -0.157 *** -0.162 *** -0.163 ***
(-16.364) (-15.879) (-17.012) (-17.472) (-18.104) (-17.544) (-17.945) (-18.065)
ln売上高（ラグ1期） 0.004 *** 0.005 *** 0.005 *** 0.005 *** 0.004 *** 0.005 *** 0.005 *** 0.005 ***
(4.137) (4.735) (4.984) (4.684) (4.403) (4.831) (5.045) (4.698)
研究開発集約度（ラグ1期） 0.077 * 0.050 *
(1.955) (1.917)
研究開発集約度（ラグ2期） 0.072 * 0.075 ***
(1.941) (2.937)
研究開発集約度（ラグ3期） 0.072 * 0.069 ***
(1.800) (2.611)
研究開発集約度（ラグ4期） 0.145 *** 0.068 **
(3.617) (2.494)
(定数) -0.029 ** -0.036 *** -0.039 *** -0.035 *** -0.025 ** -0.038 *** -0.031 *** -0.027 **
(-2.516) (-3.179) (-3.337) (-3.039) (-2.108) (-3.165) (-2.592) (-2.241)
R-squared 0.067 0.066 0.074 0.073 0.071 0.070 0.071 0.069
サンプルサイズ 4,756 4,708 4,779 4,885 5,423 5,356 5,429 5,556  
注： *：p<0.1、**：p<0.05、***：p<0.01 
 
                                                  
(注 1) TFP が企業規模と密接に関係しているため、企業規模の影響を考慮するために研究開発費の総額ではなく研究開発費
を売上高で除した研究開発集約度を用いた。 
(注 2) 2007 年度報告書「イノベーション測定手法の開発に向けた調査研究」では、産業別の研究開発集約度と TFP 成長率に
有意な結果が得られている。しかし、2007 年度調査では、1986 年から 2005 年の全期間を一つにして推計しており、本調査研
究では 2000 年代の集計であることに留意する必要がある。また、産業別に見た場合に有意な結果を得ていない理由として、統
計データにおける業種区分の問題や、同業種内での企業特性の多様化等が考えられる。企業の生産性向上が外生的な技術
進歩などによる産業間（業種間）の技術進歩の差に影響するため、産業内（業種内）では個別企業の知識ストックに差が現れに
くくなることが可能性として挙げられ、同じ業種内での研究開発投資と TFP 成長率の関係性に関する企業の類似性が低下して
いる可能性が示唆される。 
第１部：アウトカム指標としての TFP データの分析 
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被説明変数：TFP成長率
OLS 年ダミーあり
対象 化学 化学 化学 化学 一般機械 一般機械 一般機械 一般機械
i j k l m n o p
年ダミー、JIP産業ダミー ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
コントロール変数（売上・TFPレベル） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
研究開発集約度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
lnTFPレベル（ラグ1期） -0.133 *** -0.136 *** -0.139 *** -0.136 *** -0.288 *** -0.308 *** -0.280 *** -0.282
(-5.802) (-5.803) (-5.910) (-5.890) (-9.800) (-9.624) (-8.956) (-9.183)
ln売上高（ラグ1期） 0.005 ** 0.006 ** 0.006 *** 0.007 *** 0.004 * 0.004 0.003 0.003
(2.235) (2.418) (2.612) (3.017) (1.693) (1.507) (0.949) (1.148)
研究開発集約度（ラグ1期） 0.002 0.104 *
(0.022) (1.859)
研究開発集約度（ラグ2期） -0.009 0.116 *
(-0.108) (1.899)
研究開発集約度（ラグ3期） -0.010 0.049
(-0.124) (0.713)
研究開発集約度（ラグ4期） 0.039 0.098
(0.464) (1.305)
(定数) -0.014 -0.022 -0.025 -0.033 -0.022 -0.021 -0.001 -0.010
(-0.653) (-1.027) (-1.183) (-1.604) (-0.876) (-0.784) (-0.044) (-0.361)
R-squared 0.047 0.051 0.052 0.053 0.180 0.172 0.156 0.160
サンプルサイズ 910 892 895 913 668 665 682 696  
注： *：p<0.1、**：p<0.05、***：p<0.01 
 
  78
 
被説明変数：TFP成長率
OLS 年ダミーあり
対象 電気機械 電気機械 電気機械 電気機械 卸売・小売業 卸売・小売業 卸売・小売業 卸売・小売業
q r s t u v w x
年ダミー、JIP産業ダミー ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
コントロール変数（売上・TFPレベル） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
研究開発集約度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
lnTFPレベル（ラグ1期） -0.278 *** -0.261 *** -0.313 *** -0.306 *** -0.186 *** -0.170 *** -0.178 *** -0.172 ***
(-9.704) (-9.225) (-10.841) (-10.605) (-5.116) (-4.679) (-4.930) (-4.798)
ln売上高（ラグ1期） 0.017 *** 0.019 *** 0.023 *** 0.021 *** 0.004 0.001 0.005 0.003
(4.455) (5.057) (5.926) (5.343) (0.940) (0.211) (1.030) (0.694)
研究開発集約度（ラグ1期） 0.063 0.129 *
(0.370) (1.743)
研究開発集約度（ラグ2期） -0.094 0.245 ***
(-0.583) (3.004)
研究開発集約度（ラグ3期） -0.072 0.198 **
(-0.580) (2.531)
研究開発集約度（ラグ4期） 0.052 0.080
(0.487) (0.973)
(定数) -0.115 *** -0.127 *** -0.157 *** -0.147 *** -0.019 0.001 -0.029 -0.009
(-3.033) (-3.423) (-4.099) (-3.800) (-0.444) (0.032) (-0.679) (-0.208)
R-squared 0.099 0.090 0.124 0.113 0.077 0.085 0.070 0.061
サンプルサイズ 842 841 851 869 368 361 363 381  
注： *：p<0.1、**：p<0.05、***：p<0.01 
 
被説明変数：TFP成長率
OLS 年ダミーあり
対象 医薬品 医薬品 医薬品 医薬品
y z aa bb
年ダミー ○ ○ ○ ○
コントロール変数（売上・TFPレベル） ○ ○ ○ ○
研究開発集約度 ○ ○ ○ ○
lnTFPレベル（ラグ1期） -0.169 *** -0.199 *** -0.212 *** -0.204 ***
(-4.103) (-4.631) (-4.841) (-4.724)
ln売上高（ラグ1期） 0.006 0.010 ** 0.010 ** 0.010 **
(1.114) (2.045) (1.990) (1.986)
研究開発集約度（ラグ1期） 0.081
(0.820)
研究開発集約度（ラグ2期） -0.051
(-0.474)
研究開発集約度（ラグ3期） 0.008
(0.071)
研究開発集約度（ラグ4期） 0.041
(0.338)
(定数) -0.010 -0.042 -0.039 -0.043
(-0.236) (-0.958) (-0.896) (-1.004)
R-squared 0.066 0.096 0.100 0.087
サンプルサイズ 225 210 210 219  
注： *：p<0.1、**：p<0.05、***：p<0.01 
第１部：アウトカム指標としての TFP データの分析 
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 (2)「性格別」研究開発集約度 
 
全製造業、全産業で特に「開発研究開発集約度」が TFP 成長率に有意に正の影響を与えてい
る。全製造業ではラグ 4 期（３期前）、全産業ではラグ 2 期（１期前）の「開発研究開発集約度」のパ
ラメーターが大きい。 
なお、ラグ３期の「基礎研究開発集約度」が TFP 成長率に有意に正の影響を与えているが(注)、
企業における基礎研究は値が極めて小さいこともあり、以後の考察では扱っていない。 
 
 
第４－６表  性格別研究費による TFP 成長率の推計結果 
被説明変数：TFP成長率
OLS 年ダミー、産業ダミーあり
対象 全製造業 全製造業 全製造業 全製造業 全産業 全産業 全産業 全産業
a b c d e f g h
年ダミー、産業ダミー ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
コントロール変数（売上・TFPレベル） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
性格別研究開発集約度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
lnTFPレベル（ラグ1期） -0.155 *** -0.151 *** -0.165 *** -0.169 *** -0.163 *** -0.158 *** -0.163 *** -0.164 ***
(-16.351) (-15.947) (-17.099) (-17.494) (-18.109) (-17.635) (-17.998) (-18.223)
ln売上高（ラグ1期） 0.004 *** 0.005 *** 0.005 *** 0.005 *** 0.004 *** 0.005 *** 0.005 *** 0.004 ***
(4.051) (4.639) (4.852) (4.580) (4.294) (4.642) (4.905) (4.392)
基礎研究開発集約度（ラグ1期） 0.186 0.152
(0.810) (0.738)
応用研究開発集約度（ラグ1期） 0.094 0.127
(0.783) (1.274)
開発研究開発集約度（ラグ1期） 0.065 0.039
(1.438) (1.377)
基礎研究開発集約度（ラグ2期） 0.362 0.460 **
(1.603) (2.288)
応用研究開発集約度（ラグ2期） -0.016 0.037
(-0.200) (0.488)
開発研究開発集約度（ラグ2期） 0.079 * 0.067 **
(1.749) (2.406)
基礎研究開発集約度（ラグ3期） 0.473 ** 0.351 *
(2.072) (1.715)
応用研究開発集約度（ラグ3期） -0.005 0.048
(-0.041) (0.469)
開発研究開発集約度（ラグ3期） 0.055 0.062 **
(1.212) (2.196)
基礎研究開発集約度（ラグ4期） 0.390 0.662 ***
(1.530) (2.696)
応用研究開発集約度（ラグ4期） 0.096 0.125
(0.759) (1.197)
開発研究開発集約度（ラグ4期） 0.139 *** 0.046
(3.082) (1.589)
(定数) -0.028 ** -0.036 *** -0.038 *** -0.035 *** -0.024 ** -0.036 *** -0.030 ** -0.023 *
(-2.455) (-3.118) (-3.235) (-2.998) (-2.017) (-2.995) (-2.460) (-1.900)
R-squared 0.067 0.066 0.074 0.073 0.071 0.070 0.071 0.070
サンプルサイズ 4,756 4,708 4,779 4,885 5,423 5,356 5,429 5,556  
注： *：p<0.1、**：p<0.05、***：p<0.01 
                                                  
(注) 基礎研究が有意に寄与している理由として、2000 年から 2006 年までの好景気の時期に、高い生産性を有している企業ほ
ど基礎研究に力を入れるだけの余力があった、という説明変数と被説明変数の逆転の可能性にも留意する必要がある 
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被説明変数：TFP成長率
OLS 年ダミーあり
対象 化学 化学 化学 化学 一般機械 一般機械 一般機械 一般機械
i j k l m n o p
年ダミー、JIP産業ダミー ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
コントロール変数（売上・TFPレベル） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
性格別研究開発集約度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
lnTFPレベル（ラグ1期） -0.132 *** -0.137 *** -0.140 *** -0.134 *** -0.292 *** -0.309 *** -0.282 *** -0.285 ***
(-5.706) (-5.749) (-5.903) (-5.758) (-9.867) (-9.607) (-8.958) (-9.245)
ln売上高（ラグ1期） 0.005 ** 0.006 ** 0.006 ** 0.007 *** 0.005 * 0.004 0.003 0.004
(2.226) (2.469) (2.565) (3.116) (1.832) (1.545) (1.029) (1.343)
基礎研究開発集約度（ラグ1期） -0.023 -2.517
(-0.091) (-1.537)
応用研究開発集約度（ラグ1期） 0.004 0.389
(0.027) (0.857)
開発研究開発集約度（ラグ1期） 0.008 0.117 **
(0.075) (2.040)
基礎研究開発集約度（ラグ2期） -0.036 0.006
(-0.140) (0.004)
応用研究開発集約度（ラグ2期） -0.116 -0.014
(-0.706) (-0.035)
開発研究開発集約度（ラグ2期） 0.056 0.121 *
(0.511) (1.934)
基礎研究開発集約度（ラグ3期） 0.075 -1.106
(0.307) (-0.834)
応用研究開発集約度（ラグ3期） -0.058 0.030
(-0.355) (0.077)
開発研究開発集約度（ラグ3期） -0.011 0.059
(-0.105) (0.833)
基礎研究開発集約度（ラグ4期） -0.117 -1.321
(0.443) (-0.935)
応用研究開発集約度（ラグ4期） -0.004 -0.137
(-0.024) (-0.329)
開発研究開発集約度（ラグ4期） 0.101 0.120
(0.904) (1.555)
(定数) -0.014 -0.024 -0.024 -0.037 * -0.025 -0.022 -0.003 -0.014
(-0.662) (-1.105) (-1.106) (-1.752) (-1.019) (-0.815) (-0.116) (-0.532)
R-squared 0.045 0.050 0.050 0.051 0.180 0.169 0.154 0.160
サンプルサイズ 910 892 895 913 668 665 682 696  
注： *：p<0.1、**：p<0.05、***：p<0.01 
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被説明変数：TFP成長率
OLS 年ダミーあり
対象 電気機械 電気機械 電気機械 電気機械 卸売・小売業 卸売・小売業 卸売・小売業 卸売・小売業
q r s t u v w x
年ダミー、JIP産業ダミー ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
コントロール変数（売上・TFPレベル） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
性格別研究開発集約度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
lnTFPレベル（ラグ1期） -0.279 *** -0.264 *** -0.319 *** -0.309 *** -0.191 *** -0.173 *** -0.181 *** -0.172 ***
(-9.703) (-9.302) (-10.965) (-10.627) (-5.238) (-4.761) (-5.010) (-4.860)
ln売上高（ラグ1期） 0.018 *** 0.020 *** 0.024 *** 0.022 *** 0.003 0.000 0.002 0.000
(4.544) (5.176) (6.117) (5.433) (0.642) (-0.099) (0.544) (0.005)
基礎研究開発集約度（ラグ1期） -0.221 2.263 **
(-0.146) (2.001)
応用研究開発集約度（ラグ1期） -0.360 -0.031
(-0.808) (-0.098)
開発研究開発集約度（ラグ1期） 0.126 0.120
(0.701) (1.462)
基礎研究開発集約度（ラグ2期） -1.368 2.001 **
(-0.821) (1.989)
応用研究開発集約度（ラグ2期） -0.464 0.010
(-1.089) (0.030)
開発研究開発集約度（ラグ2期） -0.010 0.245 ***
(-0.058) (2.814)
基礎研究開発集約度（ラグ3期） -0.908 2.358 *
(-0.496) (1.865)
応用研究開発集約度（ラグ3期） -0.690 -0.440
(-1.643) (-1.246)
開発研究開発集約度（ラグ3期） 0.020 0.236 ***
(0.150) (2.866)
基礎研究開発集約度（ラグ4期） 0.860 3.975 ***
(0.439) (3.883)
応用研究開発集約度（ラグ4期） -0.491 -0.288
(-1.126) (-0.956)
開発研究開発集約度（ラグ4期） 0.101 0.080
(0.879) (0.894)
(定数) -0.119 *** -0.132 *** -0.165 *** -0.151 *** -0.009 0.013 -0.010 0.014
(-3.119) (-3.548) (-4.283) (-3.880) (-0.207) (0.288) (-0.233) (0.322)
R-squared 0.098 0.090 0.125 0.113 0.081 0.088 0.078 0.091
サンプルサイズ 842 841 851 869 368 361 363 381  
注： *：p<0.1、**：p<0.05、***：p<0.01 
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被説明変数：TFP成長率
OLS 年ダミーあり
対象 医薬品 医薬品 医薬品 医薬品
y z aa bb
年ダミー ○ ○ ○ ○
コントロール変数（売上・TFPレベル） ○ ○ ○ ○
性格別研究開発集約度 ○ ○ ○ ○
lnTFPレベル（ラグ1期） -0.174 *** -0.204 *** -0.221 *** -0.214 ***
(-4.082) (-4.570) (-4.873) (-4.739)
ln売上高（ラグ1期） 0.006 0.010 * 0.010 * 0.010 *
(1.151) (1.963) (1.966) (1.952)
基礎研究開発集約度（ラグ1期） 0.101
(0.340)
応用研究開発集約度（ラグ1期） 0.202
(0.993)
開発研究開発集約度（ラグ1期） -0.010
(-0.070)
基礎研究開発集約度（ラグ2期） 0.088
(0.296)
応用研究開発集約度（ラグ2期） -0.097
(-0.457)
開発研究開発集約度（ラグ2期） -0.078
(-0.497)
基礎研究開発集約度（ラグ3期） 0.226
(0.818)
応用研究開発集約度（ラグ3期） -0.069
(-0.312)
開発研究開発集約度（ラグ3期） -0.038
(-0.244)
基礎研究開発集約度（ラグ4期） 0.228
(0.729)
応用研究開発集約度（ラグ4期） 0.120
(0.489)
開発研究開発集約度（ラグ4期） -0.078
(-0.442)
(定数) -0.010 -0.038 -0.036 -0.039
(-0.224) (-0.850) (-0.806) (-0.904)
R-squared 0.061 0.088 0.095 0.083
サンプルサイズ 225 210 210 219  
注： *：p<0.1、**：p<0.05、***：p<0.01 
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(3)その他の科学技術関係指標 
「社外へ支出した研究開発集約度」、「公的部門から投入された研究開発集約度」は、有意な回
帰結果がみられない。これは、社外に支出した研究開発集約度、公的部門から投入された研究開
発集約度の値が相当程度小さいことも理由の一つと考えられる。 
「研究者数の対従業員数比」は、d、h、i 式で TFP 成長率に有意に正の影響を与えている。これ
は、研究者数が多い企業では様々な研究が行われ、結果 TFP 成長率に結びつく成果が得やすい
ことが一因として考えられる(注 1)。 
「ドクター保有者数の対研究者数比」は有意な回帰結果が見られない。また、「転入研究者数の
対研究者数比」も有意な回帰結果が見られない(注 2)。 
 
 
第４－７表  各種科学技術関係指標による TFP 成長率の推計結果 
被説明変数：TFP成長率
OLS 年ダミー、産業ダミーあり
対象 全製造業 全製造業 全製造業 全製造業 全製造業 全産業 全産業 全産業 全産業 全産業
a b c d e f g h i j
年ダミー、産業ダミー ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
コントロール変数（売上・TFPレベル） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
性格別研究開発集約度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
社外支出研究開発集約度 ○ ○
公的部門から投入された研究開発集約度 ○ ○
研究開発者数の対従業員数比 ○ ○ ○ ○
ドクター保有者数の対研究者数比 ○ ○
転入研究者数の対研究者数比 ○ ○
lnTFPレベル（ラグ1期） -0.169 *** -0.169 *** -0.169 *** -0.167 *** -0.167 *** -0.164 *** -0.164 *** -0.166 *** -0.164 *** -0.165 ***
(-17.501) (-17.482) (-17.220) (-17.505) (-16.771) (-18.223) (-18.213) (-18.082) (-18.389) (-17.568)
ln売上高（ラグ1期） 0.005 *** 0.005 *** 0.005 *** 0.005 *** 0.005 *** 0.004 *** 0.004 *** 0.004 *** 0.004 *** 0.005 ***
(4.556) (4.578) (4.493) (4.401) (4.946) (4.360) (4.393) (4.095) (4.473) (4.753)
基礎研究開発集約度（ラグ4期） 0.377 0.389 0.379 0.421 0.644 *** 0.662 *** 0.640 *** 0.704 ***
(1.476) (1.528) (1.491) (1.643) (2.612) (2.696) (2.606) (2.838)
応用研究開発集約度（ラグ4期） 0.090 0.097 0.071 0.104 0.121 0.125 0.064 0.129
(0.709) (0.767) (0.547) (0.803) (1.155) (1.199) (0.590) (1.210)
開発研究開発集約度（ラグ4期） 0.134 *** 0.139 *** 0.122 ** 0.148 *** 0.038 0.045 0.004 0.055 *
(2.927) (3.081) (2.410) (3.175) (1.248) (1.470) (0.102) (1.828)
社外支出研究開発集約度（ラグ4期） 0.071 0.088
(0.539) (0.811)
公的部門から投入された研究開発集約度（ラグ4期） -0.070 0.011
(-0.138) (0.149)
研究開発者数の対従業員数比（ラグ4期） 0.014 0.042 ** 0.038 ** 0.041 ***
(0.655) (2.374) (2.042) (2.877)
ドクター保有者数の対研究者数比（ラグ3期） -0.020 -0.019
(-0.807) (-0.796)
転入研究者数の対研究者数比（ラグ3期） 0.018 0.020
(0.696) (0.811)
(定数) -0.035 *** -0.035 *** -0.036 *** -0.033 *** -0.039 *** -0.023 * -0.023 * -0.023 * -0.025 ** -0.031 **
(-2.976) (-2.994) (-3.008) (-2.868) (-3.273) (-1.909) (-1.905) (-1.876) (-2.199) (-2.472)
R-squared 0.073 0.073 0.073 0.073 0.074 0.070 0.069 0.070 0.071 0.071
サンプルサイズ 4,885 4,885 4,798 5,002 4,513 5,556 5,556 5,462 5,720 5,112  
注： *：p<0.1、**：p<0.05、***：p<0.01 
 
                                                  
(注 1) 「研究者数の対従業者数比」は、ラグ１期、ラグ２期、ラグ３期も推計したが、有意な結果を得ることが出来なかったため、
有意であったラグラグ４期のみを表に記載している。「ドクター保有者数の対研究者数比」は、ラグ１期、ラグ２期、ラグ３期、ラグ４
期と全ケースで有意ではなかったが、ラグ４期のみ記載している。 
(注 2) ただし、「ドクター保有者数」、「転入研究者数」については 2001 年以前のデータが取得できず、2 期以上のラグを取った
モデルではサンプル数が大きく減少するため、ここではラグ 2 期の推計結果を掲載している。 
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２．研究開発活動の TFP 成長率への寄与 
 
前節の推計結果を利用し、研究開発活動の TFP 成長率への寄与を推計した。なお、推計には、
推計モデルの説明力が高かった「性格別研究開発集約度」のラグ４期（３年前）の分析結果（d 式と
h 式）を用いた。 
 
なお、研究開発活動の寄与度の推計は以下のように行った。 
 
(1)  d 式及び h 式で推計されたパラメーターを用いて（研究開発活動のみが TFP を説明するモデ
ル）TFP 成長率の理論値を求め、サンプル企業の TFP 成長率理論値の平均値（売上高で重
み付けした加重平均値）を算出。 
(2)  d 式及び h 式で推計されたパラメーターを用い、基礎研究、応用研究、開発研究への投資額
が「０」の場合の TFP 成長率理論値を求め、サンプル企業の TFP 成長率理論値の平均値（売
上高で重み付けした加重平均値）を算出。 
(3)  (1)で求めた TFP 成長率理論値から(2)で求めた研究開発投資額が「０」の場合の TFP 成長率
理論値の差分を「研究開発活動による TFP 成長率」として算出。 
 
これにより以下のような研究開発活動による TFP 成長率への寄与が求められた。 
 
分析期間（2003 年～2006 年）における分析対象企業の産出量の成長率は、全製造業で 5.46%、
全産業で 5.32%となっており、そのうち TFP 成長率はそれぞれ 2.40%、2.24%と非常に大きな割合を
占めている。 
このうち研究開発活動による効果は、全製造業では TFP 成長率 2.40%のうち 0.67%分となり、全
産業では TFP 成長率 2.24％のうち 0.44％分となることが推計された。 
また、TFP の実績値と研究開発活動による TFP 成長率の比率を研究開発活動による TFP 成長
率の説明力（いわゆる「寄与度」）と捉えると、全製造業では 28%、全産業では 20％の TFP の変化を
説明していることが推計された。先行研究では、外部効果と内部効果を分けた場合に、内部効果
がＴＦP 全体の 67％という推計結果もあり(注 1)、妥当なレンジに入っていると考えられる。 
なお、本調査のデータセットは製造業、非製造業ともに研究開発を１年でも実施した企業が対象
となっており、資本金も 1 億円以上の企業(注 2)が対象となっている。このため、規模の大きな企業が
対象であるため、企業規模に依存しやすい TFP 成長率、及び産出量成長率が高めの水準となっ
ていることに留意すべきである。 
                                                  
(注 1) 権赫旭、金榮愨、深尾京司(2008)「日本の TFP 上昇率はなぜ回復したのか：『企業活動基本調査』に基づく実証分析」
では、内部効果が 67％、外部効果（参入退出効果）を 32％、その他を１％と推計している。内部効果は、研究開発、ＩＴ投資等
が要因と考えられている。 
(注 2) 個別企業を年次で接続するパネル化を行うため、データの欠損を少なくするためにサンプル調査ではなく全数調査を原
則とした。そのため、製造業では全数調査を実施する資本金１億円以上の企業を対象とした。 
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第４－８図表  研究開発活動の TFP 成長率への寄与：推計結果 
 全製造業（ラグ４期） 全産業（ラグ４期） 
(1)TFP 成長率理論値 0.80% 0.67%  
(2)研究開発投資額が「０」の際の TFP
成長率理論値 
0.13% 0.23%  
(3)研究開発活動による 
TFP 成長率（(1)－(2)） 
0.67% 0.44% 
（TFP の実績値）(注 1) 2.40% 2.24% 
（産出量の成長率）(注 2) 5.46% 5.32% 
   
 
0.67% 0.44%
0.00%
1.00%
2.00%
3.00%
4.00%
5.00%
6.00%
製造業 全産業
労働と資本によ
る産出量成長率
への寄与
その他の要因に
よるTFP成長率
への寄与
研究開発活動に
よるTFP成長率
への寄与 
2003～2006年の売上高
成長率：5.46％（年平均）
2003～2006年のTFP成
長率：2.40％（年平均） 100%
28%
 
 
  
 
                                                  
(注 1) 各企業の TFP 成長率の平均値（売上高で重み付けした加重平均値）。  
(注 2) 各企業の売上高成長率（「ln（t+1 期の売上高）－ln（t 期の売上高）」により算出）の平均値（売上高で重み
付けした加重平均値）。 
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３．「公的部門から投入された研究開発費」、「ドクター保有者数」が研究開発活動に与える効果に
ついての分析 
 
前節までの分析からは、「研究開発集約度」、「研究者数の対従業員数比」など研究開発活動
の水準を示す科学技術関係指標と TFP 成長率の間に有意な関係が見られた。一方で、「公的部
門から投入された研究開発費」、「ドクター保有者数の対研究者数比」など、企業の研究開発活動
の特徴を示す要因が生産性上昇に与える直接的な影響については、有意な結果が得られなかっ
た。ただし、これらの要因は企業の生産性上昇に直接的に寄与しているというよりは、企業の研究
開発活動をより効果的なものとするなどの複合的な間接の効果を発揮することによって、企業の生
産性上昇に寄与している可能性がある。 
そこで、以下では「公的部門から投入された研究開発集約度」および「ドクター保有者数の対研
究者数比」を説明変数として直接モデルに含めるだけではなく、複合的な効果を示す交差項を追
加した分析により、「性格別（基礎研究、応用研究、開発）研究開発集約度」との交差項(注)を取っ
てモデルに導入し、推計を行った。以上のモデルを推計することにより、「公的部門から投入された
研究開発集約度」や「ドクター保有者数の対研究者数比」が企業の基礎研究、応用研究、開発研
究をどの程度複合的な効果を発揮しているかを分析している。 
 
分析にあたり、以下の回帰式を設定した。 
 
 
  効率的にする要因企業の研究開発活動を企業の研究開発活動
企業の研究開発活動の上昇



)(TFP
 
 
n
nnn
m
mm ZRRTFPG   
 
η：推計式の定数項（説明変数では説明できない要因） 
δ、θ：推計式の回帰係数（説明変数が TFP 成長率に与える影響の大きさ） 
※前章での「性格別」研究費の分析結果より、全製造業においてはラグ 4 期のものが TFP 成長
率に有意な回帰結果が見られることから、ラグ 4 期のものを対象として分析を行った。 
 
なお、回帰式には、年ダミー、産業ダミー、売上高、TFP レベルを含めて推計を行っている。 
 
 
 
                                                  
(注) 交差項とは複数の説明変数を乗じて作成した変数であり、その回帰係数は複数の説明変数が被説明変数に及ぼ
す複合的な効果を示す。例えば、TFP 成長率を被説明変数としたモデルの推計を行い、「ドクター保有者数の対研究
者数比」と「開発研究開発集約度」の交差項の回帰係数が有意に正となった時、開発研究の TFP 成長率への影響は
ドクター保有者の割合が高まるほど強くなるということを意味している。  
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具体的な分析項目は次の通りである。 
第４－９表  分析項目 
変数 代理変数 
企業の研究開発活動 性格別研究集約度（基礎研究、応用研究、開発研究支出額） 
性質別研究費のうち「公的部門から投入された研究開発集約度」 企業の研究開発活動を効
率的にする要因 ドクター保有者数の対研究者数比 
 
分析の結果、「ドクター保有者数の対研究者数比」と「性格別（基礎研究、応用研究、開発研
究）研究開発集約度」の交差項は、TFP 成長率への有意な影響が見られなかった。交差項を用い
ても有意な結果を得ることは出来なかったため、以下では「公的部門から投入された研究開
発集約度」と「性格別研究（基礎研究、応用研究、開発研究支出額）集約度」の交差項を用いたモ
デルの推計結果について記載している。 
 
複合的な効果を示す交差項を追加した分析の結果、全製造業において、「応用研究開発集約
度」＊「公的部門から投入された研究開発集約度」の項が有意に正の影響を与えていた（b 式）。他
の「基礎研究開発集約度」や「開発研究開発集約度」との交差項をとった場合は有意でない。これ
は、「公的機関から投入された研究開発集約度」の TFP 成長率への影響は、「応用研究開発集約
度」が高まるほど強くなるということを意味している。すなわち、「公的機関から投入された研究開発」
が「応用研究開発」と複合的に間接の効果を発揮している可能性が示唆された。 
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第４－１０表  公的部門から投入された研究開発費と性格別研究費の交差項による TFP 成長率の推計結果 
被説明変数：TFP成長率
OLS 年ダミー、産業ダミーあり
対象 全製造業 全製造業 全産業 全産業
a b c d
年ダミー、産業ダミー ○ ○ ○ ○
コントロール変数（売上・TFPレベル） ○ ○ ○ ○
性格別研究開発集約度 ○ ○ ○ ○
公的部門から投入された研究開発費集約度 ○ ○ ○ ○
「性格別研究開発集約度」と「公的部門から投入された研究費」の交差項 ○ ○
lnTFPレベル（ラグ1期） -0.169 *** -0.168 *** -0.164 *** -0.164 ***
(-17.482) (-17.434) (-18.213) (-18.139)
ln売上高（ラグ1期） 0.005 *** 0.005 *** 0.004 *** 0.004 ***
(4.578) (4.645) (4.393) (4.436)
基礎研究研究開発集約度（ラグ4期） 0.389 0.364 0.662 *** 0.619 **
(1.528) (1.414) (2.696) (2.473)
応用研究研究開発集約度（ラグ4期） 0.097 0.054 0.125 0.092
(0.767) (0.426) (1.199) (0.873)
開発研究研究開発集約度（ラグ4期） 0.139 *** 0.145 *** 0.045 0.045
(3.081) (3.154) (1.470) (1.464)
公的部門から投入された研究開発費集約度（ラグ4期） -0.070 -1.577 0.011 -0.054
(-0.138) (-1.488) (0.149) (-0.280)
基礎研究研究開発集約度（ラグ4期） 152.813 167.965
*公的部門から投入された研究開発費集約度（ラグ4期） (0.882) (1.105)
応用研究研究開発集約度（ラグ4期） 52.338 ** 14.602
*公的部門から投入された研究開発費集約度（ラグ4期） (2.219) (1.546)
開発研究研究開発集約度（ラグ4期） -3.562 0.079
*公的部門から投入された研究開発費集約度（ラグ4期） (-0.287) (0.285)
定数 -0.035 *** -0.035 *** -0.023 * -0.024 *
(-2.994) (-3.023) (-1.905) (-1.953)
R-squared 0.073 0.074 0.069 0.070
サンプルサイズ 4,885 4,885 5,556 5,556  
注： *：p<0.1、**：p<0.05、***：p<0.01 
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第４節 特許を導入した分析 
 
第３節の結果からもわかるように、研究開発活動が TFP 成長率に与える影響を直接分析すること
は難しい面もある。そこで、本節では研究開発活動の中間的な成果であると考えられる「特許」を分
析に加えることで、研究開発活動が TFP 成長率に与える影響を、『研究開発活動水準と特許保有
の関係』と『特許保有と TFP 成長率の関係』の 2 つの段階に分けて分析を行うことを試みた。 
 
 
１．科学技術関係指標と特許保有の関係 
 
本節ではまずは『研究開発活動水準と特許の関係』について分析した。 
下表の通り、大部分の科学技術関係指標と「特許保有数/売上高」、「特許保有増加数/売上
高」の間には有意な正の相関が見られ、研究開発活動への投資や研究者数の多い場合、特許保
有数や特許保有数の増加と関連していることが示唆される。 
第４－１１表  科学技術関係指標と特許保有の関係 
 
研究開発
集約度
基礎研究
集約度
応用研究
集約度
開発研究
集約度
社外支出
研究集約
度
民間部門
から投入さ
れた研究
開発費集
公的部門
から投入さ
れた研究
開発費集
研究者一
人当たり
R&D費
研究者数
の対従業
員数比
ドクター保
有者数の
対研究者
数比
転入研究
者数の対
研究者数
比
0.058 0.057 0.035 0.061 -0.302 0.048 0.033
*** ― ― *** ** *** ― *** *** ― **
0.277 0.026 0.110 0.271 0.144 0.281 0.280 0.171 0.040
*** * *** *** *** *** ― *** *** ― ***
特許保有
数/売上高
特許保有
増加数/売
上高
 
注１：数字は相関係数 
注２： *：p<0.1、**：p<0.05、***：p<0.01 
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２．特許保有と TFP 成長率の関係の分析 
 
続いて『特許保有と TFP 成長率の関係』について分析した。 
 
分析にあたり、特許保有増加数/売上高を説明変数に加え、以下の回帰式を設定した。なお、
企業の特許保有数が TFP 成長率に与えている影響をコントロールするために、「特許保有数/売上
高」の項も加えている。 
    売上高特許保有増加数売上高特許保有数の上昇 //)(  TFP  
 
n
nn
m
mm ZRTFPG   
 
η：推計式の定数項（説明変数では説明できない要因） 
δ、θ：推計式の回帰係数（説明変数が TFP 成長率に与える影響の大きさ） 
※説明変数はタイムラグを考慮して推計している。ただし、「ラグ 4 期の特許保有増加数/売上
高」は TFP 成長率に有意な影響を与えていなかったため、推計結果は記載していない。 
 
なお、回帰式には、年ダミー、産業ダミー、売上高、TFP レベルを含めて推計を行っている。 
具体的な分析項目は次の通りである。 
第４－１２表  分析項目 
変数 代理変数 
特許 特許保有数/売上高、特許保有増加数（特許保有数の前年度
からの増分）/売上高 
 
分析の結果、全製造業においては特許保有増加数/売上高は TFP 成長率に有意な影響を与
えていなかった。また、全産業においてはラグ 2 期の特許保有増加数/売上高が TFP 成長率に有
意に正の影響を与えていた。 
研究開発活動の成果が特許出願されるまでには一定の時間が必要である。さらに出願後、最長
で３年後に企業等から特許庁に審査請求がなされ、審査請求を受けて特許庁で審査が行われ
た後に特許登録が行われる等、研究開発から特許保有までには長い時間を要する。このよ
うに、研究開発活動と特許保有とのタイムラグが長いため、ラグ２期（１期前）という結
果の解釈には注意が必要である。もちろん、１件の特許を同様に評価するデータ面での制
約も大きい (注 1)。 
また、特許出願や特許登録に際は、企業の意思決定のあり方や業種特性に左右されるもので
あるため、企業の研究開発活動の中間成果としてモデルに組み込むことには難しい側面もある(注 2)。
                                                  
(注 1) 特許の質を加味したモデル分析を行うために、他の特許への引用度により特許の重要性を推計する手法、特許への科学
論文の引用数をもとにサイエンスの重要性を推計する手法等の研究が挙げられる。 
(注 2) Simard＆West（2005）は、産業によって、特許を積極的に取得しない場合、生産性の向上ではなく防衛目的で取得する場
合等があり、研究開発の成果を示す代理指標としては不完全な指標であることを指摘している。また、特許は知識生産の指標
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このような様々な要因が関与し、特に製造業の企業のみを対象とした分析において有意な結果が
出ないことに影響している可能性が示唆される。 
 
第４－１３表  特許保有増加数による TFP 成長率の推計結果 
被説明変数：TFP成長率
OLS 年ダミー、産業ダミーあり
対象 全製造業 全製造業 全製造業 全産業 全産業 全産業
a b c d e f
年ダミー、産業ダミー ○ ○ ○ ○ ○ ○
コントロール変数（売上・TFPレベル） ○ ○ ○ ○ ○ ○
特許保有数/売上高 ○ ○ ○ ○ ○ ○
特許保有増加数/売上高 ○ ○ ○ ○ ○ ○
lnTFPレベル（ラグ1期） -0.161 *** -0.158 *** -0.153 *** -0.157 *** -0.157 *** -0.154 ***
(-15.401) (-14.948) (-14.068) (-15.843) (-15.609) (-14.806)
ln売上高（ラグ1期） 0.005 *** 0.006 *** 0.006 *** 0.005 *** 0.005 *** 0.006 ***
(4.583) (4.865) (5.121) (4.683) (4.822) (5.153)
特許保有数/売上高（ラグ1期） 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
(-0.802) (-0.918) (-1.077) (1.180) (-0.225) (1.309)
特許保有増加数/売上高（ラグ1期） 0.000 -0.001 *
(0.507) (-1.907)
特許保有増加数/売上高（ラグ2期） 0.000 0.001 ***
(-0.259) (4.227)
特許保有増加数/売上高（ラグ3期） 0.000 0.000
(-0.587) (0.914)
(定数) -0.036 *** -0.041 *** -0.047 *** -0.025 * -0.041 *** -0.042 ***
(-2.742) (-3.063) (-3.387) (-1.720) (-2.708) (-2.648)
R-squared 0.073 0.071 0.068 0.071 0.075 0.068
サンプルサイズ 3,796 3,737 3,538 4,229 4,155 3,922  
注： *：p<0.1、**：p<0.05、***：p<0.01 
 
 
                                                                                                                                                           
となっても、収益化の指標としては分けて検討すべきものであることも指摘している。  
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第５節 外部からの知識流入に関する分析 
 
第４節では、外部からの知識流入が生産性に与える影響について「転入研究者数」を用いて分
析を行ったが、転入してきた研究者の出身等詳細な情報がない等のデータ面での制約もあり、有
意な推計結果が得られなかった。そこで本節では、Haskel,et al.(2007)(注)の分析手法を参考に、外
部からの知識流入を導入した分析を行った。 
 
Haskel,et al.(2007)では、英国イノベーションサーベイのデータを用い、「内部での研究開発活
動」と「外部から流入した知識」が企業の知識生産、売上高（TFP）成長率に与えた影響について
分析している。特に外部からの知識については、どういった主体からの知識流入の影響が大きかっ
たかを検証している。分析の結果、知識生産にあたっては、大学からの知識流入が大きく寄与して
おり、売上高および TFP の成長にあたっては、グループ内企業、サプライヤー、コンペティターから
の知識流入が大きく寄与しているとの示唆が得られた。また、スピルオーバー効果は、主にコンペテ
ィターからの知識によって構成されることも指摘されている。 
 
本節では、外部からの知識流入を示す指標として、「全国イノベーション調査」中の『新しいイノベ
ーションプロジェクトを提案するために必要とされる主要な情報源』について、各企業がその重要度
を「高、中、低、未利用」の 4 段階で評価した結果を利用し、分析を行った。 
なお、「全国イノベーション調査」は 1999 年から 2001 年にかけての各企業のイノベーションの状
況について調査するために、2003 年度に実施された調査である。 
 
 
                                                  
(注) Crespi,Criscuolo,Haskel&Slaughter(2007)“Productivity Growth, Knowledge Flows and Spillovers」”  
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１．外部からの知識流入に関するデータの概要 
 
（１）分析対象 
 
本節では、「全国イノベーション調査」に回答した企業のうち、「企業活動基本調査」にも回答し
ており、これらの調査データとの突合が可能な下記 703 社を分析対象とした。 
 
第４－１４表  分析対象企業の業種別内訳 
サンプル数
全製造業 599
食料品 46
繊維 18
パルプ・紙 23
化学 68
石油・石炭製品 6
窯業・土石製品 20
一次金属 26
金属製品 45
一般機械 65
電気機械 126
輸送用機械 66
精密機械 21
その他の製造業 69
全非製造業 104
建設業 3
電気・ガス・水道業 0
卸売・小売業 91
金融・保険業 0
不動産業 0
運輸・通信業 0
サービス業 10
鉱業 0
全産業 703  
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（２）情報源に関する調査結果の概要 
 
「全国イノベーション調査」中の問９．「新しいイノベーション・プロジェクトを提案するために必要と
される主要な情報源についてお伺いします。以下に掲げる情報源は利用されましたか。さらに、利
用された場合には、その重要度を示してください。（一部抜粋）」という問いに対して、本分析の対象
企業 703 社は下表のように回答した。 
これによると、重要度が高いと答えた企業が 30%を超えたのは、「自社内の研究開発部門」、「自
社内の販売部門」、「クライアント・顧客」であった。一方で、「コンサルタント」、「営利研究所・研究
開発会社」、「政府・民間非営利研究機関」については、情報源として非利用と回答した企業が
60％を超えている。 
第４－１５表  情報源に関する調査結果の概要 
重要度：高 重要度：中 重要度：低 非利用
自社内の研究・開発部門 407 150 58 88
（新たなイノベーション） 57.9% 21.3% 8.3% 12.5%
自社内の生産・製造・保守部門 189 215 163 136
（新たなイノベーション） 26.9% 30.6% 23.2% 19.3%
自社内の販売部門 260 197 121 125
（新たなイノベーション） 37.0% 28.0% 17.2% 17.8%
自社内の上記以外の部門 42 136 232 293
（新たなイノベーション） 6.0% 19.3% 33.0% 41.7%
自社グループ内他社 89 118 135 361
（新たなイノベーション） 12.7% 16.8% 19.2% 51.4%
サプライヤー 168 202 150 183
（新たなイノベーション） 23.9% 28.7% 21.3% 26.0%
クライアント･顧客 287 174 86 156
（新たなイノベーション） 40.8% 24.8% 12.2% 22.2%
競争相手・同業他社 87 164 144 308
（新たなイノベーション） 12.4% 23.3% 20.5% 43.8%
コンサルタント 36 87 121 459
（新たなイノベーション） 5.1% 12.4% 17.2% 65.3%
営利研究所・研究開発会社 32 79 103 489
（新たなイノベーション） 4.6% 11.2% 14.7% 69.6%
大学・高等教育機関 93 119 112 379
（新たなイノベーション） 13.2% 16.9% 15.9% 53.9%
政府・民間非営利研究機関 56 93 88 466
（新たなイノベーション） 8.0% 13.2% 12.5% 66.3%
専門的な会議・会合 86 175 179 263
（新たなイノベーション） 12.2% 24.9% 25.5% 37.4%
専門的な雑誌・学術誌 95 215 183 210
（新たなイノベーション） 13.5% 30.6% 26.0% 29.9%
見本市・展示会 109 219 208 167
（新たなイノベーション） 15.5% 31.2% 29.6% 23.8%  
出典：科学技術政策研究所「全国イノベーション調査」より作成 
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２．外部からの知識流入に関する分析データの作成 
 
上記の「イノベーション調査」の調査結果に基づき、各情報源の重要度を示す変数を作成するた
め、Haskel,et al.(2007)に準拠し、以下の手順でダミー変数を作成した。 
 
（各情報源の重要度を示すダミー変数の作成手順） 
１． 各情報源の重要度をスコア化する。（高：1 点、中：2 点、低：3 点、未利用 4 点） 
２． ここで、 jiL を企業 i の情報源（j）からの知識流入に関する評価とすると、企業 i の各情報
源からの知識流入に関する評価の平均値は 


J
j
j
ii LL
1
で与えられる。 
３． 企業 i の情報源（j）からの知識流入の重要性の有無ダミーを以下のように作成する。 
   
  otherwiseifLI
LLifLI
i
j
i
j
ii
j
0
01


 
 
すなわち、「各情報源の重要度を示すダミー変数」が「1」の場合には、企業にとって当該情報源
の重要度が相対的に高いということを意味し、「0」の場合には当該情報源の重要度が相対的に低
いということを意味している。 
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３．外部からの知識流入と科学技術関係指標の関係 
 
各企業の研究開発活動と重視されている情報源の関係を分析するために、「各情報源の重要
度を示すダミー変数」と各科学技術指標（1999 年から 2001 年の平均値）の相関分析を行った。そ
の結果、「大学・高等教育機関ダミー」、「政府・民間非営利研究機関ダミー」は各科学技術指標と
の相関が高く、研究開発活動水準が高い企業は、公共機関を情報源として重視している傾向にあ
ることが示唆された。 
第４－１６表  情報源の重要度と科学技術指標の相関 
研究開発集約
度(1999-2001)
研究者数の対
従業員数比
(1999-2001)
特許保有増加
数/売上高
(1999-2001)
自社内の研究・開発部門ダミー 0.134 0.125
（新たなイノベーション） *** *** ―
自社内の生産・製造・保守部門ダミー -0.110 -0.084
（新たなイノベーション） *** ** ―
自社内の販売部門ダミー
（新たなイノベーション） ― ― ―
自社内の上記以外の部門ダミー
（新たなイノベーション） ― ― ―
自社グループ内他社ダミー 0.071
（新たなイノベーション） ― ** ―
サプライヤーダミー
（新たなイノベーション） ― ― ―
クライアント･顧客ダミー 0.075
（新たなイノベーション） ― ** ―
競争相手・同業他社ダミー 0.067 0.062
（新たなイノベーション） * * ―
コンサルタントダミー 0.069
（新たなイノベーション） ** ― ―
営利研究所・研究開発会社ダミー 0.062
（新たなイノベーション） ― ― *
大学・高等教育機関ダミー 0.265 0.185 0.106
（新たなイノベーション） *** *** ***
政府・民間非営利研究機関ダミー 0.165 0.104
（新たなイノベーション） *** *** ―
専門的な会議・会合ダミー 0.097 0.058
（新たなイノベーション） *** ― *
専門的な雑誌・学術誌ダミー 0.084 0.071
（新たなイノベーション） ** ― **
見本市・展示会ダミー 0.105
（新たなイノベーション） ― ― ***  
注１：数字は相関係数 
注２： *：p<0.1、**：p<0.05、***：p<0.01 
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４．外部からの知識流入と TFP 成長率の関係 
 
続いて、「各情報源の重要度を示すダミー変数」を用い、外部からの知識流入が企業の TFP 成
長率に与える影響について分析を行った。なお、企業の研究開発活動の水準が TFP 成長率に与
えている影響をコントロールするために、推計の際には適宜「TFP レベル」、「売上高」、「研究開発
集約度」、「研究者数の対従業員数比」、「特許保有数/売上高」の項を適宜加えている。 
 
分析にあたり、以下の回帰式を設定した。 
 
   要因外部からの知識流入の企業の研究開発活動の上昇  )(TFP
 
n
nn
m
mm ZRTFPG   
 
η：推計式の定数項（説明変数では説明できない要因） 
δ、θ：推計式の回帰係数（説明変数が TFP 成長率に与える影響の大きさ） 
 
なお、回帰式には、産業ダミーを含めて推計を行っている。 
 
具体的な分析項目は次の通りである。 
第４－１７表  分析項目 
変数 代理変数 
研究開発集約度 企業の研究開発活動 
特許保有数/売上高 
外部からの知識流入の要因 新しいイノベーション・プロジェクトを提案するために必要とされ
る主要な情報源 
 
ここでは、全産業の企業を対象に、2003 年度から 2005 年度にかけての TFP 成長率(注)を被説明
変数とし、「各情報源の重要度を示すダミー変数」を説明変数としたモデルの推計を行った。なお、
「全国イノベーション調査」は 1999 年から 2001 年にかけての各企業のイノベーションの状況につい
て調査するために、2003 年度に一度だけ実施された調査であるため、2003 年度から 2005 年度に
かけての TFP 成長率を被説明変数とし、単年度のデータを用いて分析を行っている。 
また、「各情報源の重要度を示すダミー変数」は、「全国イノベーション調査」の中で情報源として
あげられていたものの中から、Haskel,et al.(2007)を参考に、自社グループの内部（「自社内の研
究・開発部門」、「自社内の生産・製造・保守部門」、「自社グループ内他社」）、市場（「サプライヤ
ー」、「クライアント・顧客」、「競争相手・同業他社」）、機関（「大学・高等教育機関」、「政府・民間
非営利研究機関」）、その他（「専門的な会議・会合」、「専門的な雑誌・学術誌」）に関して各 2～3
変数を選択し、モデルの推計を行った。 
                                                  
(注) 2003 年度から 2005 年度にかけての TFP 成長率は、「lnTFP(2005)－lnTFP(2003)」で算出した。  
  98
 
分析の結果、「TFP レベル」、「売上高」、「研究開発集約度」、「特許保有数/売上高」でコントロ
ールしたとき、「競争相手・同業他社ダミー」、「大学・高等教育機関ダミー」が TFP 成長率に有意に
正の影響を与えていた。（b(注)式） 
 
このことから競争相手・同業他社や大学・高等教育機関からの知識流入を重視している企業ほ
ど、TFP の成長に結びついている状況が示唆される。 
 
                                                  
(注) 「スコアの平均値」とは前述の 


J
j
j
ii LL
1
の値である。 
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第４－１８表  イノベーションに重要と考える情報源と TFP 成長率の推計結果 
被説明変数：TFP成長率（2003-2005）
OLS 産業ダミーあり
対象 全産業 全産業
a b
産業ダミー ○ ○
コントロール変数（売上・TFPレベル） ○ ○
各情報源の重要度を示すダミー ○ ○
研究開発集約度 ○ ○
特許保有数/売上高 ○
スコアの平均値 ○
lnTFPレベル(2003) -0.112 *** -0.106 ***
(-3.640) (-3.438)
ln売上高(1999-2001) -0.001 0.000
(-0.328) (0.006)
自社内の研究・開発部門ダミー 0.003 0.005
（新たなイノベーション） (0.183) (0.366)
自社内の生産・製造・保守部門ダミー 0.001 0.004
（新たなイノベーション） (0.113) (0.363)
自社グループ内他社ダミー 0.002 0.004
（新たなイノベーション） (0.231) (0.428)
サプライヤーダミー -0.006 -0.005
（新たなイノベーション） (-0.661) (-0.503)
クライアント･顧客ダミー 0.001 0.004
（新たなイノベーション） (0.070) (0.331)
競争相手・同業他社ダミー 0.025 ** 0.028 ***
（新たなイノベーション） (2.466) (2.737)
大学・高等教育機関ダミー 0.020 * 0.024 **
（新たなイノベーション） (1.679) (2.015)
政府・民間非営利研究機関ダミー -0.012 -0.009
（新たなイノベーション） (-0.926) (-0.685)
専門的な会議・会合ダミー 0.002 0.006
（新たなイノベーション） (0.178) (0.532)
専門的な雑誌・学術誌ダミー -0.002 0.002
（新たなイノベーション） (-0.167) (0.150)
研究開発集約度(1999-2001) -0.250 -0.237
(-1.300) (-1.216)
特許保有数/売上高（2003-2005） 0.118
(0.724)
スコアの平均値 0.018 *
(1.667)
(定数) 0.085 *** 0.009
(2.686) (0.160)
R-squared 0.048 0.048
サンプルサイズ 702 688  
注： *：p<0.1、**：p<0.05、***：p<0.01 
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第６節 小括 
 
本章では企業の研究開発活動が TFP 成長率にどのような影響を与えるかについて、いくつかの
方法で分析を行った。主な分析の結果は以下の通りである。 
第１に、「研究開発集約度（研究開発費の対売上高比率）」や「研究者数の対従業員数比」など、
企業の研究開発活動を規定する主要な要因は、TFP 成長率に有意に正の影響を与えていた。研
究開発集約度はラグ４期（３期前）のタイムラグを取った場合の回帰係数が大きくなっており、研究
開発活動が TFP 成長率に影響を与えるまでにある程度の期間が必要であることが示唆された。 
第２に、研究開発集約度を研究費の性格別に分けて推計すると、ラグ４期（３年前）の開発研究
が有意に正に寄与していた。また、研究開発活動が TFP 成長率に与えた影響を推計すると、2001
年から 2006 年までの成長率に際して、全製造業の TFP 成長率 2.40%のうち 0.67%分を、全産業の
TFP 成長率 2.24％のうち 0.44％分を占めていることが推計された。このことより、TFP 成長率に対す
る研究開発活動の説明力（いわゆる「寄与度」）は、全製造業では 28％、全産業では 20％であっ
た。 
第３に、企業の研究開発活動に影響を与えている要因の一つである「公的機関から投入された
研究開発集約度」は、TFP 成長率と直接的に有意に正の影響を与えていなかった。しかし、製造
業において「応用研究開発集約度」との交差項をとった場合に、有意に正の影響を与えており、他
の「基礎研究開発集約度」と「開発研究開発集約度」との交差項をとった場合は有意な結果となっ
ていない。このことは、「公的機関から投入された研究開発費」の TFP 成長率への影響は、「応用
研究開発集約度」が高まるほど強くなるということを意味しており、「公的機関から投入された研究
開発費」が「応用研究」と複合的に間接的な効果を発揮している可能性が示唆された。 
第４に、製造業においては企業の特許保有増加数の売上高比率は TFP 成長率に有意な影響
を与えていなかった。特許を研究開発活動の中間成果として分析に用いることが難しいということが
改めて示唆された。 
第５に、外部からの知識流入を「イノベーションに際して重視した情報源」をスコア化して TFP 成
長率との関係を見ると、「競争相手・同業他社」と「大学・高等教育機関」からの情報を重要視して
いる企業ほど、TFP 成長率は高い。 
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参考：TFP 測定のためのデータ加工方法について 
 
1． 産出 
名目産出額として売上高を使った。ただし、商業の場合は、売上高から仕入れ額を引いた額を
名目産出額とした。名目産出額を実質化するために適用したデフレーター（2000 年基準）は
JIP2009 のデフレーターを「企業活動基本調査」の 3 桁産業分類に合わせて、再集計して求めたも
のである。0 以下の産出額はサンプルから除いた。 
 
2． 中間投入 
中間投入額は以下の通りである。 
 
売上原価＋販売費・一般管理費－(賃金総額＋減価償却費) 
 
ただし、商業に関しては、賃金総額、減価償却費と仕入額を売上原価と販管費の合計か羅引い
たものを中間投入額とした。 
実質化のための中間投入デフレーターは JIP2009 の中間投入デフレーターを「企業活動基本調
査」の 3 桁産業分類に合わせて作成した。 
 
3． 資本 
各企業の実質純資本ストック (Kf,t)は、土地を除いた各企業の簿価表示の有形固定資産額 
(KNBf,t)に、その企業が属している産業の資本ストックの毎年の時価・簿価比率 (Kit/KNBit)を掛け
ることによって求めた。 
 
i
t
i
t
tftf KNB
KKNBK  ,,  
 
ただし、「企業活動基本調査」で報告されている有形固定資産額には土地を含まれている。土
地に関する報告は 1995 年と 1996 年しかされてない。ここでは、有形固定資産額に対する土地の
割合の産業平均を 1995 年と 1996 年のデータで計算し、各年の簿価の有形固定資産額からこの
割合の分を引くことによって土地を除いた簿価表示の有形固定資産額 (KNBf,t)を求めた。 
産業 i の実質純資本ストック (Kit)は 1975 年『法人企業統計調査』の「その他の有形固定資産額
期末値」を JIP2009 の投資デフレーター(注)によって 2000 年価格に変換し、実質純資本ストックの初
期値にしたうえで、恒久棚卸法 (perpetual inventory method)により 1975 年以降の各年の純資本
ストックを推定した。恒久棚卸法の計算式は次のとおりである。 
 
i
t
i
t
i
t
i
t IKK  )1(   
                                                  
(注) 『法人企業統計調査』の産業分類に基づいて投資デフレーターを再集計し、作成した。  
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Iit は、産業 i の t 期の名目投資（＝当期末その他の有形固定資産－前期末その他の有形固定
資産＋減価償却費）を投資デフレーターによって実質化したものであり、δit は、JIP2009 から求め
た、産業 i の t 期の資本減耗率(注 1)である。 
KNBit は、産業 i の t 期の簿価の「当期末その他の有形固定資産」である。 
 
4． 労働 
労働投入は、各企業の常用従業者数に産業の平均労働時間を掛けて算出した。平均労働時
間は JIP2009 から取った。 
 
5． 資本コスト 
資本のユーザーコスト (ckf,t)は以下のように計算されている。 
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ここで、zf,t は、1 単位の投資に対する固定資本減耗の節税分、ut は法人実効税率、λf,t は企
業の自己資本比率、rt は長期市場金利(利付き国債利回り(10 年のもの))、it は長期貸出金利(長
期貸出プライムレート)、pit は投資デフレーターを、それぞれ表わしている。固定資本減耗の節税分 
(zf,t)と、法人実効税率 (ut)は以下のように計算した。 
i
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ここで、unt、ult、uct はそれぞれ、法人税率、住民税率、事業税率である。 
 
6． 二重計算問題について 
 本稿では各生産要素の投入額、投入コストから研究開発のための生産要素の投入額、投入コス
トを引くことによる二重計算問題の処理は行っていない。なお、2007 年度の調査研究成果(注 2)によ
れば、二重計算問題の処理は推計結果に重大な影響は及ぼさなかった。 
                                                  
(注 1) 時期による資本財構成の変化による資本減耗率の変化を考慮するため、JIP2009 の実質資本ストックと資本財別の償却
率を用いて、『法人企業統計調査』産業分類別・年別に償却率を計算している。 
(注 2) 科学技術政策研究所「イノベーション測定手法の開発に向けた調査研究」（2008 年３月） 
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第５章 考察 
 
本調査研究では、イノベーションのアウトカム指標として TFP を取り上げ、研究開発活動との関係
を分析することで、科学技術が TFP という経済指標にどの様に影響しているかを把握した。本年度
調査研究の結果から得られた示唆と、今後の調査研究の課題を整理すると以下のとおりである。 
 
（１）研究開発活動の TFP 成長率に対する一定の寄与度 
2001 年から 2006 年のデータをもとに分析した結果、「研究開発集約度」や「研究者数の対従
業員数比」など、企業の研究開発活動を規定する主な指標が TFP 成長率に有意に正の寄与を
していることが明らかとなった。また、TFP 成長率と 3 年前の研究開発集約度の回帰係数が大き
いことから、企業の研究開発活動が TFP に影響を与えるまでにある程度の期間が必要であること
も明らかになった。このような企業の個票データを用いた研究開発投資と TFP の収益性（弾力
性）を推計した研究は、従来から発表されている。例えば、先行研究の一つとして「研究開発集
約度が１単位上昇すると、TFP 成長率は 0.3 単位上昇する」といった結果が得られているが、本
調査研究のように、2,000 社を超える個票データを用いた分析は少ない(注 1)。一方、TFP は研究
開発活動の他に、IT 投資やビジネスモデル変革、さらには市場参入や市場参入・退出効果とい
った要因も含まれており(注 2)、TFP 成長率のなかで研究開発投資の寄与率を推計した研究はほ
とんどなかった。 
本調査研究では、2003～06 年の全製造業の TFP 成長率 2.40％のうち、研究開発が寄与した
成長率は 0.67％分を占めており、研究開発活動による TFP 成長率への説明力（いわゆる「寄与
度」）が全製造業では 28％に及ぶことを明らかにした。ただし、これは資本金１億円以上で研究
開発を 10 年間で１年でも実施した企業のみを対象としているため、我が国全体の企業群よりも高
めに算出された可能性がある。研究開発活動が TFP を押し上げ易い企業と押し上げにくい企業
の差はどこにあるのか、等の検討が今後の研究課題である。 
このように、研究開発を実施している製造業の企業では、研究開発は TFP 成長率の 28％に有
意に寄与していることが明らかになったことで、企業がイノベーションの創出に向けて研究開発を
実施することの重要性をあらためて再認識できた。 
 
（２）公的機関から企業に投入する研究開発費の企業への効果 
「公的機関から投入された研究開発集約度」と TFP 成長率との関係は有意な結果を得ること
は出来なかった。これは、当該研究開発費が極めて少額であること等が理由と考えられる。だが、
交差項を用いた分析で、「公的機関から投入された研究開発集約度」が「応用研究」と相乗効
果を発揮している可能性を抽出することができた。このことは、例えば「公的機関から投入される
研究開発集約度」が同じ企業が２社あった場合、「応用研究開発集約度」の高い企業の TFP 成
長率が高いことを意味している。 
一方、企業内で使用する研究開発費を性格別にみると、「開発研究」が TFP 成長率に有意に
                                                  
(注 1) Goto, A. and K. Suzuki（1989）は有機化学で収益性を 0.56、自動車産業の収益性を 0.33 と推計している。また、乾・権
（2005）は、全製造業の収益性を 0.163 と推計している。 
(注 2) 権・金・深尾（2008）は、TFP 上昇率を内部効果と市場参入・退出効果、再配分効果に分解しており、研究開発投資や IT
投資等の内部効果は 68％（2001 年～2005 年）と推計している。 
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寄与していた。このように、企業内で実施する研究開発では「開発研究（基礎研究、応用研究及
び実際の経験から得た知識の利用であり、新しい材料、装置、製品、システム、工程等の導入又
は既存のこれらのものの改良をねらいとする研究）」という市場に近い下流側の研究において
TFP 成長率に有意であるが、公的機関から企業に投入された研究開発費は「応用研究（基礎研
究によって発見された知識を利用して、特定の目標を定めて実用化の可能性を確かめる研究及
び既に実用化されている方法に関して新たな応用方法を探索する研究）」という「開発研究」より
も上流の領域において複合的に間接の効果を発揮していることが示唆された。このことから、企
業内で比較的上流の研究開発プロセスに投入される可能性の高い公的機関からの研究開発費
は、企業内で特定の目標を定めて実用化の可能性を確かめる段階の「応用研究」と関連づけら
れて、TFP 成長率に寄与していると考えられる。 
 
（３）公的研究機関の知見が企業に与える影響 
イノベーションに際して「大学・高等教育機関」からの情報を重視している企業ほど、TFP 成長
率は高いとの結果が得られたことで、大学等の公的研究機関と接点を有することが、TFP 上昇に
効果を発揮していることが示唆された。そこで、本調査研究では、大学等の公的機関の研究成
果が、どの様に企業において活用されているのかを把握するために、産学連携活動として企業
から大学等の公的研究機関に支払われた研究開発費を代理指標とした。「公的機関に支払う
研究費が多い企業は、大学との共同研究開発等で得られた成果を活用する可能性が高い」と
の仮説のもと、公的機関に支払われる研究開発費を説明変数として分析を試行した。しかし、企
業から公的機関に支払われる研究開発費の多少とＴＦＰ成長率の関係に有意性はなかった。こ
れには、推計上のいくつかの限界があるためと考えられ、まず、大学等の公的研究機関との連携
は企業にとって基礎研究に相当する部分と密接に関わっていると推察されるため、基礎研究集
約度が企業では著しく小さく変化も小さいため両者の関係性が推計しがたいこと等が要因として
挙げられる。また、タイムラグは４期（３期前）までしか推計していないため、基礎研究が TFP 成長
として発現するにはタイムラグが非常に長いことから、公的研究機関の研究成果が企業に与える
影響を分析するには、データ面での制約が大きいと考えられる。 
なお、公的研究機関の研究活動が企業に与える影響を分析するには、今後の研究課題とし
て、企業の出願特許における産学共同出願の状況や特許に引用された大学の論文数等を TFP
成長率との関係性を推計するモデル式に取り入れることが考えられる。 
 
（４）各業種内での研究開発と TFP の関係性低下の可能性 
全産業や全製造業でみると、「研究開発集約度」や「研究者数の対従業員数比」など、企業
の研究開発活動を規定する主な要因が TFP 成長率に有意に寄与していることが明らかになった
が、業種別にデータセットを切り分けて同様の分析をしたところ、企業の研究開発活動を規定す
る要因が TFP 成長率に寄与することについての有意な結果を得ることは出来なかった。 
2007 年度「イノベーション測定手法の開発に向けた調査研究」では、1986 年から 2005 年まで
の全期間の平均 TFP 成長率を被説明変数として試行した結果、電気産業や化学産業では研
究開発集約度が TFP に有意に正に寄与していたが、2000 年以降のみの期間をみると、業種別
で有意な結果を得ることはできなかった。本調査研究は、2007 年度調査よりもデータを拡充して
2000 年代のデータを分析したが、業種別に分けた分析では有意な結果を得ることができなかっ
第１部：アウトカム指標としての TFP データの分析 
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た。 
このことから、我が国の 2000 年代の研究開発投資と TFP 成長率の関係性において、同じ業
種内での企業の類似性が低下している可能性が示唆された。これは、統計データにおける業種
区分の問題や、同業種内での企業特性の多様化等に起因しすると考えられる。 
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補論 イノベーションとスピルオーバーに関する分析 
 
本章では、イノベーションとスピルオーバーに関して、特許と研究開発支出との関係、イノベーシ
ョンと TFP 上昇率とのの関係、研究開発投資と研究開発スピルオーバーとの関係を分析する。 
 
補－１ 特許と特許と研究開発支出額との関係分析 
 
本節では、日本の製造業の上場企業 154 社を対象に 1992 年から 2001 年までの特許電子図書
館サービスからダウンロードした特許データと、総務省の『科学技術研究調査報告』のデータを接
合したデータを用いて、研究開発支出額、研究開発のスピルオーバーや性格別研究開発支出額
が特許の出願数や請求項数に与える効果を分析する。(注) 
 推計モデルとして、次の二つの式を考える。 
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ここで、R、S、B、A と D は企業 i の研究開発支出額、スピルオーバー、基礎、応用、開発研究支出
額である。企業間研究開発のスピルオーバー変数は次のように計測した。 
 
jt
N
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ijit RS 

   
ここで、ωは企業 i と企業ｊ間の技術距離を測るウエイトである。このウエイトは次のように計測した。 
2/1''
'
)))((( jjii
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ff  
ここで、 if は企業 i の 36 技術分野別に特許数の分布情報が含まれている。このように計測された
ωは、1 であると企業間の技術が完全に一致し、0 になると企業間の技術は全く違うことになることを
意味する。 
推計手法としては、カウンタ・データの分析によく利用されるポワソン（Poisson）固定効果モデルと
Negative binomial 固定効果モデルを用いた。両方法による推計結果が大きく異なるので、ポワソン
（Poisson）固定効果モデルの推計結果に基づいて議論する。 
                                                  
(注) 分析対象企業の研究開発支出額は日本の製造業における全研究開発支出額の 4 割（1998 年）を占めている。  
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第補－１表 記述統計量 
変数 観測数 平均 標準偏差 最小値 最大値
特許出願数 1540 667.2 1427.1 3.0 12052.0
特許請求項数 1540 3427.3 9187.5 7.0 92713.0
研究開発支出額の対数値 1540 15.8 1.4 9.6 20.0
研究開発スピルオーバーの対数値 1540 20.2 0.7 16.2 21.3
基礎研究支出額の対数値 938 13.8 1.6 7.2 17.5
応用研究支出額の対数値 1306 14.5 1.5 9.5 18.7
開発研究支出額の対数値 1520 15.3 1.5 9.6 19.7  
 
今期から 5 期前の研究開発支出額、スピルオーバー変数や性格別研究開発支出額の係数値
は弾力性を意味する。各期の研究開発支出額の係数値を合計して 1 であれば、研究開発支出額
が倍になると特許数も倍になることになる。 
第補－２表の推計結果は、研究開発支出額が倍になると特許数は 14％増加することを示してい
る。Hall, Griliches, and Hausman (1986)と Cincera(1997)の結果と比べて、20％ほど小さい数字で
ある。自社の研究開発支出の効果と違い、スピルオーバーと特許生産は大きなマイナスの関係に
あ る こ と が 分 か っ た 。 こ の 結 果 は 、 大 き な 正 の ス ピ ル オ ー バ ー 効 果 を 発 見 し た Goto and 
Suzuki(1989)の結果とは対照的で、90 年代の日本経済の低迷はスピルオーバー効果が下落したこ
とにあることを示唆する。  
第補－３表の性格別研究支出額が特許生産に与える効果をみると、予想通り開発研究の効果
が一番大きく、基礎研究の効果が小さいことが確認できた。 
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第補－２表 特許生産関数の推計結果 
lnR(0) -0.030 *** 0.094 ** 0.104 *** 0.140 ***
(0.006) (0.039) (0.003) (0.041)
lnR(-1) 0.042 *** 0.117 ** 0.022 *** 0.072
(0.007) (0.047) (0.003) (0.050)
lnR(-2) -0.020 *** 0.031 0.072 *** 0.051
(0.008) (0.047) (0.004) (0.051)
lnR(-3) 0.116 *** -0.020 0.026 *** -0.052
(0.010) (0.048) (0.005) (0.055)
lnR(-4) 0.038 *** 0.034 -0.031 *** 0.028
(0.010) (0.049) (0.005) (0.055)
lnR(-5) -0.011 0.018 -0.013 *** -0.026
(0.008) (0.039) (0.004) (0.044)
Sum of lnR 0.135 0.274 0.180 0.213
lnS(0) -1.736 *** -0.203 -2.605 *** 0.209
(0.062) (0.313) (0.027) (0.357)
lnS(-1) 0.205 ** 0.327 0.094 *** 0.165
(0.083) (0.415) (0.035) (0.476)
lnS(-2) -0.463 *** -0.233 -0.944 *** -0.428
(0.090) (0.442) (0.039) (0.507)
lnS(-3) -0.670 *** 0.405 -0.597 *** 0.714
(0.097) (0.466) (0.042) (0.538)
lnS(-4) 0.175 * -0.294 -0.408 *** -0.724
(0.103) (0.486) (0.045) (0.550)
lnS(-5) -1.225 *** -0.160 -0.501 *** 0.061
(0.084) (0.356) (0.038) (0.396)
Sum of lnS -3.714 -0.158 -4.959 -0.002
定数項 1.457 -1.087
(1.198) (1.142)
年ダミー 含む 含む 含む 含む
log likelihood -28277 -7512 -145634  -9680  
企業数
観測数
注）1．括弧内の数字は標準偏差である。
　　2．***p=0.01, **p=0.05,**p=0.1
1540
154
被説明変数：特許請求項数
ポワゾン（Poisson)固定効果モデ
ル Negative binomial固定効果モデル
被説明変数：特許出願数
ポワゾン（Poisson)固定効果モデル Negative binomial固定効果モデル
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第補－３表 特許生産関数の推計結果：特許と性格別研究開発支出額 
lnB(0) -0.043 *** -0.028 -0.023 *** -0.034
(0.003) (0.002) (0.001) (0.023)
lnB(-1) 0.014 *** 0.022 0.036 *** 0.021
(0.004) (0.003) (0.002) (0.026)
lnB(-2) -0.034 *** 0.006 -0.030 *** 0.008
(0.004) (0.003) (0.002) (0.028)
lnB(-3) 0.017 *** 0.017 0.001 0.008
(0.004) (0.003) (0.002) (0.030)
lnB(-4) -0.018 *** 0.003 -0.071 *** -0.014
(0.004) (0.003) (0.002) (0.030)
lnB(-5) 0.084 *** 0.023 0.092 *** -0.007
(0.004) (0.002) (0.002) (0.027)
sum of lnB 0.019 0.043 0.005 -0.016
lnA(t) 0.067 *** 0.057 ** 0.100 *** 0.071 **
(0.005) (0.004) (0.002) (0.033)
lnA(-1) -0.022 *** 0.046 0.035 *** 0.037
(0.006) (0.004) (0.003) (0.036)
lnA(-2) 0.060 *** 0.058 * 0.026 *** 0.036 *
(0.006) (0.005) (0.003) (0.037)
lnA(-3) 0.016 *** -0.009 0.011 *** 0.005
(0.006) (0.005) (0.003) (0.037)
lnA(-4) 0.021 *** -0.036 -0.042 *** -0.075
(0.006) (0.004) (0.003) (0.036)
lnA(-5) -0.031 *** -0.020 -0.060 *** 0.012
(0.005) (0.003) (0.003) (0.033)
sum of lnA 0.111 0.096 0.070 0.085
lnD(t) 0.146 *** 0.048 0.249 *** 0.085 **
(0.007) (0.005) (0.003) (0.039)
lnD(-1) 0.070 *** 0.041 0.182 *** 0.014
(0.009) (0.006) (0.004) (0.043)
lnD(-2) 0.096 *** 0.061 0.122 *** 0.081 *
(0.009) (0.007) (0.004) (0.045)
lnD(-3) 0.065 *** -0.020 0.028 *** -0.051
(0.009) (0.007) (0.004) (0.047)
lnD(-4) -0.025 *** -0.007 -0.052 *** -0.041
(0.009) (0.007) (0.004) (0.046)
lnD(-5) -0.002 -0.041 -0.002 -0.011
(0.007) (0.006) (0.003) (0.040)
sum of lnD 0.351 0.082 0.526 0.078
定数項 -3.511 -0.336
0.527 0.560
Negative binomial固
定効果モデル
被説明変数：特許出願数 被説明変数：特許請求項数
ポワゾン（Poisson)
固定効果モデル
Negative binomial固
定効果モデル
ポワゾン（Poisson)
固定効果モデル
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補－２ イノベーションと TFP 上昇 
 
本節では、経済産業省の『企業活動基本調査』の個票データと文部科学省科学技術政策研究
所『全国イノベーション調査』の個票データを接続したデータを用いて、イノベーションが起きた企業
の TFP が上昇したかどうかについて分析する。 
 イノベーションが TFP 上昇に与える効果を定量的に分析する際に内生性という計量経済学的上
の問題が存在する。イノベーションが TFP を高めるだけではなく、もともと TFP が高い企業でイノベ
ーションが起き、そのイノベーションにより TFP が高くなることが考えられる。このような内生性の問題
を解決するために、本研究ではマッチングと difference in difference 方法を用いて、イノベーション
による効果をより正確に推計する。これらの方法について簡単に説明すると、イノベーションが起き
た企業の TFP が上昇したとしても、それがイノベーションによるものなのか、別のショックによるものか
を識別できない。イノベーションによる効果を明確に識別するため、イノベーションが実際起きた企
業と同様な条件を備えているにもかかわらずイノベーションが起きなかった企業を選び、二つ企業
グループにおいて TFP 上昇に差異があるかどうかを検証するものである。 
 
第補－４表 イノベーションタイプ別の企業分布（2001 年） 
イノベーションのタイプ 企業数 割合（％）
イノベーションなし 963 55.19
プロセス・イノベーションのみ 89 5.1
プロダクト・イノベーションのみ 344 19.71
プロセスとプロダクト・イノベーション同時 349 20
全製造業 1,745 100  
 
 まず、多項ロジットモデル(Multinomial Logit Model)を利用して、各企業にイノベーションが起き
る確率を計測する。 
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s=1,2,3 である。 
 
ここで、 tfI , は t 期に企業 f において起きたイノベーションのタイプ、つまりプロセス・イノベーション
（s=1）、プロダクト・イノベーション（s=2）、プロセスとプロダクト・イノベーションが同時（s=3）とイノベー
ションが起きなった（s=0）、を表す。 tfZ , は企業 f のｔ期におけるイノベーションの決定要因として考
えられる企業特性変数である。企業の特性に関する変数 tfZ , として以下の変数を用意する。 
① TFP のレベル：企業の技術水準を表す。 
② 企業の売上高の対数値：企業規模を表す。 
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③ 企業の研究開発の有無を表すダミー変数： 
企業が研究開発を全く行わない：１、それ以外：0 
④ 研究開発拠点の存在有無に関するダミー変数 
アメリカ研究開発拠点ダミー：アメリカに研究拠点ある：１、ない：０ 
国内研究開発拠点ダミー：国内に研究拠点ある：１、ない：０ 
⑤ 企業のオーナーシップ関係変数 
国内グループ会社ダミー：国内企業のグループに属している企業（出資比率 50％以上）の
企業：1、それ以外：0 
⑥ 共同研究開発や共同事業のような協力関係があるかどうかに関するダミー変数 
何らかの協力関係があれば１、それ以外は 0 
⑦ イノベーションのための公的支援の有無に関する変数 
地方・中央政府や公的機関から補助金や助成金をもらったことがある：1、ない：0 
地方・中央政府や公的機関から貸付金や信用保証をもらったことがある：1、ない：0 
⑧ イノベーションの専有可能性に関する変数 
イノベーションの保護のために制度的な手段を使った経験ダミー：開発されたイノベーション
を保護するために特許の出願や意匠登録・商標・著作権を使ったことがある：1、ない：0 
イノベーションを保護するために戦略的な手段を使った経験ダミー：開発されたイノベーショ
ンを保護するために企業秘密・設計の複雑性・リードタイムを使ったことがある：1、ない：0 
 
上記の企業の特性を表す変数以外に産業特性をコントロールするために産業ダミーも考慮した。
製造業のみに限定して推計を行った。第補－５表に推計結果が示されている。計測されたイノベー
ションの確率を用いて、イノベーションが起きた企業（トリートメントグループ）とイノベーションが起き
た企業に比べてイノベーションが起きる可能性が同等に高かったにもかかわらずイノベーションが起
きなかった企業（コントロールグループ）をマッチする。(注 )マッチされたサンプルだけを利用して、
difference in difference 方法でイノベーションによる効果を明らかにする。この推計結果は第補－６
表に示されている。 
 推計結果によると、プロダクト・イノベーションとプロセスとプロダクト・イノベーションが同時に起きた
場合には TFP 上昇に持続的に正の有意な効果を与えるが、プロセス・イノベーションのみの効果は
すべての期間において統計的な有意ではない結果である。 
 
                                                  
(注) 第補－７表～第補－９表にはマッチング方法で作り出されたサンプルに問題があるかどうかについ
て検証した結果が示されている。内生性によるバイアスは大体に修正されたことを示している。  
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第補－５表 製造業企業に対する多項ロジットモデル(Multinomial Logit Model)の推計結果：どのような企業でイ
ノベーションが起きるのか 
プロセス・イノベーションのみ プロダクト・イノベーションのみ プロセスとプロダクト・イノベーション同時
係数値 標準偏差 係数値 標準偏差 係数値 標準偏差
TFPレベル（2001） 1.838 1.040 * 0.517 0.728 0.778 0.731
企業規模 0.200 0.102 * 0.181 0.076 ** 0.326 0.081 ***
研究開発有無ダミー 4.280 0.520 ** 3.167 0.467 *** 1.850 0.618 ***
アメリカ研究開発拠点ダミー -0.430 0.890 -1.146 0.747 -0.112 0.742
国内研究開発拠点ダミー 1.785 0.587 *** 0.738 0.308 ** 0.225 0.325
協力経験あるダミー 1.762 0.358 *** 1.899 0.256 *** 2.294 0.253 ***
国内グループ会社ダミー 0.387 0.248 0.205 0.162 0.381 0.172 **
中央・地方政府機関から補助金支援ダミー 0.691 0.497 0.727 0.377 * 0.924 0.381 **
中央・地方政府機関から信用保証ダミー 1.337 0.706 * 0.997 0.489 ** 1.648 0.462 ***
イノベーションを保護するために特許などの
制度的な手段を使った経験ダミー 0.184 0.314 1.262 0.183 *** 1.085 0.192 ***
イノベーションを保護するために戦略的な
手段を使った経験ダミー 0.866 0.298 *** 1.195 0.179 *** 1.352 0.187 ***
化学産業ダミー -0.216 0.461 0.432 0.294 -0.028 0.316
電機産業ダミー -0.336 0.473 0.272 0.250 0.265 0.266
輸送用機械ダミー -0.630 0.498 0.105 0.259 -0.057 0.279
一般機械（精密機械含む）ダミー -0.498 0.436 0.476 0.249 0.282 0.272
金属製品・窯業産業ダミー 0.061 0.318 0.052 0.228 -0.114 0.243
定数項 -6.548 1.063 *** -4.858 0.691 *** -5.891 0.680 ***
 PseudoR-squared
サンプル数
注）1.イノベーションがなかった企業がベース
　　2.標準偏差は不均一分散を考慮した値である。　
　　3．*p<0.1, **p<0.05, ***p<0.01
0.2622
1705
 
 
第補－６表 イノベーションによる効果の推計結果 
(1) (2) (3) (4)
係数値 ｔ値 係数値 ｔ値 係数値 ｔ値 係数値 ｔ値
プロセス・イノベーションのみダミー -0.009 -0.59 0.005 0.23 0.014 0.56 0.025 0.81
定数項 0.011 1.37 0.016 1.48 0.025 1.97 ** 0.022 1.14
企業数 143 138 130 114
R-squared 0.0024 0.0004 0.0023 0.0055
プロダクト・イノベーションのみダミー 0.027 3.07 *** 0.018 1.72 * 0.022 1.96 * 0.018 1.3
定数項 0.008 1.32 0.034 4.57 *** 0.050 6.7 *** 0.056 6.03 ***
企業数 570 549 514 461
R-squared 0.0163 0.0054 0.0074 0.0037
プロセスとプロダクト・イノベーション同時ダミ 0.029 3.37 *** 0.026 2.39 ** 0.039 3.16 *** 0.027 2.09 **
定数項 0.005 0.75 0.031 4.21 *** 0.045 5.73 *** 0.049 5.29 ***
企業数 603 573 534 489
R-squared 0.0185 0.0099 0.0183 0.0089
注）1.ｔ値は不均一分散を考慮した値である。　
　　2．*p<0.1, **p<0.05, ***p<0.01
5 windows
[t+4]-[t-1]
被説明変数：TFP上昇
2 windows
[t+1]-[t-1]
3 windows
[t+2]-[t-1]
4 windows
[t+3]-[t-1]
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第補－７表 マッチングのためのバランステスト：プロセス・イノベーション 
%reduct t-test
変数名 サンプル Treated Control %bias bias t    p>t
マッチング前 0.02965 -0.01352 37.6 3.25 0.001
マッチング後 0.02943 0.02279 5.8 84.6 0.35 0.725
マッチング前 8.6797 8.1631 41.5 3.91 0
マッチング後 8.7011 8.5749 10.1 75.6 0.61 0.54
マッチング前 0.19767 0.00852 65.1 11.56 0
マッチング後 0.12658 0.10127 8.7 86.6 0.5 0.619
マッチング前 0.02326 0.01065 9.7 1.04 0.299
マッチング後 0.02532 0.01266 9.8 -0.4 0.58 0.563
マッチング前 0.95349 0.82109 42.7 3.16 0.002
マッチング後 0.94937 0.93671 4.1 90.4 0.34 0.733
マッチング前 0.26744 0.03408 68.6 9.59 0
マッチング後 0.26582 0.10127 48.4 29.5 2.72 0.007
マッチング前 0.47674 0.34718 26.5 2.4 0.016
マッチング後 0.46835 0.41772 10.3 60.9 0.64 0.525
マッチング前 0.10465 0.02236 34.1 4.37 0
マッチング後 0.11392 0.06329 21 38.5 1.12 0.266
マッチング前 0.04651 0.01065 21.5 2.75 0.006
マッチング後 0.05063 0.06329 -7.6 64.7 -0.34 0.733
マッチング前 0.37209 0.19595 39.7 3.86 0
マッチング後 0.40506 0.11392 65.6 -65.3 4.4 0
マッチング前 0.37209 0.15122 51.7 5.29 0
マッチング後 0.39241 0.21519 41.5 19.8 2.45 0.015
中央・地方政府機関から信用保証ダミー
イノベーションを保護するために特許など
の制度的な手段を使った経験ダミー
イノベーションを保護するために戦略的な
手段を使った経験ダミー
平均値
TFPレベル（2001）
企業規模
研究開発有無ダミー
アメリカ研究開発拠点ダミー
国内研究開発拠点ダミー
協力経験あるダミー
国内グループ会社ダミー
中央・地方政府機関から補助金支援ダミー
 
 
第補－８表 マッチングのためのバランステスト：プロダクト・イノベーション 
%reduct t-test
変数名 サンプル Treated Control %bias bias t    p>t
マッチング前 0.0241 -0.01352 30.1 4.86 0
マッチング後 0.02497 0.01044 11.6 61.4 1.44 0.151
マッチング前 8.9028 8.1631 57.4 9.49 0
マッチング後 8.9276 8.568 27.9 51.4 3.36 0.001
マッチング前 0.05935 0.00852 28.3 5.52 0
マッチング後 0.03406 0.02477 5.2 81.7 0.7 0.486
マッチング前 0.02374 0.01065 10.1 1.75 0.081
マッチング後 0.02477 0.01238 9.5 5.4 1.16 0.244
マッチング前 0.95252 0.82109 42.4 5.97 0
マッチング後 0.95975 0.94737 4 90.6 0.75 0.455
マッチング前 0.38872 0.03408 96.3 18.92 0
マッチング後 0.39009 0.09598 79.9 17.1 9.26 0
マッチング前 0.4184 0.34718 14.7 2.33 0.02
マッチング後 0.43034 0.39009 8.3 43.5 1.04 0.299
マッチング前 0.16617 0.02236 50.7 9.86 0
マッチング後 0.17337 0.05573 41.5 18.2 4.77 0
マッチング前 0.03858 0.01065 18.1 3.32 0.001
マッチング後 0.03715 0.02786 6 66.7 0.66 0.506
マッチング前 0.69139 0.19595 114.9 18.78 0
マッチング後 0.68421 0.55728 29.4 74.4 3.35 0.001
マッチング前 0.5905 0.15122 102 17.37 0
マッチング後 0.58514 0.42724 36.7 64.1 4.06 0
中央・地方政府機関から信用保証ダ
ミー
イノベーションを保護するために特許な
どの制度的な手段を使った経験ダミー
イノベーションを保護するために戦略的
な手段を使った経験ダミー
平均値
TFPレベル（2001）
企業規模
研究開発有無ダミー
アメリカ研究開発拠点ダミー
国内研究開発拠点ダミー
協力経験あるダミー
国内グループ会社ダミー
中央・地方政府機関から補助金支援ダ
ミー
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第補－９表 マッチングのためのバランステスト：プロセスとプロダクト・イノベーション同時 
%reduct t-test
変数名 サンプル Treated Control %bias bias t    p>t
マッチング前 0.04919 -0.01352 48 7.95 0
マッチング後 0.04538 0.02429 16.1 66.4 2.1 0.036
マッチング前 9.5659 8.1631 92.1 16.29 0
マッチング後 9.52 8.779 48.6 47.2 6.16 0
マッチング前 0.01458 0.00852 5.7 0.96 0.338
マッチング後 0.01471 0.01765 -2.8 51.4 -0.3 0.762
マッチング前 0.10787 0.01065 42 8.42 0
マッチング後 0.1 0.02059 34.3 18.3 4.41 0
マッチング前 0.95918 0.82109 45.2 6.37 0
マッチング後 0.95882 0.90588 17.3 61.7 2.76 0.006
マッチング前 0.55394 0.03408 138.7 27.41 0
マッチング後 0.55 0.09412 121.7 12.3 14.55 0
マッチング前 0.4898 0.34718 29.2 4.68 0
マッチング後 0.48824 0.44118 9.6 67 1.23 0.219
マッチング前 0.27988 0.02236 76.9 15.42 0
マッチング後 0.27353 0.05588 65 15.5 7.99 0
マッチング前 0.05248 0.01065 24.1 4.57 0
マッチング後 0.05294 0.02941 13.5 43.7 1.54 0.123
マッチング前 0.74344 0.19595 131.1 21.25 0
マッチング後 0.74118 0.50882 55.6 57.6 6.44 0
マッチング前 0.6793 0.15122 126.8 21.43 0
マッチング後 0.67647 0.41176 63.6 49.9 7.18 0
中央・地方政府機関から信用保証ダ
ミー
イノベーションを保護するために特許な
どの制度的な手段を使った経験ダミー
イノベーションを保護するために戦略的
な手段を使った経験ダミー
平均値
TFPレベル（2001）
企業規模
研究開発有無ダミー
アメリカ研究開発拠点ダミー
国内研究開発拠点ダミー
協力経験あるダミー
国内グループ会社ダミー
中央・地方政府機関から補助金支援ダ
ミー
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補－３ R&D スピルオーバー効果の分析 
 
本節では、R&D と R&D スピルオーバーの生産性上昇への寄与を明らかにするため、TFP 上昇率
に R&D 集約度と R&D スピルオーバー集約度を回帰することで得られる収益率の推計することで、
研究開発と R&D スピルオーバー効果を分析する。 
R&D と R&D スピルオーバーが生産性上昇に与える効果を分析するための推計式は以下の通り
である。 
i
i
i
s
i
i
i Y
S
Y
E
TFPG   )()(  
 
ここで、TFPG は TFP 上昇率で、E と S は R&D 支出額と産業内の企業間 R&D スピルオーバーであ
る。 
分析するためのデータとして、政策投資銀行の『財務データバンク』と総務省の『科学技術研究調
査報告』のデータを接合したデータを用いた。分析期間は 1986 年から 2005 年までで、製造業に限
定して推計を行った。 
産業内（5 つの産業に分類：化学、電気、輸送用機械、機械、その他の製造業）企業間研究開発
のスピルオーバー変数は次のように計測した。 
 
j
N
ij
iji ES 

   
ここで、ωは企業 i と企業ｊ間の技術距離を測るウエイトである。このウエイトは次のように計測した。 
2/1''
'
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ff  
ここで、 if は企業 i の 30 技術分野別に研究開発の分布情報が含まれている。このように計測され
たωは、1 であると企業間の技術が完全に一致し、0 になると企業間の技術は全く違うことになること
を意味する。 
 第補－10 表には分析に利用した変数の記述統計が示されている。 
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第補－10 表 記述統計量 
変数 観測数 平均 標準偏差 最小値 最大値
全製造業
TFP上昇率 5348 0.056 0.194 -2.672 1.990
R&D集約度 5348 0.203 0.205 0.001 3.443
R&Dスピルオーバー集約度 4873 16.798 31.332 0.001 385.339
1996年-2005年
TFP上昇率 3274 0.076 0.196 -2.672 1.442
R&D集約度 3274 0.182 0.175 0.001 2.582
R&Dスピルオーバー集約度 3116 18.392 34.776 0.015 385.339
1986年ー1995年
TFP上昇率 2074 0.025 0.187 -1.093 1.990
R&D集約度 2074 0.235 0.241 0.003 3.443
R&Dスピルオーバー集約度 1757 13.971 23.789 0.001 242.358
化学産業
TFP上昇率 1063 0.053 0.145 -1.028 0.807
R&D集約度 1063 0.308 0.167 0.039 1.408
R&Dスピルオーバー集約度 983 20.056 29.930 0.039 242.358
電気産業
TFP上昇率 808 0.168 0.237 -0.833 1.990
R&D集約度 808 0.355 0.363 0.020 3.443
R&Dスピルオーバー集約度 730 40.299 49.603 0.009 385.339
輸送用機械産業
TFP上昇率 524 0.046 0.126 -0.696 0.695
R&D集約度 524 0.175 0.136 0.009 0.714
R&Dスピルオーバー集約度 469 17.296 36.560 0.015 256.706
機械産業
TFP上昇率 885 0.046 0.217 -1.960 1.259
R&D集約度 885 0.177 0.134 0.009 0.903
R&Dスピルオーバー集約度 806 20.936 29.362 0.038 310.248
その他の製造業
TFP上昇率 2068 0.021 0.185 -2.672 1.442
R&D集約度 2068 0.107 0.077 0.001 0.625
R&Dスピルオーバー集約度 1885 4.104 5.584 0.001 63.200  
 
 
 推計結果は第補－２表に示す。推計方法として、企業レベルの系列相関と不圴一分散を考慮し
た OLS と企業の固定効果を排除するために固定効果モデルを利用した。すべての推計において、
R&D と R&D スピルオーバー集約度は１期ラグにかえて利用した。パネル A が全サンプルを利用し
た場合の推計結果で、パネル B は期間別推計結果で、パネル C は産業別の推計結果である。 
 
輸送用機械のみに限定して行った推計結果を除けば、R&D と R&D スピルオーバー効果は正で
有意である。すべの推計式において、企業の固定効果を考慮すると R&D の収益率が高いことが観
察された。固定効果モデルの推計結果に基づいて議論する。全サンプルのデータを用いた場合の
R&D 収益率が 18％で、R&D スピルオーバーの収益率は 0.1％である。これらの収益率の上昇と全
サンプルの平均 R&D と R&D スピルオーバー集約度を利用すると、R&D と R&D スピルオーバーの
弾力性を計算できる。R&D の弾力性は 0.035 で、R&D スピルオーバーの弾力性は 0.017 である。
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これは、R&D 支出額が 10％上昇すると付加価値額が 0.4％増加することを意味する。 
1995 年以前、1996 年以降の 10 年間ずつ分割して推計した結果を見ると、「バブル経済」崩壊直
後の期間を含む前期に比べて、後期において R&D 収益率 8％程度高くなっている一方で、スピル
オーバー効果は 0.4％ほど下がっている。 
R&D と R&D スピルオーバーが生産性上昇に統計的に有意で正の効果を与えることは産業別に分
割して推計しても同様に観察できる。輸送用機械産業の推計結果は他の産業に比べて、かなり異
なる結果になっている。 
  
第補－11 表 R&D と R&D スピルオーバー効果の推計結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（金 榮愨、権 赫旭、深尾京司） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
パネルA(全サンプル)
OLS 固定効果モデル
(1) (2)
R&D集約度 0.169 *** 0.175 ***
(0.016) (0.030)
R&Dスピルオーバー集約度 0.001 *** 0.001 ***
(0.000) (0.000)
R-squared 0.190 0.189
サンプルサイズ 4,873 4,873
パネルB(期間別)
OLS 固定効果モデル OLS 固定効果モデル
1986-1995 1986-1995 1996-2005 1996-2005
R&D集約度 0.131 *** 0.283 *** 0.210 *** 0.363 ***
(0.019) (0.058) (0.024) (0.053)         
R&Dスピルオーバー集約度 0.001 *** 0.004 *** 0.001 *** 0.000 *
(0.000) (0.001) (0.000) (0.000)
R-squared 0.156 0.106 0.200 0.190         
サンプルサイズ 1,965 1,965 2,908 2,908         
パネルC（産業別）
OLS 固定効果モデル OLS 固定効果モデル OLS 固定効果モデル OLS 固定効果モデル
R&D集約度 0.113 *** 0.166 *** 0.152 *** 0.249 *** 0.062 * 0.110 0.233 *** 0.525 ***
(0.031) (0.058) (0.034) (0.050)         (0.033) (0.140) (0.056) (0.088)         
R&Dスピルオーバー集約度 0.000 ** 0.002 *** 0.001 *** 0.001 *** 0.000 0.001 *** 0.001 *** 0.003 **
(0.000) (0.001) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.001)
R-squared 0.124 0.060 0.439 0.427         0.268 0.243 0.236 0.187         
サンプルサイズ 983 983 730 730         469 469 806 806         
（注1）被説明変数は付加価値TFP上昇率を用いた。
（注2）括弧内の数字は企業レベルの系列相関と不均一分散を考慮した標準偏差である。
（注3）すべての推計式には年ダミーが含まれている。
（注4）* p<.1, ** p<.05, *** p<.01
化学産業 電気産業 輸送用機械産業 機械産業
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補論参考資料：TFP 上昇率と R＆D 集約度や R&D スピルオーバーの計測のためのデータについ
て 
 
1. 付加価値 
本研究では、産出の指標として付加価値額 (Value-added)を利用する。実質付加価値額は、実
質産出額から実質中間投入額を引いて求めた。名目産出額は売上高に在庫増減を足して求めた。
実質産出額は、名目産出額を産出デフレーターで割ることによって求めた。名目産出額を実質化
するための産出デフレーターは JIP2008 の産出デフレーターを DBJ の産業分類に合わせて作成し
た。産出額が 0（零）また負の場合、サンプルから除いた。中間投入額を求めた。 
売上原価＋販売費・一般管理費－(賃金総額＋減価償却費＋研究開発費) 
実質化のための中間投入デフレーターは JIP2008 の中間投入デフレーターを DBJ の産業分類に
合わせて作成した。 
 
 
2. 資本 
各企業の実質純資本ストック (Kf,t)は、以下のように恒久棚卸法 (Perpetual Inventory Method: 
PI 法)によって作成された。 
 
tftfttf IKK ,1,, )1(    
 
初期値は 1970 年の土地を除いた、簿価表示の有形固定資産額 (KNBf,t)を JIP2008 の投資デフレ
ーター(注 1) (Pkt)で割ることによって求めた。δt は、企業 f が属する産業の資本減耗率(注 2)である。有
形固定資産に対する実質投資額 (If,t)は、土地を除いた各企業の簿価表示の有形固定資産額の
増加分に、有形固定資産額に対する会計上の減価償却額 (DEPf,t)を足して、投資デフレーター
で割って求めた。上記の内容は以下の式で表すことができる。 
 
k
t
tftftf
tf P
DEPKNBKNB
I ,1,,,
   
 
3. 労働 
各企業の労働投入は、期末従業者数に産業の平均労働時間を掛けて算出した。平均労働時
間は JIP2008 から取った。 
 
                                                  
(注 1) JIP2008 の資本データを DBJ の産業分類にあわせて調整し、再集計することによって作成した。 
(注 2) JIP2008 の資本データを DBJ の産業分類に基づいて再分類し、資本財ストックと資本減耗額を再集計することによって作
成した。産業別の資本財構成の変化による資本減耗率を考慮しているため、ここで求めた減耗率は時間とともに変わるため、添
え字 t が付いている。 
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5．各生産要素のコスト 
（1）資本コスト 
資本のユーザー・コスト (ckf,t)は以下のように計算されている。 
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ここで、zf,t は、1 単位の投資に対する固定資本減耗の節税分、ut は法人実効税率、λf,t は企業
の自己資本比率、rt は長期市場金利(利付き国債利回り(10 年のもの))、it は長期貸出金利(長期
貸出プライムレート)を、それぞれ表わしている。固定資本減耗の節税分 (zf,t)と、法人実効税率 
(ut)は以下のように計算した。 
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ここで、unt、ult、uct はそれぞれ、法人税率、住民税率、事業税率である。 
 
（2）労働コスト 
労働コストとして、従業者に対する賃金総額を使った。 
 
6．R&D と R&D スピルオーバー集約度 
R&D 集約度と R&D スピルオーバー集約度は、実質 R&D 支出額と実質 R&D スピルオーバー額
を実質付加価値額で割って求めた。実質 R&D 支出額は、名目 R&D 支出額を「科学技術白書」の
研究開発デフレーターで割った値である。 
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第 1 章 本調査のねらい 
 
第 1 節 調査の背景と目的 
 
 第 2 部では、科学技術によるイノベーションの成果により創出された社会的、経済的な価値や効
果について、個別事例を中心に定量的に測定する。具体的には、特定の生産技術、あるいは特定
の新製品を事例として取り上げ、そのイノベーションが産業及び国民に与えたインパクトについて、
計量モデルを利用したシミュレーション等を用いて、国民生活の利便の向上や企業の利潤の変化
等により分析し、消費者利得や企業利潤の観点から定量的に明らかにする。 
 先行した調査研究として、一昨年度の『イノベーションの測定に向けた基礎的調査』（NISTEP 
Report No.103）における「イノベーションのインパクトの定量的把握に向けて」と、昨年度の『イノベ
ーション測定手法の開発に向けた調査研究』（NISTEP Report No.111）における「生産性などの変
化」がある。後者の調査研究のなかでは、鉄鋼産業（多孔ランス、OG 装置）を一つの事例として取
り上げ、技術のユーザーの視点に立って、プロセスイノベーションを導入したケースと導入していな
いシミュレーションの比較から、プロセスイノベーションによる生産性上昇の効果を分析した。 
 本調査研究では、これまでの調査研究の成果も踏まえつつ、特定の生産技術、あるいは特定の
新製品について 3 事例を取り上げる。対象となる事例の選定にあたっては、当該イノベーションがも
たらした社会的インパクトや経済的インパクト、あるいは国民生活へのインパクトが大きいことを考慮
する必要がある。また、これらインパクトの大きさに加えて、当該イノベーション事例を分析する上で、
経済学的アプローチによる接近が可能であること、そして具体的なデータが利用可能であることも
選定プロセスでは重要である。次節では、以上の観点から本調査研究で対象としてとりあげる具体
事例の選定プロセスについて説明する。そして第 2 章から第 4 章にかけて、それぞれの事例につい
ての調査内容及び分析結果を報告する。第 5 章では、それぞれ具体事例で得られた結果を小括
する。 
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第 2 節 対象技術の選定プロセス 
 
 事例の抽出にあたっては、NISTEP Report No.80 と No.89 の「科学技術振興による経済・社会・
国民生活への寄与の定性的評価・分析」（インパクト調査）で選定された 310 の技術リストを用いた。
インパクト調査では、技術の実現時期や社会・経済等への重要性を定期的に把握している「技術
予測調査」（旧科学技術庁および文部科学省が実施、1971 年より 2001 年まで約 5 年ごとに 7 回
実施）をベースにして、技術予測調査の対象となった全技術課題（延べ 6,458 課題）からサーベイし
ている。インパクト調査の技術リストは、技術予測調査の過去の課題からまず 920 技術を抽出し、科
学技術基本計画で定められた 8 分野（ライスサイエンス、情報通信、環境、ナノテクノロジー・材料、
エネルギー、製造技術、フロンティア）へ分類を行い、専門家ヒアリング、メールアンケート調査など
をもとにインパクトを持つ 310 技術を抽出したものである。インパクト調査では、それぞれの技術に対
して、経済的インパクト、社会的インパクト、国民生活へのインパクト、公的関与の 4 指標で 100 を上
限とした指数化がなされている。 
 本調査研究の具体的な事例抽出は次に述べるような段階的な方法で行った。技術リストは、過去
10 年程度の間に実現し、既にインパクトをもたらしている「インパクト実現技術」と、今後 10 年程度の
間に実現し、インパクトを今後もたらすと考えられる「インパクト未実現技術」に分けられる。このうち、
「インパクト実現技術」をとりあげ、「公的寄与+経済インパクト」の合計値 90 以上、インパクト（経済・
社会・国民）合計値 150 以上を選んだ。その結果、47 の技術が抽出された（第 2-1-1 表）。抽出さ
れた技術のうち、分野ごとのバランスや、実現技術の具体的な捕捉が可能かどうか、データの利用
可能性、経済的価値の測定ができるかどうか、当該技術の伝播範囲、他の技術との相互関連性を
考慮しつつ、3 つの技術を選定した。 
 第 1 の技術は、「太陽電池」である。太陽電池は、近年脚光をあびているクリーンエネルギーの１
つである太陽光発電の基幹技術であり、本格的な産業発展への期待など重要性が増しつつある。
抽出した技術リストには、関連技術として「住宅電力供給用太陽電池システム」や「新型太陽電池」
なども含まれ、関連技術への波及効果も大きいとされる。本調査研究では、関連技術を含めた「太
陽光発電」産業として取り上げた。第 2 の技術は、「脂質異常症治療剤」である。先進国の多くが高
齢化するなかで、医薬品の研究開発およびその普及はライフサイエンス分野の大きなテーマとなっ
ている。コレステロールは生命の維持に必要な基礎的な物質であり、コレステロール値が過剰ある
いは過少になる脂質異常症は、血管障害などの主要な要因として大きな問題となっている。脂質
異常症治療剤の開発と普及は、ライフサイエンス分野での代表的なイノベーションとして社会的イ
ンパクトが大きいといえる。第 3 の技術は、「高精細度デジタルテレビ（HDTV）技術」である。旧来の
ブラウン管テレビに代わって、近年薄型テレビと呼ばれる液晶テレビやプラズマテレビなどが本格的
に普及している。これらのテレビはデジタル放送に対応して双方向の受発信が可能になったことや、
高精細なハイビジョン放送を受信できることが特徴となっている。HDTV 技術はディスプレイ技術、
半導体技術、ソフトウェア技術などが複合したものであり、技術的な裾野が幅広い。また、HDTV 技
術やその具体化した製品は、日本の情報通信分野や製造技術分野において大きな経済的インパ
クトを与えている。本調査研究では、液晶やプラズマディスプレイなどの薄型テレビで、かつハイビジ
ョン放送とデジタル放送に対応した製品を高精細度デジタルテレビとして分析対象とした。 
 以上の理由から、これらの 3 つの実現技術を取り上げ、経済学的な手法を用いて社会的・経済的
な価値や効果を定量的に測定する。 
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［選定手順］ 
①各分野の「インパクト実現技術」をピックアップし（「インパクト未実現技術」を除き）、「公的関与」も
しくは「経済+社会+国民へのインパクト」の数値の高いものを選定。 
②分野ごとのバランスや、実現技術の具体的な捕捉が可能かどうか、データの利用可能性、経済
的価値の測定ができるかどうか、当該技術の伝播範囲、他の技術との相互関連性を考慮しつつ技
術を選定。 
 
［定量的測定の対象技術］ 
１．太陽電池（技術番号 408、ナノテクノロジー・材料分野） 
［関連技術］ 
・ 住宅電力供給用太陽電池システム（技術番号 505、エネルギー分野） 
・ 新型太陽電池（色素増感、塗料型等）（技術番号 527、エネルギー分野） 
 
２．脂質異常症治療剤（注）（技術番号 107、ライフサイエンス分野） 
［関連技術］ 
・ 動脈硬化の発症機構解明とその応用（技術番号 106、ライフサイエンス分野） 
・ 医薬品の有効性や安全性の検定技術（技術番号 122、ライフサイエンス分野） 
 
３．高精細度デジタルテレビ（HDTV）技術（技術番号 208、情報通信分野） 
［関連技術］ 
・ 高精細度大型カラーフラットディスプレイ技術（技術番号 207、情報通信分野） 
・ 高性能かつ低消費電力のプロセッサ LSI 技術（技術番号 202、情報通信分野） 
 
                                                  
（注） 以前は高コレステロール症あるいは高脂血症という名称だったが、2007 年 7 月に日本動脈硬化学会により脂質異常症に
名称が変更された。 
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第 2-1-1 表 大きなインパクトをもたらしている技術リスト 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注 1） インパクト調査の実現技術のうち、「公的寄与+経済インパクト」の合計値 90 以上、インパクト（経済・社会・国民）合計値
150 以上を選んだ。 
（注 2） 分野の数値は該当する 8 分野を示す（1 ライフサイエンス、2 情報通信、3 環境、4 ナノテク・材料、5 エネルギー、6 
製造、7 社会基盤、8 フロンティア）。 
①指数 ②指数 ③指数 ④指数
経済IMP 社会IMP 国民IMP 公的寄与
2 214 インターネット　（オープンで低価格な利用環境によるグローバルなコンピュータ通信ネットワーク） 84 88 82 31 115 254
2 122 高機能、多機能化をもたらした携帯電話技術　（高通話品質、小型・長寿命・充電容易、撮影機能等） 87 77 85 23 110 249
8 806 高精度測位衛星システム（GPS）とその応用 76 75 71 45 121 222
4 415 リチウム電池の小型化・長寿命化技術 71 68 70 36 108 209
1 103 がんの早期発見、診断技術 65 68 74 63 129 208
4 408 太陽電池 69 67 67 53 122 203
2 226 高性能パソコン　（1990年代の大型コンピュータと同等性能） 71 67 62 20 91 201
3 316 大気汚染、騒音公害を起こさない低公害自動車　(例えば電気自動車） 66 70 62 40 106 198
7 711 ハイブリッド自動車 65 70 57 32 97 192
2 431 高精細度大型カラーフラットディスプレイ技術 72 54 64 21 93 190
2 828 高記録密度の光メモリ技術　（DVD-RAM等） 73 57 61 22 95 190
2 506 高性能かつ低消費電力のプロセッサLSI技術 69 61 57 24 93 188
1 107 高コレステロール症治療薬 69 55 63 40 109 187
6 611 廃棄物選別回収システムおよび、再生原料や再生品を生産・流通・消費する循環システム 53 69 61 39 92 184
2 201 MPU用の高クロック周波数のLSI技術 71 58 53 26 97 182
4 404 シリコン単結晶製造技術 71 56 54 39 110 181
7 713 大型貨物自動車の窒素酸化物排出量低減技術 51 65 62 42 93 179
4 416 ＤＮＡチップ　（遺伝子発現解析ツール） 55 64 58 67 122 178
4 407 有機半導体デバイス(有機ＥＬを含む） 66 56 52 48 114 174
4 411 光触媒材料 57 61 56 54 111 174
4 402 超LSI製造のための高分解能の半導体微細加工・計測技術 68 57 48 51 119 174
2 520 高速光加入者系システム 59 59 56 32 91 173
2 429 光多重通信技術　（大容量信号多チャンネルの多重化・伝送） 61 59 51 39 100 172
1 109 新興感染症の予防ワクチン 47 60 63 60 107 171
1 102 発がん過程を促進する環境要因の発見とそれに基づくがんの予防策 48 59 61 64 113 169
2 829 高精細度デジタルテレビ（HDTV）技術 58 53 58 37 95 169
3 306 オゾン層を破壊せず地球温暖化の点でも問題がないフロン・ハロン代替品製造・利用技術 60 59 49 43 103 168
2 727 ITS（インテリジェント・トランスポート・システム）および要素技術（GPS、ETC、VICS等） 55 58 54 43 98 167
8 803 人工衛星によるリモートセンシング技術 56 59 52 66 122 167
8 805 自動車、船舶、航空機移動無線システムのための低軌道周回衛星通信システム 59 57 50 49 108 165
3 319 自動車のリサイクル技術 58 58 49 32 90 165
5 508 自動車動力用バッテリー技術 56 60 49 35 91 165
7 716 道路交通情報システム　（VICS、カーナビ等で交通情報を提供） 54 53 57 40 94 164
3 301 衛星からの地表（地上、海洋）のモニタリングシステム 55 63 45 73 127 163
1 112 AIDSの治療法 44 62 56 60 104 162
7 703 震度７クラスの地震に対する建築物の設計・解析技術 53 56 52 51 104 161
3 311 窒素酸化物の排出削減技術 54 54 52 42 96 161
7 702 巨大地震発生時の構造物や地盤の正確な挙動シミュレーション技術 46 61 52 63 109 160
1 106 動脈硬化の発症機構解明（一部解明を含む）とその応用 53 49 57 54 107 159
7 701 局地的な気象予報技術　（集中豪雨・豪雪等の短時間予報を含む） 44 56 58 74 119 158
7 719 公共交通機関のバリアフリー化およびバリアフリーの街づくり技術 41 56 59 50 91 157
3 303 地球温暖化および気候変化の予測技術 45 61 50 65 110 156
5 505 住宅電力供給用太陽電池システム 47 57 52 46 93 156
1 101 がん化機構解明（転移機構、一部解明を含む）とその応用 49 51 55 65 114 156
8 804 人工衛星を利用した航空交通管制システム 50 58 46 56 106 154
1 121 動物培養細胞による医薬品等有用物質の生産技術 60 43 50 50 110 153
6 613 人間のアナログ的な認知と、コンピュータや通信などのデジタル処理をつなぐインターフェース技術 49 50 53 57 105 152
分
野 技術番号 技術
公的寄与
+経済IMP
インパクト
合計
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第 2 章 対象技術 1――太陽光発電 
 
第 1 節 太陽光発電産業の現状 
 
 太陽光発電は半導体の一種である太陽電池を用いた発電方式が一般的であり、次世代クリーン
エネルギーの主力として期待が高まっている。太陽光発電産業の動向を概観する。 
 
1．太陽光発電への期待 
 太陽光発電への期待が近年高まりつつある。太陽光発電の基幹部品である太陽電池は、半導
体技術を用いて太陽光エネルギーを直接電気エネルギーに変換することが可能である。太陽光エ
ネルギーは膨大であり、太陽の寿命は残り約 50 億年といわれ人類の存続と比較すれば半永続的
であるため、資源枯渇の心配がない。また、発電のプロセスには燃料が不要であるため、温室効果
ガスの代表である CO2 や大気汚染を引き起こす NOx、SOx などを排出しないメリットがある。こうした
点から、近年は地球環境問題の観点から、クリーンな代替エネルギー源の 1 つとして期待されてい
る。 
 太陽光発電のメリットは他にもある。発電プロセスが光電効果を利用するため、発電に際し燃焼部
分や可動部分がないためにシステムが単純である。火力発電や原子力発電のような大規模な設備
や関連施設が不要で、保守やメンテナンスも比較的容易に行える。さらに、発電システムの規模の
大小に関係なく発電効率はほぼ一定であり、発電プロセスの特性上騒音もなく、発電場所をさまざ
まな場所に分散させることが容易である。系統制約を除けば発電場所に関する立地の制約が極め
て小さいため、太陽光の当たる地表であればどこでも発電が可能となる点も大きな利点といえる。多
くの発電方式では発電所から消費地までの送電ロスも無視することはできないが、太陽光発電では
発電場所と消費地が近接しやすいので送電ロスを小さくすることができる。住宅用太陽電池の普及
が期待されているのは、電気料金水準に加え、発電場所の分散や需要地との近接が可能であるこ
とによる。 
 住宅用太陽電池の導入が始まってから 15 年ほど経過したが、近年は産業として普及を後押しす
る技術的なイノベーションが生じている。特に、コストダウンに加えて、太陽光発電のエネルギー収
支が改善したことが大きい。発電プロセスにおいて排出ガスなどを生じないが、太陽電池の製造プ
ロセスまで含むとエネルギーが消費されるとともに CO2 なども排出される。太陽光発電システムは、
基幹部品である太陽電池と直流から交流に変換するためのインバータなどから構成される。太陽電
池の製造では、原料である珪石からシリコンを抽出し、溶解してシリコンインゴットを精製し、シリコン
ウェーハとして切断したものを加工して、太陽電池セルが作られる。こうした製造プロセスでは化石
燃料や他のエネルギーが必要となる。製造プロセスまで含めた発電システムのトータルのエネルギ
ー効率を示す指標として、エネルギー・ペイバック・タイム（EPT）が用いられる。この指標は、製造プ
ロセスで使用したエネルギーと同じエネルギー量を何年で回収できるかを表す。太陽電池が登場し
た初期では、EPT は 10 年程度であり、半導体向けシリコンウェーハを再融解して太陽電池向けに
加工していたため投入エネルギーに無駄が多く、製造プロセスに要するエネルギーの大きさからクリ
ーンエネルギーとしては懐疑的な見方もあった。現在の主流である多結晶シリコン太陽電池では、
発電効率の向上、生産量増大による効果などから、EPT は約 1～1.5 年程度まで短縮されている。
太陽電池の製品寿命は約 20 年以上におよぶため、長期間にわたって環境に寄与する。近年の環
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境意識の高まりを背景にして、太陽光発電は名実ともにクリーンエネルギーとして存在感が高まっ
ている。 
 
2．太陽光発電システム導入量 
 クリーンエネルギーは太陽光や風力、地熱など自然界のエネルギーで作った電力であり、発電時
に CO2 を排出しない点で地球環境の観点から大きな利点がある一方、気候や日照などの自然環
境の変化により発電量が不安定でコストが高い点などが普及への課題とされてきた。太陽光発電も
早くからクリーンエネルギーとして注目されてきたが、1990 年代まで各国の導入量は低位であった。
本格的な普及は、2000 年以降である。第 2-2-1 図をみると、主要国の太陽光発電累積導入量は
近年急激な増加がみられる。日本は早くから太陽光発電の導入を積極的に進めており、2004 年度
までの導入量は世界トップであった。太陽電池の国内出荷量のおよそ 8～9 割は住宅用発電シス
テムに利用されており、日本は世界的にも太陽光発電の先駆であったといえる。一般の住宅では、
3kＷレベルの太陽光発電システムがあれば家庭用電力の 60～70%がまかなわれるとされるが、これ
までの住宅用太陽電池は家庭用電力のメインパワーというよりは補助電力や補完電力という位置
づけであった。 
 近年の動向をみると、次の 2 点が特徴としてあげられる。第 1 に、直近 10 年間における導入量の
伸びが顕著である。国内累積導入量をみると、1998 年には約 100MW であったが、2007 年には１．
９GW まで増加している。国内市場において本格的に市場が成長しつつあるといえる。第 2 に、ドイ
ツにおける太陽光発電導入量の急激な伸びである。ドイツでは、2004 年の再生可能エネルギー法
（EEG）の改正によってフィード・イン・タリフ制度（固定価格買取制度）に基づく買取りが強化された。
2000 年代に入って EU 各国では環境関連の政策が数多く施行されるようになってきているが、ドイ
ツはいち早くクリーンエネルギーへのシフトを表明し、太陽光発電の普及を後押ししている。ドイツの
フィード・イン・タリフ制度は、20 年間の高価格での買取りを法律上義務付けることで、太陽光発電
システムへの投資インセンティブを高めるものである。その結果、ドイツは 2005 年には、太陽光発電
累積導入量で、日本を抜いて世界トップにたった。ドイツの成功をみて同様の制度がスペインなど
でも導入され、EU 諸国の多くが太陽光発電の普及を積極的に進めている。 
第 2-2-1 図 太陽光発電累積導入量 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：IEA PVPS 
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3．太陽電池セル生産量と主要メーカー 
 グローバルでの環境意識の高まりや太陽光発電をとりまく技術イノベーションの結果、太陽電池の
市場が世界的に拡大しつつある。全世界での太陽電池の生産量は、1994 年には 70MW 前後であ
ったが、2007 年には 3.7GW までに達し、約 15 年間で生産量が 50 倍強伸びている。日本は、世界
最大の生産国である。太陽光発電システムの基幹部品である太陽電池セルを供給するメーカーの
上位には日本企業が名を連ね、長らく技術面でも生産面でも世界をリードしてきた。日本の国際競
争力が強い製品の 1 つといえる。 
 しかし、太陽光発電産業が世界的に成長するなかで、太陽電池の生産量も急激に伸び、新規参
入や新たな潮流がでてきている。第 2-2-2 図をみると、2005 年の生産量では日本のシャープ、京セ
ラ、三洋電機、三菱電機が生産量のシェア上位となっているが、2007 年には長らく世界第一位の
シェアであったシャープがドイツの新興メーカーである Q-Cells に抜かれ、2008 年には各社の生産
量が増大し、生産量のシェア上位 10 社の顔触れに変化がみられる。その特徴は、潤沢なエクイティ
ファイナンスを背景にした新興の太陽電池ベンチャーの生産量が急激に増加しており、株式公開
後、シェア上位メーカーとして存在感が増していることである。 
 
第 2-2-2 図 太陽電池セル生産量（単位：万ｋW） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：PVNEWS 
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 一方で、日本の太陽電池メーカーのシェア低下にはいくつかの理由があげられる。第 1 に、原料
であるシリコンウェーハが世界的に不足・急騰して、特に 2007 年に十分な量を確保できなかったと
される。この間、半導体デバイス産業も年率で 10%程度成長しており、半導体デバイス向けのシリコ
ンの需要も伸びたため、太陽電池向けのシリコン原料の確保が難しくなった。新興メーカーの多く
は潤沢な資金を元に前払いを含む長期契約を結ぶなど長期的視点での原料調達戦略をとってお
り、原料獲得競争を優位に戦ったことが 2007 年のシェア変動につながったとされる。第 2 に、日本
の太陽電池メーカーは総合電機または電子部品メーカーであり、太陽電池は数多くある事業部門
の 1 つという位置づけである。新興メーカーは太陽電池専業、もしくはそれに近い事業形態で、投
資決定や成長戦略の策定などが迅速に行いやすい。近年の著しい市場拡大では、迅速な意思決
定の優位性が発揮されていると考えられる。第 1 の点である原料確保という観点からみても、専業メ
ーカーに強みがある。第 3 に、太陽電池の製造プロセスがモジュール化され、外販されるようになっ
たことである。日本の太陽電池メーカーは製造プロセス全体を自社で行う垂直統合型ビジネスモデ
ルを志向しているが、新興メーカーの多くはターンキー・ソリューションと呼ばれるシステムなどを有
効活用している。ターンキー・ソリューションとは、キーを回せばすぐに太陽電池の一貫生産ができ
るラインを太陽電池製造装置メーカーが提供するものである。こうしたターンキー・ソリューションの
登場によって太陽電池市場への参入障壁が下がったともいえる。その結果、安価な製造コストを強
みとする新興メーカーが増えたことも、日本メーカーのシェア低下の一因となった。 
 以下では、主要な太陽電池メーカーについて特徴を記す。 
 
・シャープ（日本） 
シャープはもともと電子卓上機（電卓）の開発で先行しており、1976 年に世界で初めて電卓に太陽
電池を取り付けたメーカーである。1970 年代後半から太陽電池を実用化し、主に産業用として灯
台や人工衛星、海上などの通常の電力系統が及ばない場所での太陽光発電システムの普及に積
極的に取り組んできた。1990 年代中頃から既存事業の選択と集中を進めた結果、太陽電池生産
および太陽光発電システム事業は液晶事業と並ぶシャープの中核事業になった。シャープの太陽
電池セル開発や太陽電池モジュールの性能は業界をリードする水準であり、2007 年に Q-Cells に
抜かれるまでは世界第一位の生産量であった。太陽電池生産の拠点は奈良県の葛城工場にあり、
2010 年にはさらなる増産を図るために大阪府堺市の臨海部に大規模な太陽電池工場が稼働する
予定である。堺工場は世界最大の太陽電池工場となる予定で、年間生産能力 1GW 規模まで拡張
可能だとされる。 
 
・京セラ（日本） 
京セラは 1970 年代のオイルショックとサンシャイン計画を背景に、1975 年から太陽電池メーカーと
して研究開発を始めた。1970 年代末には太陽電池の製品化に成功し、1980 年代末には太陽光
エネルギーから電力への変換効率で業界を牽引した。2005 年の太陽電池生産量では世界第 3 位
であり、2007 年には中国の新興メーカーである Suntech に抜かれ第 4 位に下がるものの、日本を代
表する太陽電池メーカーである。国内では、太陽電池セルの主要拠点は滋賀県の八日市工場で
あり、太陽電池モジュールでは三重県の伊勢工場が拠点である。また、米国市場向けにメキシコに
工場をもち、中国では天津に太陽電池モジュール工場がある。国内だけでなく、新たな市場開拓
に積極的な戦略を打ち出している。 
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・三洋電機（日本） 
三洋電機はアモルファスシリコンという素材を利用した太陽電池を世界で初めて実用化したメーカ
ーとして知られる。近年では、結晶シリコン基板とアモルファスシリコン薄膜を用いて形成した HIT
（Heterojunction with Intrinsic Thin layer）太陽電池という独自技術の開発に成功している。HIT
太陽電池は業界トップクラスの変換効率をもち、両面発電できるため省資源化が特徴である。岐阜
県に全長 315ｍ、高さ 37ｍのソーラーアークという箱舟型の太陽光発電施設をもつなど、クリーンエ
ネルギーとしての太陽光発電の普及を積極的に進めている。国内では、大阪府貝塚市にある二色
の浜工場と島根三洋電機が主要生産拠点である。 
 
 
・Q-Cells（ドイツ） 
ドイツの太陽電池セル専業メーカーである。1999 年に創業し、約 10 年弱で太陽電池生産で世界
第一位にまで急成長を遂げている。ベルリンで創業したときには 4 人の小さなベンチャーであったが、
2000 年の再生可能エネルギー法の制定等による政策的な後押しや、ベンチャーキャピタルからの
資金調達の成功などからドイツを代表する太陽電池メーカーに成長し、2005 年にはフランクフルト
証券取引所に上場（IPO）、2007 年にはシャープを抜いて世界一のメーカーとなった。Q-Cells は、
ザクセンアンハルト州アンハルト・ビッターフェルトを拠点としており、この地域はソーラー・バレーと呼
ばれるに至っている。 
 
・Suntech Power/尚徳太陽能電力（中国） 
サンテックは 2001 年に創業した中国の新興ベンチャーである。CEO は中国科学院からオーストラリ
アへ留学してその後太陽電池の研究者になり、江蘇省無錫市でベンチャーを立ち上げた。当初は
中国の地場系ベンチャーキャピタルから資金調達していたが、欧州市場への積極的な進出を進め
て急成長した。2005 年には中国民間企業として初めてニューヨーク証券取引所に上場した。収益
の伸び率は創業から 4 年間で 100 倍を超え、Q-Cells 以上の成長をみせている。2007 年には 32
万 7000KW の発電能力の太陽電池を製造し、京セラを抜いて世界三位のメーカーに浮上した。 
 
  130
第 2 節 太陽電池生産の現状と今後の予測 
 
1．太陽電池の種類 
 太陽電池は、使用される半導体の種類によって大きくシリコン系と化合物系に分けられる。現在、
主流となっているのはシリコン太陽電池で、シリコン素材を n 型半導体と p 型半導体に加工して用
いている。シリコン太陽電池はさらに結晶系、薄膜系、球状シリコンなどに分類される。結晶系はシ
リコンインゴットから切断したシリコンウェーハの基板を用いて製造されるが、薄膜系はプラズマを利
用して薄いシリコン成膜から製造される。薄膜系は大量の太陽電池セルを簡易に生産することがで
きる点や高温でも変換効率が下がりにくい点に長所があるものの、変換効率や劣化特性などでは
結晶系シリコン太陽電池に劣る。 
 現在の太陽電池市場は、結晶系シリコン太陽電池が世界の総生産量の約 9 割を占めて主流に
なっている。そのうち 6 割以上が多結晶シリコンになる。その理由は、現状で、発電コストが低い点、
変換効率が高い点、製造プロセスが確立されている点などがあげられる。しかし、2006 年後半から
世界的にシリコンの供給不足が生じたこともあり、シリコン使用量の少ない薄膜系シリコン太陽電池
が増産されるようになってきている。薄膜系シリコン太陽電池は、シリコンの使用量が結晶系に比べ
て 100 分の 1 程度で済むため、シリコンの購入量に左右されずに生産規模を確保しやすいこともあ
り、次第にコスト競争力を高めつつある。シャープの太陽電池を例にあげると、2006 年まではバルク
（塊）タイプの結晶系シリコン太陽電池を主に生産していたが、2007 年以降は薄膜系にも力点を置
くようになってきている。新たに建設される堺工場では主に薄膜系シリコン太陽電池の生産が計画
され、既存の葛城工場でも設備を増設して薄膜系を強化している。このように市場の主力商品は、
当該地域の緯度や日照にも左右されるが、相対的にみて、シリコン太陽電池のうち薄膜系がシェア
を伸ばしていくことが当面は予想されている。 
 一方、化合物系の太陽電池はようやく実用品が普及し始めている。目的に応じて複数の元素を
材料として組み合わせることで高い変換効率を実現することが期待されている。主な化合物には、
GaAs 系や CIS 系（カルコパイライト系）などがある。特に単結晶の GaAs を用いた太陽電池では変
換効率が高く、宇宙用に実用化が進んでいる。化合物系は、原料価格がシリコンに比べて高いこと、
毒性のある材料が含まれるためリサイクルなどの周辺システムの確立が必要なこと、トータルの製造
プロセスの安定化と低価格化、などが量産化に向けての課題とされている。また近年は有機物系の
色素増感型太陽電池も研究開発が進んできた。他の太陽電池と比べて応用範囲が広いことが特
徴となっている。 
第 2-2-3 表 太陽電池の種類 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：NEDO の資料などによる 
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2．太陽光発電のコスト 
 現状をふまえ今後の市場でどのような種類の太陽電池が成長するのかを考えるうえでは、太陽光
発電にかかるコストを相対化することが重要である。現状の発電コストを他の発電方式と比べると、
太陽光発電は 40～50 円/kWh、同じクリーンエネルギーとして注目されている風力発電は 10～24
円 kWh（どちらも NEDO 調べ）であり、2006 年の家庭用電力料金の全国平均値 23 円/kWh と比べ
ると、太陽光発電のコストは約 2 倍となっている。こうした発電コストが相対的に高い点は普及への
大きな障害となっている。総合資源エネルギー調査会需給部会が 2004 年 2 月にまとめた資料では、
2005 年度におけるわが国の太陽光発電システムでの年間発電量は 1400MWh で、これは日本の
年間電力需要(109MWh)のわずか 0.0001%程度である。発電コストの問題は普及に向けて大きな課
題といえる。 
 太陽光発電はシステムが簡略なため、発電コストは太陽光発電設備の購入費から算出される。そ
のため、発電コストを下げるには、太陽電池セル生産のコストを下げることが 1 つの方途となる。現在
の主流であるシリコン太陽電池では、太陽電池モジュールの製造原価の約 4～5 割がシリコンの原
料費であり、原料費に左右されやすい構造である。全世界で生産される多結晶シリコンは約 4 万ト
ンにのぼるが、そのうち約半分が太陽電池向けに利用されている。半導体デバイス産業の成長にく
わえて、太陽電池生産の急激な増産でシリコン価格は近年上昇傾向にある。そのため、製造コスト
を低減させるには、ウェーハ厚を薄くするか、純度を 6～9N に抑えた安価なソーラーグレードシリコ
ンを用いるか、前述したシリコンの使用量の少ない薄膜系へシフトするかの戦略が求められる。 
 主要太陽電池メーカーの戦略は、各社で異なるが、薄膜系太陽電池の強化が顕著である。今後
の成長を見込んだ各社の生産計画では、シャープが 2008 年の 160MW から 2010 年には 6GW へ、
三菱重工は 2008 年の 50MW から 250MW へ、富士電機システムズは 2007 年に 12MW から 2009
年に 100MW へ、それぞれ薄膜系太陽電池の増産を進めている。こうした多結晶シリコンと薄膜系と
の競争の激化に加え、各社が増産することによるスケールメリットも製造コストを下げることに寄与す
ると考えられる。EU 市場の本格的な成長、新興太陽電池メーカーの参入、新型電池の開発などに
より、コストダウンと市場拡大が進行すると予想され、太陽光発電コストは中長期的には他の電力と
同様の水準まで低減すると考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：産業タイムズ社「太陽電池産業総覧 2007、2009」などによる 
太陽電池用シリコンの生産計画
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第 2-2-4 表 太陽電池用シリコンの生産計画 
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第 3 節 政府による開発支援と普及政策 
 
 太陽光発電の普及をめぐる公的な支援策は、主として産学官連携による研究開発投資と普及促
進のための助成事業および余剰電力買い取りに関する制度改正によって担われている。 
 
1．研究開発支援 
 わが国の太陽光発電への研究開発は、1973 年のオイルショックを契機としたサンシャイン計画の
一部として開始され、1993 年にはニューサンシャイン計画へと事業が引き継がれた。そして 1999 年
のニューサンシャイン計画終了を受けて、現在では 4、5 年単位の短期研究開発を更新する形で研
究開発が進められている。これら公的資金による研究開発は、新エネルギー・産業技術総合開発
機構（NEDO）を中心に進められており、現在では、技術開発を目的とした従来からのシーズ先行
型の技術開発だけでなく、今後の太陽光発電の本格的普及を目的とした市場対応型の技術開発
が推進されている。 
 中長期的な研究開発の戦略を促進するために、NEDO は 2004 年度に「2030 年に向けた太陽光
発電ロードマップ（PV2030）」を策定した。ロードマップでは、2030 年までに累積導入量 102MW、発
電量としては家庭用電力の 1/2 程度（全電力の 10%程度）を太陽光発電にて賄うことを目標とした。
このシナリオを実現するための必要事項として、太陽光発電の「経済性の改善」と「適用性拡大」を
掲げている。 
 経済性の改善については、太陽光発電の発電コストを改善し、経済面において他のエネルギーと
の競合を可能にすることが必須となる。2005 年時点での太陽光発電の発電コストは 40 円～50 円
/kWh と考えられているが、ロードマップでは太陽光発電の発電コストを 2010 年に従量電灯料金並
み(23 円/kWh 程度)、2020 年には業務用電力料金並み(14 円/kWh 程度)、そして 2030 年には汎
用電力料金並み（7 円/kWh 程度）に下げることを目標としている。そして、これら数値を実現するた
め太陽光発電システムの経済性を決める 3 つの要因―――太陽電池セルの高効率化、製造プロ
セスの革新によるシステム要素(モジュール、周辺機器および設置工事)の低コスト化、およびシステ
ム機器の耐久性向上(高寿命化)―――のそれぞれについて具体的な改善目標値を設定した。 
 適用性拡大については、太陽光発電の利用形態を「従来型の系統連系」から「電力系統に過度
の負担をかけない新しいシステム形態」に転換させるとともに、用途・利用形態に応じたシステムの
開発と広範な場所・状況での利用を実現とすることを目標としている。これを達成するための技術と
して、電力系統に対する発電量変動の影響を軽減し導入限界を排除するための蓄電機能を持っ
た自律向上型システム技術の確立と、地域エネルギー対応システムなどの他エネルギーとの連係
構築を目的としたアクティブネットワーク技術の確立、そして多様な用途・利用形態に応じるための
モジュールシステムの開発をあげている。 
 
2．普及政策 
 太陽光発電の普及のための公的助成事業には、民生部門を対象としたもので新エネルギー財団
（NEF）による住宅向け補助金事業や住宅金融支援機構による融資枠の優遇などがある。また地
方自治体によっては独自の支援制度を設けている場合もあり、給付金の増額や特別融資などを行
っている。 
 NEF による住宅向け補助金事業は、1994 年から 2005 年までの 12 年間で総額 1,300 億円が給
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付され、太陽光発電システムの普及促進に大きく寄与したと考えられている。財政構造改革の一環
として 2005 年度をもって一旦終了した補助金制度であるが、2008 年度後半（2009 年 1 月）から再
開されるなど、その注目度は依然高い。第 2-2-5 図に太陽光発電 1kW あたりの補助金額の推移を
示す。（注）1994 年には導入量 1kW につき 90 万円だったが、太陽光発電システムの価格低下ととも
に毎年減額され、最終年度となった 2005 年においては 1kW あたり 2 万円が支給された。 
 日本における補助制度と入れ替わるように、ドイツでは 2004 年からフィード・イン・タリフ制度を強
化した結果、太陽光発電が急速に普及しつつある。ちょうど日本で補助金を打ち切られた時期に、
太陽光発電の導入量でドイツに抜かれたことは、政策支援には一定の効果があることを示唆してい
る。こうした動向の中で、太陽光発電の普及に向けた公的助成の議論が高まり 2008 年度後半から
補助金事業が再開された。 
 
 
第 2-2-5 図 住宅向け太陽光発電システム 1kW 当たりの補助金額の推移 
90
85
50
34 34 32.7
20
12 10 9
4.5 2 0 0
7 7
94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08 09
万円
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 太陽光発電の普及に必要な補助金はどの程度の規模が妥当であろうか。図 2-2-5 は住宅向け
太陽光発電システムの導入量とシステム価格の推移を示したものである。システム価格をみると、
1997 年に容量 1kW あたりのシステム価格は約 105 万円だったのに対し、2007 年には 67 万円程
度まで下落している。2003 年前後までは太陽光発電の導入量とシステム価格は反比例しており、
導入量が進むにつれて価格は下落していた。しかし、2003 年から 2007 年にかけては、導入量も頭
打ちとなり、システム価格も高止まりとなっている。ちょうどこの期間は補助金の規模が縮小された時
期に重なる。補助金が中止になった 2005 年を境にして、太陽光発電システムの導入量は減少傾
向になっており、こうした点も補助金事業の再開を後押しした事情となる。 
                                                  
 
（注） 1994 年度から 1998 年度にかけての給付金額は、NEF 定義式にシステム価格を代入して算出される金額と、
これとは別に設定された基準額のうち低い金額が適用される。計算式に全国平均でのシステム価格を代入したとこ
ろ、基準額のほうが低い金額であったため、第 2-2-5 図はこの基準額をもとに作成してある。 
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 他方、補助金のあり方についても議論の余地が残っている。近年ドイツでは急速に太陽光発電が
普及しているため、フィード・イン・タリフ制度の優位性を指摘する意見もある。ドイツの採用したフィ
ード・イン・タリフ制度は、一般の電力価格よりも高い価格で買い取ることを義務づける固定価格買
取制度であるが、最終的には一般の電力価格の上昇につながるとされる。すなわち、一般の電力
消費者が太陽光発電の普及のために追加コストを払っていることになる。他方で、イギリスやアメリカ
の諸州のように電源別に買取価格を固定するのではなく、新エネルギー間のコスト競争を促すこと
も含めた新エネルギーの導入目標量全体を義務づける RPS(Renewable Portfolio Standard)を採用
する国等もあり、日本は RPS を法律により義務づけている（なお、日本では、電気事業者による自主
的な余剰買取制度が 92 年から実施されている）。日本のように RPS に加え、補助金や余剰購入を
活用する方法と、ドイツの固定価格買取制度では、消費者の利得から考えて一概に優劣を論じら
れない。日本の制度にも一定程度意義があった点については後述する。 
 
 
第 2-2-6 図 住宅向け太陽光発電システム導入量と 1kW あたりのシステム価格の推移 
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出典：NEF 
 
 太陽光発電の公的助成制度は各地方自治体によってもなされている。自治体ごとの取り組みに
よって、太陽光発電の普及状況に地域差があるのだろうか。資源エネルギー庁の 2008 年の資料に
よると、太陽光発電の普及率（導入件数を一戸建て住宅数で除したもの）を地域別にみた場合、晴
天日数の多い太平洋側の西日本で高くなっているものの、地理的な制約が少ないという太陽光発
電の特性から地域格差の問題はそれほど大きくない。ただし、都市部では一戸建て住宅よりも集合
住宅の比率が高くなっているため、設置場所の問題は地方に比べると大きいといえる。 
 第 2-2-7 図は 2008 年現在でみた太陽光発電システム向けの補助金制度を導入している市町村
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の割合を都道府県別にみたものである。都道府県で支援制度を実施しているのは、福島、栃木、
群馬、神奈川、愛知、滋賀、京都、兵庫、和歌山、鳥取、山口、佐賀の 12 府県にのぼる。一方、市
町村では 295 の自治体が補助事業を実施しているが、全地方自治体に占める割合は約 6％にとど
まっている。市町村の取り組みは各都道府県によって大きな差がみられ、三重県が全県の市町村
で補助事業を実施している一方、自治体が全く補助事業を行っていないのは 6 県にのぼる。太陽
光発電の補助制度には地域差が大きいといえ、今後の課題として国の事業との整合性や自治体
間の整合性を考える必要があろう。 
 
 
第 2-2-7 図 太陽光発電システム向け補助制度を導入している市町村の割合 
 
 
出典：資源エネルギー庁新エネルギー課 
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第 4 節 太陽光発電が国民生活に与えたインパクトの測定 
 
 本節では太陽光発電の普及によって国民が得ている便益を、電力料金の節約と二酸化炭素
(CO2)排出量の削減効果という二つの側面から測定する。 
 
1．電力料金の節約 
 太陽光発電システムの導入することで一般家計が得られる直接的な便益は電力供給にあるので、
これが電力料金としてどの程度の経済的価値を持っているのかを測定する。これに際して、まず
NEF 公表の都道府県別の累積導入量と 1kW 当たりの年間発生電力量を掛け合わせて年間発生
電力量を算出する。そして、この値を全国の太陽光発電の累積導入件数で割ることで、太陽光発
電システムを導入した 1 世帯当たりの年間発電量(kWh)が求められる。更にこの発電量に電力価格
を用いて電力料金に換算したものが、1 世帯あたりが年間に得ている経済的価値と考えられる。ここ
で換算に用いる電力価格には各年度の家庭用電力料金(電灯)の全国平均値(20.7～24.5 円
/kWh)を用いた。1 世帯あたりの年間発電量と電力料金換算値の推移を第 2-2-8 図に示す。 
 
第 2-2-8 図  太陽光発電システム導入による 1 世帯あたりの年間発電量と電力料金換算値 
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 太陽光発電による電力料金は年毎に変動幅があるものの、7 万 5 千円から 8 万 6 千円程度であ
ることがわかる。また 1 世帯あたりの年間発電量は 1kW あたりの発電量の増加と導入される発電容
量の大型化を反映して年々上昇している。 
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2．CO2 排出量の削減効果 
 太陽光発電は発電時に CO2 を発生しないため、その普及によって通常の化石燃料を用いた発
電によって発生する CO2 排出量を削減することができる。第 2-2-9 表は、現時点の日本の電力のラ
イフサイクル全体での二酸化炭素排出原単位である。化石燃料による火力発電では、発電量
1kWh につき 680g の二酸化炭素を排出するのに対して、太陽光発電では 46g～93g と排出量が非
常に低い。 
 
第 2-2-9 表 現在の日本の二酸化炭素排出原単位 
CO2排出原単位(g-CO2/kWh)
電力全体の平均 445
化石燃料火力発電の平均 680
太陽光発電 46～93  
           出典：NEDO 報告書および中央環境審議会資料 
 
 
 以下では、これまでの太陽光発電システムの普及が、現時点でどれだけの CO2 排出量の削減効
果をもたらしたのかを推計する。ここで計算する削減量は太陽光発電で発電された電力量を第
2-2-9 表の電力平均と太陽光発電の排出原単位の差を使って CO2 排出量の差に換算した値であ
る。まず NEF 公表の各年の太陽光発電システム 1kW 導入あたりの年間発電量(kWh/kW)と、その
年までの累積導入量(kW)をかけて年間発電量が計算できる。更にこの発電量を排出原単位にか
けることで、太陽光発電システムの導入によって削減された二酸化炭素排出量が計算できる。排出
削減量の計算には、現時点で最も普及している多結晶シリコン太陽電池(民生用)の排出原単位
58.61g-CO2 を利用している。第 2-2-10 図にこれまでに導入された太陽光発電システムの年間発
電量と、それがもたらした CO2 排出量の削減分を示す。太陽光発電システムの普及によって、現時
点までに累積で 264 万トンの CO2 排出量が削減されたと推計された。またこれらの太陽光発電シス
テムがそのライフサイクル全体（20 年間を想定）で削減する CO2 排出量はおよそ 750 万トンである。 
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第 2-2-10 図 太陽光発電システムの年間発電量と CO2 排出削減量 
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第 5 節 公的補助金制度が太陽光発電の普及に与えた影響 
 
 太陽光発電の公的助成制度のうち、前述の補助金制度がどれだけ効果があったのかを計量分
析手法を用いて測定する。分析手順の概要は以下である。 
 
1．住宅向け太陽光発電システムの需要モデルを推定 
2．クールノー競争のもとで太陽電池メーカーの費用関数を推定 
3．補助金制度がない場合の市場均衡点を１．および２．の結果を利用して推定 
 
1．太陽光発電の需要モデル 
まず、1．の需要関数の推定には、1997 年から 2005 年度までの都道府県ごとの住宅向け太陽光発
電の導入量のパネルデータを用いる。また、価格データについては太陽光発電システムの全国平
均価格を用いる。これらのデータはいずれも NEF 公表のデータである。 
なお 1994 年から 1996 年までの 3 年間は補助金制度がモニター事業として行われたため、太陽光
発電システムの価格データが収集されていなかった。このためこの期間を分析から除くものとする。 
 j 県の t 期における太陽光発電システムの導入量として、以下の需要関数を仮定する。 
 
ここで は太陽光発電の導入量(kW)、 はシステム価格、 は導入量に影響を与える要因、
は都道府県の固定効果(例えば独自の助成制度など)、そして は残差である。 の候補と
して考えるのは、都道府県の世帯数、1 世帯当たりの平均所得、年間日照時間、および 1 世帯あた
りの電力消費量である。また需要関数の推定では、導入量と価格の内生性の問題に対処するため、
操作変数を用いた 2 段階最小二乗法を利用する。ここで操作変数には太陽光発電システムの生
産コストにおいて最も影響が大きいと考えられるシリコン材料の価格を用いた。シリコン価格のデー
タは、半導体向け高純度多結晶シリコンの年間平均価格をレアメタルニュースより抽出した。 
 需要モデルの推定結果を第 2-2-11 表に示す。価格以外の変数では、世帯数および電力消費
量が正に有意な結果となった。つまり世帯数や、1 世帯あたりの電力消費量が伸びた年度ほど、よ
り多くの太陽光発電が導入されていることを意味する。また日照時間や所得水準については有意
な結果は得られなかった。これらの日照時間や所得の増加は、すぐには太陽光発電の導入には結
びついていないことを意味する。 
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第 2-2-11 表 住宅向け太陽光発電システムの需要関数の推定結果 
（1) (2) (3) (4)
システム価格 -6.254 *** -6.256 *** -6.902 *** -6.931 ***
(0.415) (0.417) (0.426) (0.409)
世帯数 19.544 *** 19.546 *** 17.052 *** 17.365 ***
(0.525) (0.525) (0.699) (0.660)
年間日照時間 -0.019 -0.316
(0.237) (0.242)
1世帯当りの電力消費量 2.354 *** 2.263 ***
(0.454) (0.445)
1世帯当たりの所得 -0.298
(0.312)
決定係数R2 0.893 0.893 0.894 0.894
多結晶シリコン価格を操作変数に用いて2段階推定
変数はすべて対数値、また括弧内の数値は標準誤差を表す
有意水準: * 5%, ** 1%, *** 0.1%  
 
2．太陽電池の費用関数 
 推定した需要関数のもとで、太陽電池メーカー各社の限界費用を求める。太陽電池産業は少数
の企業による寡占市場であると考えられるため、以下ではクールノー競争を仮定し各企業の限界
費用を算出した。クールノー均衡においては企業 i の限界費用は以下で与えられる。 
 
ここで、 は補助金額、 は太陽光発電システムのうち太陽電池価格以外の部分にか
かる費用、すなわち周辺機器価格および施工費用である。したがって太陽電池の価格 は関係式
を 満 た す 。 ま た 、 お よ び
である。 
 次に推定された限界費用の値を企業の生産性に影響を与える変数に回帰し、費用関数を推定
する。推定する費用関数は以下の Cobb-Douglas 型関数である。 
 
ここで kit は生産キャパシティ、lit は生産習熟度、zt は生産要素価格をあらわし、θはパラメータであ
る。推定に用いるデータのうち、生産要素価格には多結晶シリコン価格を用いている。また生産キャ
パシティについてはすべての企業が公表しておらず手に入らなかったため、各企業が稼働率 100%
で生産しているものとして太陽電池の全生産量の値で代用した。生産習熟度を測定する指標には
前期までの累積生産量を用いている。 
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第 2-2-12 表 費用関数の推定結果 
(1) (2) (3)
キャパシティ 0.005 0.006 ** 0.006 **
(0.010) (0.002) (0.002)
習熟効果 -0.011 -0.014 ** -0.014 **
(0.010) (0.005) (0.005)
多結晶シリコン価格 0.189 *** 0.190 *** 0.190 ***
(0.020) (0.016) (0.016)
トレンド -0.276 *** -0.270 *** -0.270 ***
(0.022) (0.010) (0.010)
企業固定効果 Yes Yes Yes
残差の分散不均一a No Yes Yes
残差の自己相関b No No Yes
Durbin Watson 統計量 1.261 ** 1.261 ** -
BP 統計量c 4.950 * - -
自己相関係数ρ - - 0.110
F 統計量 451.300 *** - -
Wald χ2 統計量 - 2.38E+09 *** 5.50E+08 ***
推定モデル : log(mcit) = f(xit) + ui + vit
変数はすべて対数値、また括弧の中の数値は標準誤差
a: 残差項に不均一分散を仮定 var(vit)=σi2
b: 残差項にAR(1)の自己相関を仮定 : vit = ρ vit-1 + εit
c: Breusch and Pagan ラグランジュ乗数検定 H0: var(vi) = 0
有意水準: * 5%, ** 1%, *** 0.1%
OLS FGLS
 
 
 費用関数の推定結果を第 2-2-12 表に示す。推定では OLS 推定を行ったところ、企業間で残差
の分散不均一および系列相関があるため、この影響を調整した FGLS を合わせて行っている。表内
のモデル(1)が OLS、モデル(2)が分散不均一を調整した FGLS、そしてモデル(3)が分散不均一およ
び系列相関を調整した FGLS による結果である。推定結果はすべての変数が有意となり、またパラ
メータの符号条件もおおむね予測どおりの結果となった。シリコン価格の増加によって限界費用が
あがり、また累積生産の増加とともに限界費用が下がる。また技術進歩による費用の低下はトレンド
項を通じて現れている。生産キャパシティについては規模が大きいほど限界費用は高まる結果とな
った。 
 
3．補助金の効果についてのシミュレーション 
 推定された需要関数と費用関数を使って補助金の効果についてのシミュレーション分析を行う。
補助金がない場合の、すなわち とした場合の市場均衡点を数値計算によって求める。
なお補助金制度は、生産性が一定のもとでの需要創出によって生産量を伸ばす効果だけでなく、
累積生産量が伸びることによる生産習熟効果によって生産性が向上させ、結果として更に生産量
が伸びるという効果も持っている。第 2-2-13 図に太陽光発電の導入量が補助金の有無によってど
の程度影響を受けたのかを図示する。 
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第 2-2-13 図 補助金制度が太陽光発電導入量に与えた影響 
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補助金制度は、1997 年から 2005 年の間の導入量を 540MW 増加させる効果があったことが確認さ
れた。これは補助金がない場合の導入量のおよそ 106%に相当する。 
 補助金制度による需要増加に際して、各企業の生産量の配分が市場均衡のメカニズムを通して
変化する。この結果、産業全体の限界費用は変化し、太陽電池の均衡価格は変化する。シミュレ
ーション結果からこの均衡点の変化による 1997 年から 2005 年までの太陽電池の平均の価格低下
はわずか 1.1%であった。第 2-2-14 図に補助金制度の有無によって受けた太陽電池価格の影響を
図示する。 
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第 2-2-14 図 補助金制度が太陽電池価格に与えた影響 
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 次に補助金制度によって増加した導入量が、どれだけの CO2 排出量の削減効果をもたらしたとい
えるのかを以下では計算する。ここでは、既に使われている太陽光発電がこれまでに削減した CO2
の量だけでなく、今後、継続して使われることで将来に削減される量も含んだ総削減効果を求める。
すなわち補助金制度によって増加した太陽光発電の増分がそのライフサイクル全体で削減する
CO2 量を求める。この計算では太陽光発電の寿命を 20 年、また年間初期発電量の 1%ずつ発電効
率が低下することを仮定し CO2 削減量を計算する（注）。また太陽光発電の CO2 排出単位原には
3.2.4 節で使った多結晶シリコン電池の 58.61g-CO2 を利用する。第 2-2-15 表に補助金制度の
CO2 排出量削減効果の推定結果を示す。1997 年から 2005 年までの補助金制度がもたらした太陽
光発電システムの導入増加量は総計で 381 万トンの CO2 削減効果を持っていることが分かる。 
 
 
 
 
 
                                                  
（注） 太陽光発電システムで用いられているパネル寿命としてメーカーでは 20 年を設定している場合が多い。また 10 年後の発電
効率としてメーカーでは初期発電量の 90%を保証していることが多い。 
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第 2-2-15 表 補助金制度による太陽光発電の普及と CO2 削減量 
1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 計
観測データ
導入量 (kW) 19486 24123 57691 74382 90997 141436 173688 200154 261742 1043699
総発生電力量 (MWh)a 336262 412415 914289 1063231 1321356 2017647 2227329 2649450 3143102 14085081
CO2削減量 (トン)
b 130137 167195 389347 477075 626882 1016047 1195878 1524438 1949566 7476563
補助金効果
導入量増分 (kW) 17999 22255 54424 62406 63211 91753 106717 74962 49639 543366
CO2削減量の増分 (トン) 120204 154250 367298 400261 435466 659135 734769 570935 369731 3812049
                     (%)c (92.4) (92.3) (94.3) (83.9) (69.5) (64.9) (61.4) (37.5) (19.0) (51.0) 
a: 太陽光発電システムのライフサイクル全体での発電量
b: 太陽光発電システムのライフサイクル全体でのCO2削減量
c: 全CO2削減量に占める補助金制度による削減量の比率
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第 6 節 補助金制度の費用対効果 
 
 前節では、1997 年から 2005 年度に給付された補助金が、太陽光発電の導入を 540MW 促進さ
せる効果があったことが推定された。そして、その普及がもたらした CO2 排出量の削減効果は 381
万トンであることが推定された。本節では、この CO2 削減効果を経済的な価値へと換算し、補助金
制度の費用対効果を分析する。 
 
1． CO2 の貨幣価値 
 CO2 の貨幣価値を算出するには、3 通りの方法が考えられている。第一の方法は、CO2 排出の社
会的コストをもとに算出する方法である。この方法では、大気中の CO2 濃度が増加することによって
起こる様々な経済的損失、例えば温暖化に起因する生態系変化がもたらす地域経済への影響、
異常気象による農作物・飲料の生産量の変化、あるいは災害発生による直接的な被害などを測定
し、これらの被害額から 1 単位の CO2 排出量の増加がもたらす社会的費用を算出する。この方法は、
CO2 削減効果の本来の意味での貨幣価値を算出する一方で、想定する経済・社会シナリオや、損
失額の見積もりによって、CO2 の貨幣価値に大きな幅が生まれる。こうした社会的コストの変動幅へ
の関心から、Tol（2005）では CO2 の社会的費用を算出した 103 の事例研究を分析し、それらが算
出した CO2 の貨幣価値からノンパラメトリック推定を行っている（注 1）。この結果、CO2 貨幣価値の分
布の平均値は 3044 円/t-CO2($93/t-C)、中央値は 458 円/t-CO2($14/t-C)であった（注 2）。 
 CO2 の貨幣価値を求める第 2 の方法は、CO2 を削減するためにかかる費用をもとに算出する方法
である。環境省が実施している「低炭素社会への実現に向けた脱温暖化 2050 プロジェクト」では、
2050 年に 1990 年比で 70％の CO2 排出量の削減を行うのにどれだけ費用がかかるのかを算出し
ている。その結果、想定する経済シナリオや技術進歩によって幅はあるものの、年間約 7 兆円～9
兆 9 千億円の費用がかかり、CO2 の 1 単位あたりの平均費用に換算すると 6818 円～10882 円
/t-CO2 であった。この方法による CO2 の貨幣価値は、対策費用にもとづいた金額であるため政策
立案に受け入れやすい一方で、目標となる経済シナリオや技術進歩を達成するためにかかる費用
が高くつき、結果として CO2 の貨幣価値を第一の方法に比べて高く見積る傾向がある。 
 CO2 の貨幣価値を算出する第 3 の方法は、市場取引価格にもとづく方法である。CO2 取引におい
て先行している EU 諸国では 2005 年度に導入された欧州排出量取引制度(EU-ETS)を契機として
事業者間での CO2 排出権取引が活発化している。世界銀行の報告によると 2005 年から 2007 年
にかけての 3 年間で 35 億トンの CO2 が取引され、取引額は 824 億 US ドルであった。この金額にも
とつづくと、CO2 の平均取引額は 2700 円/t-CO2 程度となる。一方、国内では環境省主導の下に
自主参加型での排出枠取引が事業者間で実施されている。2005 年度から 2007 年度までに 31 社
がこの取引に参加し、8.2 万トンの排出枠が取引された。その取引額の平均値は 1212 円/t-CO2
であった。取引額にもとづいた CO2 の貨幣価値は、市場自体がいまだ未熟であることを反映して全
体的に低い金額となる傾向がある。 
 本節では、上記にあがった 3 つの方法による CO2 の貨幣価値を用いて、補助金制度による太陽
光発電の増分がそのライフサイクルに削減する CO2 の経済的価値を算出する。ここで将来の CO2
                                                  
（注 1） Tol, R. S. J. (2005), The Marginal Damage Costs of Carbon Dioxide Emissions: An Assessment of the Uncertainties, 
Energy Policy, 33, pp.2064-2074. 
（注 2） 1997 年の基準為替相場、1 ドル=120 円にて換算 
  146
削減効果をどれだけ割り引くかによってその経済価値の評価は大きく変わる。ここでは将来の割引
率を 0～5%まで変化させ、それぞれについての算出結果を第 2-2-16 表にまとめた。この表から、将
来の割引を考えない場合、その補助金制度の CO2 削減効果の経済的価値は 17.5～436.7 億円で
あると見積られる。 
 
 
第 2-2-16 表 補助金制度による CO2 削減効果の経済的価値 
(a) (b) (c) (d) (e) (f)
458 1212 3044 6818 10882 11455
割引率 (%) 0 17.5 46.2 116.0 259.9 414.8 436.7
1 15.2 40.3 101.1 226.5 361.5 380.5
2 13.3 35.3 88.6 198.4 316.6 333.3
3 11.7 31.0 77.9 174.6 278.6 293.3
4 10.4 27.4 68.9 154.4 246.4 259.4
5 9.2 24.4 61.2 137.1 218.8 230.4
単位: 億円
1ドル = 120円 (1997年における基準外国為替, 日本銀行)
(a) Tol (2005)における中央値 ($14/t-C)
(b) 2005-2007の自主参加型CO2排出権取引の平均値
(c) Tol (2005)における平均値 ($93/t-C)
(d) 「2050日本低酸素社会シナリオ：温室効果ガス70%削減可能性検討」における下限値
(e) 「2050日本低酸素社会シナリオ：温室効果ガス70%削減可能性検討」における上限値
(f) Tol (2005)における95%値 ($350/t-C)
CO2の貨幣価値 (円/t-CO2)
 
 
 
2． 補助金制度の費用対効果 
 補助金制度によって、消費者は太陽光発電を導入する際の費用を抑えることができるため便益を
受ける。一方、生産者にとっては、たとえ同じ生産性であっても販売できる量が増加するため利益
が増加する。消費者と生産者のそれぞれが直面する価格差を補助金が賄っていることになる。補
助金制度の費用対効果を評価するには、補助金制度によって増加した消費者の便益（消費者余
剰）と生産者の便益（生産者余剰）に、外部効果すなわち CO2 削減効果の経済価値を合わせたも
のが、支出された補助金総額よりも大きいのかどうかを測定する必要がある。 
 消費者余剰は推定された需要関数を用いて以下で算出される。 
 
 
 
一方、太陽電池メーカーの生産者余剰は以下で与えられる。 
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ただし、この生産者余剰は、太陽電池メーカーのみのものであるので、周辺機器および施工業者の
便益を含んでいない。本稿では、これら周辺メーカーの便益も考慮するため、推定された太陽電池
産業全体の限界費用が太陽電池価格に占める割合（限界費用率）を、これら周辺メーカーの限界
費用率に等しいと仮定した。 
また太陽光発電の外部性すなわち CO２の経済価値の算出には以下の式を用いる。 
 
 
 
ここで は将来の割引率である。 
 第 2-2-1７表では上記の外部性を考慮して, 補助金制度の社会的便益を算出した。 
ここで 期の補助金支出を 、それによる消費者余剰の増額を 、生産者余剰の増額を
, 外部性の増額 で表して、補助金制度の純効果を以下の式で測定している。 
 
 
ただし である。  
第 2-2-17 表において、将来価値の割引を考えずに、現状の国内市場取引額 1212 円/t-CO2
を CO2 価格に用いた場合、補助金制度の純効果は-156 億円となる。一方、環境省の 2050 日本
低炭素社会シナリオでの対策費用 6818～10882 円/t-CO2 を CO2 価格に用いて評価した場合に
は、補助金制度の純効果は 57.9～213 億円となった。 
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第 2-2-17 表 補助金制度の社会的便益 
0 1 2 3 4 5
補助金支出 (億円) 1035.0 995.9 959.1 924.3 891.6 860.7
消費者余剰の増分 (億円) 569.8 544.1 520.1 497.6 476.4 456.6
生産者余剰の増分 (億円) 263.2 250.9 239.4 228.6 218.5 209.0
CO2削減効果の増分 (億円)
CO2の貨幣価値 (円/t-CO2)
(a)    458 17.5 15.2 13.3 11.7 10.4 9.2
(b)  1212 46.2 40.3 35.3 31.0 27.4 24.4
(c)  3044 116.0 101.1 88.6 77.9 68.9 61.2
(d)  6818 259.9 226.5 198.4 174.6 154.4 137.1
(e) 10882 414.8 361.5 316.6 278.6 246.4 218.8
(f) 11455 436.7 380.5 333.3 293.3 259.4 230.4
補助金の社会的便益 (億円)
(a) -184.5 -185.7 -186.3 -186.4 -186.3 -185.9
(b)  -155.8 -160.6 -164.3 -167.1 -169.3 -170.7
(c) -86.0 -99.8 -111.0 -120.2 -127.8 -133.9
(d) 57.9 25.6 -1.2 -23.5 -42.3 -58.0
(e) 212.8 160.6 117.0 80.5 49.7 23.7
(f) 234.7 179.6 133.7 95.2 62.7 35.3
単位: 億円
1ドル = 120円 (1997年における基準外国為替, 日本銀行)
(a) Tol (2005)における中央値 ($14/t-C)
(b) 2005-2007の自主参加型CO2排出権取引の平均価格
(c) Tol (2005)における平均値 ($93/t-C)
(d) 「2050日本低炭素社会シナリオ：温室効果ガス70%削減可能性検討」における下限値
(e) 「2050日本低炭素社会シナリオ：温室効果ガス70%削減可能性検討」における上限値
(f) Tol (2005)における95%値 ($350/t-C)
補助金の社会的便益は、消費者余剰の増分、生産者余剰の増分、CO2削減効果の増分の和から補助金支出を差引いた額
割引率 (%)
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第 7 節 今後の課題 
 
本調査報告では、近年の太陽光発電産業の発展を俯瞰するとともに、その背景にある太陽電池
セルの技術進歩についての調査を行った。また研究開発や公的助成制度を通じて、政府や地方
自治体が太陽光発電の普及に果たした役割についても述べた。特に、住宅向け太陽光発電に関
しては、その普及を説明するモデルを経済データから推定し、補助金制度が普及に与えたインパク
トの計測を行った。以上の分析では、分析に利用できるデータの制約や、経済的手法の限界等に
よって、得られた結果にいくつかの条件があることを最後に述べておく。 
まず、本調査報告で実施した経済モデルによる分析は、生産関数、需要関数からの部分均衡
分析に基づいて社会的便益を算定したものであり、太陽光発電の普及が他の産業に与えた影響
を考慮していない。サンシャイン計画以降の継続的な公的支援により、売上 4000 億円の新規産業
が成立したことから、それに伴う雇用創出や関連産業への波及効果など、政策的投資の乗数効果
は大きいと考えられる。更に、太陽電池の研究開発プロセスから、液晶産業等の関連産業への技
術的なスピルオーバーは、日本が強みを持つ新規産業を別途誘発するなどの効果を持っていると
考えられる。こうした政策の多面的な意義については、必要に応じて、別途分析を行う必要がある。 
また、住宅向け太陽光発電の普及には、第 3 節で触れた余剰電力の買取制度の果たした役割
が大きかったという意見がある。実際に 2007 年時点で、住宅向け太陽光発電による発電量の約
56%が系統に売電されており、一般家庭が太陽光発電を導入するインセンティブとして、買取制度
は一定の効果を持っていると考えられる。本調査では主として電力の買取価格のデータが利用で
きない理由から、その効果を外生的に扱い分析していない。しかしながら、2010 年度には、現在の
RPS による買取制度から、50 円/kWh という高価格での買取りを保証する固定価格買取制度の導
入が予定されており、今後、この制度についてその費用対効果を含めて十分な議論と検証が必要
になると考えられる。 
また、本調査分析では、太陽光発電の外部効果として CO2 排出量の削減という側面のみを扱っ
た。太陽光発電を普及させるメリットとしては、その他にも将来の化石燃料の枯渇問題への対応や、
災害時の補助電源として利用できる点などがあげられている。こうした正の外部性を考慮することで
太陽光発電への投資の費用対効果は、本調査分析で得られた結果よりも更に高まるものと考えら
れる。 
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第 3 章 対象技術 2―――メバロチン（脂質異常症治療剤） 
 
第 1 節 メバロチンの登場による脂質異常症治療剤市場の変化 
 
1. 脂質異常症治療剤市場の拡大 
高齢化の進展および生活習慣の変化により、血中コレステロール値が基準値よりも常に高い状
態にある脂質異常症（注 1）の患者が増加してきている。 
脂質異常症は、動脈硬化進行の主要な危険因子とされており、その進行は冠動脈疾患による
死亡リスクを増加させることが疫学的に立証されている（注 2）。そのため、脂質異常症の状態にある患
者はコレステロールの値を適切に管理する必要があり、その第一の方法が運動療法や食事療法と
いった生活習慣の改善となる。しかし、生活習慣の改善だけではコレステロールの十分な低下が難
しいこともあり、現在では多くの患者が脂質異常症治療剤を利用している。 
第 2-3-1 図は、医薬品市場の売上高全体と脂質異常症治療剤の売上高の推移を、1986 年を
基準値（＝100）として示している。1986 年から 2006 年にかけての医薬品市場全体の売上高の伸
びが 2 倍程度に対して、脂質異常症治療剤市場の売上高の伸びは 7～8 倍となっている。特に
1989 年から 1990 年代初めにかけての伸びは著しく、この時期に市場が急激に拡大している。この
理由として、高齢化の進展や生活習慣の変化による患者数の増大が挙げられるが、日本発の画期
的新薬であるメバロチンが販売されたことも大きく影響している。 
 
第 2-3-1 図 1986 年を基準とした脂質異常症治療剤の売上高の推移 
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出典：IMS Japan より作成
 
 
2. メバロチン登場の経緯および市場への影響 
メバロチンは 1989 年に三共（現在の第一三共）から販売された脂質異常症治療剤である。メバロ
チンの大きな特徴は、メバロチンの登場以前に頻繁に利用されていたフィブラート系、プロブコール
                                                  
（注 1） 以前は高コレステロール症または高脂血症という名称だったが、2007 年 7 月より脂質異常症に名称が変更された。 
（注 2） 日経メディカル 2007 年 12 月号の 104-105 ページを参照。 
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系と呼ばれる治療剤と比較して、大幅な総コレステロールの低下を実現した点にある（ 注 1）。第
2-3-2 表に示しているように、フィブラート系の治療剤であるリポクリンの総コレステロール変化率が
-6.0%、プロブコール系の治療剤であるロレルコの変化率が-13.5%に対して、メバロチンの変化率は
-18.0%と、リポクリンやロレルコの約 1.5～3 倍の数値を示している。 
また、総コレステロール変化率が比較的大きいロレルコは、善玉コレステロールである HDL コレス
テロールの数値まで下げてしまう問題点があった。それに対して、メバロチンは大幅な総コレステロ
ールの低下を実現するとともに、HDL コレステロールを増大させる効果を有しており、この点からも
画期的な治療剤といえる。 
 
第 2-3-2 表 メバロチンの特徴 
リポクリン
（フィブラート系）
ロレルコ
（プロブコール系）
　上市年 1989年 1981年 1985年
　上市時の薬価 254.8円 127.2円 96.6円
　副作用発現率 3.09% 9.60% 2.07%
  総コレステロール変化率 -18.0% -6.0% -13.5%
　HDLコレステロール変化率 7.9% 11.0% -18.8%
出典：aiレポート2004
メバロチン
従来からの脂質異常症治療剤（一部）
 
 
メバロチンが、従来の治療剤とは大きく異なる効果を実現した理由は、画期的な作用機序を用い
た点にある。一般的に、コレステロールは食品から摂取されるが、体内においては主に肝臓で合成
が行われる。従来の脂質異常症治療剤は、主に血液中のコレステロールを吸着して体外に排出し
ていたのに対し、メバロチンは、肝臓内でのコレステロールの合成に不可欠な HMG-CoA 還元酵素
の活動そのものを妨げ、LDL コレステロールの合成を阻害することに成功した。詳細については後
述するが、現在、メバロチンと同様の作用機序の治療剤は数多く販売されており、これらの治療剤
はスタチン製剤と総称されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                  
（注 1） フィブラート系、プロブコール系の説明については、本節第 4 項で行う。 
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第 2-3-3 図 脂質異常症治療剤の作用機序 
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メバロチンの開発は、三共が 1971 年に化学物質の探索を始め、2 年後の 1973 年に世界で初め
て HMG-CoA 還元酵素物質を見つけることに成功した。そのため、メバロチンは世界初のスタチン
製剤になるはずだったが、三共は米メルクの要請を受け、1976 年から 1978 年にかけて、メバロチン
の前段階ともいえるメバスタチンのデータと結晶を提供した。これは、三共がいずれは米メルクと提
携して、世界規模の開発を期待していたためである。 
しかし、メバスタチンの情報と価値を知った米メルクは、独自に HMG-CoA 還元酵素阻害剤のス
クリーニングを進め、1979 年 2 月に微生物からメビリノン（後のロバスタチン）の結晶の単離に成功し
た。そして、1980 年 4 月に三共に先駆けてロバスタチンのフェーズⅠを開始し、1987 年に世界初の
スタチン製剤であるロバスタチンの認可をアメリカ食品 医薬品 局（FDA：U.S. Food and Drug 
Administration）から取得した。 
それに対して、三共が開発をスタートさせるまでに時間を要し、実際に開発をスタートさせたのは、
HMG-CoA 還元酵素物質の発見から 8 年が経過した 1981 年で、販売に至っては 1989 年まで遅
れた。そのため、メバロチンは「世界初の HMG-CoA 還元酵素阻害剤」ではなく、「日本初の
HMG-CoA 還元酵素阻害剤」となった（注 1）。 
                                                  
（注 1） メバロチンの開発については、『ai report 2004』の 628-629 ページを参照。 
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しかし、特許制度の違いから、ロバスタチンの特許が認められたのは米国のみであり、他の世界
各国では先願のプラバスタチンの特許が認められたため、メバロチンは日本発の画期的新薬として、
その後、世界的に大きな売上高を獲得するに至った。 
 
3. メバロチン登場以降の脂質異常症治療剤市場（注 1） 
総コレステロールの大幅な低下を実現したメバロチンが販売されたことで、脂質異常症治療剤市
場は大きく変化し、メバロチンと同様の作用機序を持つスタチン系の治療剤の開発が促された。そ
の結果、現在ではスタチン系の脂質異常症治療剤が数多く販売されている。 
第 2-3-4 表は主要な脂質異常症治療剤の販売年を示している。1980 年代は、フィブラート系の
医薬品が数多く上市されているが、メバロチン上市後の 1990 年以降に販売された医薬品では 3 分
の 2 以上がスタチン系の治療剤である。 
 
第 2-3-4 表 主要な脂質異常症治療剤の販売年 
1967年 ユベラニコチネート（エーザイ）
1971年 コレキサミン（杏林） 1971年 MDSコーワ（興和＝日研化学）
1979年 ペシリット（三和）
1981年 リポクリン（住友）
1984年 エラスチーム（エーザイ）
1985年 シンレスタール（第一製薬）
1984年 ユベラN（エーザイ）
1985年 ロレルコ（大塚製薬）
1989年 メバロチン（三共）
1991年 リポバス（萬有） 1991年 ベザトール（キッセイ）
1995年 ベザリップ（日本ロシュ）
1998年 ローコール（ノバルティス、田辺）
1999年 セルタ（武田）
1999年 バイコール（バイエル） 1999年 リパンチル（グレラン、科研、武田）
2000年 リピトール（ファイザー）
2003年 リバロ（興和、三共）
2004年 クレストール（塩野義製薬、アストラゼネカ）
出典）「今日の治療剤」より作成
スタチン系治療剤 フィブラート系治療剤 その他の治療剤
 
 
以下で、メバロチン以降に登場したスタチン製剤について、簡単に説明を行う。まず、1991 年に
販売が開始されたリポバスだが、これは前述した米メルクが開発したロバスタチンの日本での販売
名である。米メルクは世界初のスタチン製剤であるロバスタチンを開発したが、米国以外では先願
のメバロチンが特許を獲得したため、その効果を若干強めたシンバスタチンを用いることになった。
日本においても、米メルクは萬有製薬を通じてスタチン製剤の販売を行うことになるが、上記のメバ
ロチンとの特許の関係から、ロバスタチンではなくシンバスタチンであるリポバスを発売することにな
った。リポバスは、メバロチンと同程度もしくは若干上回る総コレステロールの低下を実現し、かつ
1991 年の販売開始からローコールが販売される 1998 年までの 7 年間、メバロチン以外の唯一のス
タチン製剤であったこともあり、2001 年まで脂質異常症治療剤で第 2 位の売上高を記録していた。 
1998 年にノバルティス（現在のノバルティス・ファーマ）と田辺製薬（現在の田辺三菱製薬）の併
                                                  
（注 1） 各スタチン製剤の説明については、『脂質代謝異常-脂質異常症・低脂血症-』の 458-464 ページ、『月刊ミクス 2001 年
増刊号』の 35-38 ページ、『ai report 2004』の 627-638 ページを参照。 
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売で販売が開始されたローコールは、メバロチンやリポバスがカビ類から単離された天然の化合物
であるのに対して、化学合成されたものである。そのため、メバロチンやリポバスが HMG-CoA 還元
酵素阻害剤の第 1 世代とするならば、ローコール以降の HMG-CoA 還元酵素阻害剤は第 2 世代
に属することになる。しかし、メバロチンとリポバスが既に多くの患者に利用されていたこと、加えて、
メバロチンやリポバスと比較して、総コレステロールの変化率にそれほど大きな違いがなかったことも
あり、メバロチンやリポバスほどの売上高を得ることはできなかった。 
ローコールが販売された翌年の 1999 年に、バイエルがバイコール、武田薬品工業がセルタとして
併売するスタチン製剤が発売された。これは、バイエルが開発した「最強のスタチン」といわれたコレ
ステロール低下薬であり、0.2mg の処方量で LDL コレステロールを 30%低下させる効果を有してい
た。これだけの水準の LDL コレステロールを低下させるには、メバロチンが 40mg、リポバスが 10mg
を必要としていたとされ、非常に高い効果を有していたといえる。しかし、セルタ、バイコールとフィブ
ラート系の脂質異常症治療剤との併用で、骨格筋細胞の融解や壊死が起こる横紋筋融解症の危
険性が高いことが判明し、2001 年に全世界から撤退することになった。 
2000 年に山之内製薬（現在のアステラス製薬）がワーナー・ランパート（現在のファイザー）から導
入し、販売を開始したリピトールは、現在、世界でもっとも利用されている脂質異常症治療剤である。
リピトールの特徴は、先行するスタチン製剤と比較して、LDL コレステロール、中性脂肪の変化率が
大きいことにある。その上、安全度・副作用でも先行するスタチン製剤と変わりないため、販売後、
着実に売上高を伸ばしてきている。 
また、リピトールと同様に、高いコレステロール低下作用を持つ治療剤として、興和と三共が共同
で開発し、2004 年に発売したリバロがある。リバロの特徴は、特に LDL コレステロール低下作用が
強力で、リピトールに次ぐ 2 番目のスーパースタチンと呼ばれている（リバロの LDL コレステロールの
低下作用は 30%を超えており、メバロチン、リポバス、ローコールの 18～20%よりも高い数値を記録し
ている）。 
このようにメバロチンの販売以降、同様の作用機序をもつ治療剤が次々と開発されたこともあり、
現在、メバロチンの売上高はスタチン製剤で第 2 位となり、今後も売上高は低下していくと予測され
る。しかし、売上高を伸ばしているリピトールやリバロは、メバロチンの作用機序を改良した治療剤で
あり、メバロチンの画期的な作用機序が発見されていなければ、これら治療剤も販売されなかったと
考えられる。そのため、メバロチンは、自身の登場によって脂質異常症治療剤市場にインパクトを与
えた同時に、以降の脂質異常症治療剤の開発にも大きな影響を及ぼし、こちらの効果も非常に大
きいといえる。 
第 2－3－5 図は脂質異常症治療剤の売上高にしめる、スタチン製剤の売上高とスタチン製剤以
外の脂質異常症治療剤の売上高の比率を示している。メバロチンの販売直後の 1989 年はスタチ
ン製剤のシェアは 10%程度だったが、翌年の 1990 年には 60%近いシェアを占めるに至り、1990 年
代を通じてシェアを拡大させている。そして、1990 年代後半以降、メバロチンの売上高は大幅に減
少することになるが、メバロチンを改良したリピトールやリバロが販売されたことで、スタチン製剤の売
上高は、現在でも脂質異常症治療剤市場の 80%以上を占めている。 
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第 2－3－5 図 スタチン製剤の売上高の比率 
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出典：IMS Japan より作成
 
 
 
4. スタチン製剤以外の脂質異常症治療剤（注 1） 
本節の最後に、スタチン製剤以外の代表的な脂質異常症治療剤について説明を行う。ただし、
売上高に占める割合は少ないが、スタチン製剤以外の脂質異常症治療剤は数多く販売されており、
全てをカバーすることは難しい。そこでメバロチンの登場以前において頻繁に使用されていた、フィ
ブラート系、ニコチン酸系、プロブコール系に焦点を当て説明を行う。 
フィブラート系治療薬は脂質異常症治療薬として最も長い歴史を有しており、1966 年に ICI ファ
ーマ（現在のアストラゼネカ）からアモトリール、1971 年に吉富製薬（現在の田辺三菱製薬）からコレ
ソルビン、1981 年に住友製薬（現在の大日本住友製薬）からリポクリンが販売され、これらが 1970
年代から 1980 年代にかけての代表的な脂質異常症治療剤として、頻繁に利用された。 
フィブラート系治療剤の副作用は、投与中に骨格筋の融解、壊死により筋細胞成分が血液中へ
流出した病態である横紋筋融解症が発現したとする症例が報告されているが、臨床上問題となるこ
とはないとされている。ただし、悪心、食欲不振、頭痛、めまい、などが稀ではあるが認められており、
現在ではスタチン製剤と比較して、副作用の大きな治療剤とされている。 
メバロチンの販売以降、フィブラート系治療剤は総コレステロール低下作用が弱く、副作用も多
いということで、市場規模は縮小していくと予測された。しかし、1990 年代以降も、新たな特徴を有
するフィブラート系脂質異常症治療剤が上市され、依然として一定のシェアを獲得している。 
そのようなフィブラート系脂質異常症治療剤の一つが、1991 年にキッセイ薬品より販売されたベ
ザトールである。同剤は、ドイツのベーリンガー・インゲルハイムからの導入製品であり、1995 年には
                                                  
（注 1） スタチン製剤以外の脂質異常症治療剤の説明については、『脂質代謝異常-脂質異常症・低脂血症-』の 465-493 ペー
ジ、『月刊ミクス 2001 年増刊号』の 38-41 ページ、『ai report 2004』の 642-651 ページを参照。 
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ベーリンガー・マンハイム（現在のロシュ）からも、ベザリップとして併売されている。同剤の特徴は、
中性脂肪の変化率がスタチン製剤よりも高い点にある。近年の疫学調査の結果より、中性脂肪の
上昇が動脈硬化に少なからず影響することが指摘されており、この中性脂肪に対して強い低下作
用を示すことで、ベザトールは評価を得ている。 
また 1995 年にグレラン製薬（現在のあすか製薬）と科研製薬が販売を開始したリパンチルも再評
価されたフィブラート系脂質異常症治療剤である。同剤はグレラン製薬がフランスのフルニエから導
入しており、1 日 1 回の投与により、LDL コレステロール値の低下、HDL コレステロール値の増加、
中性脂肪の低下を実現することで、総合的にコレステロールを改善できることが特徴となっている。
臨床的には中性脂肪が高い患者だけでなく、中性脂肪と LDL コレステロールの両方が高い患者に
も効果を示している。 
ニコチン酸系の脂質異常症治療剤は、1967 年にユベラニコチネート、1984 年にユベラ N がエー
ザイから販売されており、フィブラート系と同様、古くから脂質異常症の治療剤として利用されている。
しかし、ニコチン酸系治療剤のコレステロールの低下作用は、スタチン製剤と比較すると非常に弱
いとされている。その上、副作用に関しても、服用後に顔が赤く熱感を伴うフラッシングの症状が確
認されており、スタチン系と比較して、優れた治療剤というわけではない。しかし、ユベラニコチネート
の上市が 1967 年と非常に古く、使用方法が熟知されていること、そして古くから販売されていること
で薬価も安価であることで、ニコチン酸系は現在でも一定のシェアを獲得している。 
最後に、プロブコール系の脂質異常症治療剤だが、現在販売されている主な治療剤は、1985
年に第一製薬（現在の第一三共）が販売を始めたシンレスタール、同年に大塚薬品が販売を始め
たロレルコである。シンレスタールおよびロレルコは、米マリオン・メレル・ダウ（現在のサノフィ・アベン
ティス）が開発した医薬品である。同剤の特徴として、LDL コレステロールの低下作用だけではなく、
強力な抗酸化作用を有する点が挙げられている。しかし、前述の通り、本来であれば下がることが
望ましくない HDL コレステロールを低下させるという問題点があった。また、プロブコール系の特徴
の一つである抗酸化作用についても、疫学的試験で十分に明らかにされていないことや、プロブコ
ールの 1 日当たりの使用量が 500～1000mg と多いにも関わらず、スタチン製剤と比較して、コレステ
ロール低下作用が低いこともあり、現在、売上高は減少傾向にある。 
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第 2 節 脂質異常症の診断および治療 
 第 1 節では、急速に拡大した脂質異常症治療剤市場について概観した。では、患者数が増大し、
推定患者数が 2,000 万人を超えるともいわれる脂質異常症とはどのような疾病なのか。本節では、
脂質異常症の特徴および診断、治療方法について概観する。 
 
1. 脂質異常症の診断基準 
脂質異常症は、血清脂質を構成する要素のうち、コレステロールと中性脂肪のいずれか一方、な
いしは両方が増加し、正常値より常に高くなっている状態を指す。しかし、脂質異常症の状態にあ
っても自覚症状があるわけではなく、通常は気づくことなく日常生活を過ごすことが多い。そのため、
脂質異常症を原因とする動脈硬化がほとんど無症状のまま進行していき、ある限度を超えた場合
に、冠動脈疾患の症状が現れることになる。 
脂質異常症の診断については、患者の自己症状に任せるのではなく、血液検査が行われ、その
結果をガイドラインに照らし合わせて判断されることになる。現在、我が国で使用されているガイドラ
インは、日本動脈硬化学会が 2007 年に作成したものである。2007 年版ガイドラインの大きな変更
点は、総コレステロール値によって判断された高コレステロール血症（Ⅱa 型）が廃止された点にある。
しかし、2007 年版のガイドラインが発表されるまでは、総コレステロールの数値によって脂質異常症
かどうかは判断されており、疫学調査でもこの基準が用いられている（注 1）。そのため、本報告では、
2002 年のガイドラインの診断基準も記載している（注 2）。 
第 2-3-6 表は日本動脈硬化学会が 2002 年、2007 年に制定したガイドラインのコレステロール等
の基準値を示している。なお、各基準値は空腹時採血による数値である。 
 
第 2-3-6 表 脂質異常症の判断基準 
2007年版の診断基準
高コレステロール血症（Ⅱa型） 高LDLコレステロール血症（Ⅱb型）
廃止 LDLコレステロールが140mg/dL以上
低HDLコレステロール血症（Ⅲ型） 高トリグリセリド血症（Ⅳ型）
HDLコレステロールが40mg/dL未満 トリグリセドが150mg/dL以上
2002年版の診断基準
高コレステロール血症（Ⅱa型） 高LDLコレステロール血症（Ⅱb型）
総コレステロールが240mg/dL以上 LDLコレステロールが140mg/dL以上
総コレステロールが220～239 mg/dLの
場合は境界域高コレステロール血症
LDLｰコレステロールが140～159mg/dLの
場合は境界域高LDLコレステロール血症
低HDLコレステロール血症（Ⅲ型） 高トリグリセリド血症（Ⅳ型）
HDLコレステロールが40mg/dL未満 トリグリセドが150mg/dL以上
出典：日本動脈硬化学会ガイドライン  
                                                  
（注 1） 例えば、Nippon Data80 Research Group（2006）’Risk Assessment Chart for Death from Cardiovascular Disease Based 
on a 19-Year Follow-up Study of a Japanese Representative Population,’ Circulation Journal, Vol.70, pp.1249-1255.
など。 
（注 2） 本報告の第 3 節、4 節における分析では、1991 年から 2005 年のデータを使用しているため、分析に用いる脂質異常症
患者数を 2002 年のガイドラインに基づいて算出している。 
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2.脂質異常症の治療方法 
脂質異常症の診断については、ガイドラインに基づいて評価が行われる。そして、ガイドラインの
基準値から外れると治療の対象となり、第 2-3-7 図に従って治療方法が決定される。 
 
第 2-3-7 図 脂質異常症の治療手順 
出典）日本動脈硬化学会ガイドライン
冠動脈疾患なし
（1次予防）
冠動脈疾患あり
（2次予防）
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・高血圧
・糖尿病（耐糖尿異状を含む）
・喫煙
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4以上3210
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まず脂質異常症と診断された時点で、冠動脈疾患の既往歴があるかが問われる。冠動脈疾患を
発症したことのある患者は状態を評価することなく、評価は C となり、第 2-3-8 表の脂質管理目標が
設定される。それに対して、冠動脈疾患を発症したことのない患者については、年齢、血圧、糖尿
病の有無、喫煙の有無等を考慮した上で、脂質管理目標が設定される。 
そして、設定された脂質管理目標値を達成するために、生活習慣の改善、つまり食事療法、運
動療法が行われるが、生活習慣の改善だけではコレステロールや中性脂肪が十分に低下しない場
合に薬物療法が実施されることになる。 
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第 2-3-8 表 脂質異常症患者の脂質管理目標  
冠動脈疾患 LDL-C以外の
主要冠危険因子
総コレス
テロール
LDLコレス
テロール
HDLコレス
テロール
中性脂肪 高血圧 糖尿病 喫煙
A 0 ＜240 ＜160
B1 1
B2 2
B3 3
B4 4以上
C あり - ＜180 ＜100
出典：日本動脈硬化学会ガイドライン
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前述の通り、脂質異常症は自覚症状がないまま動脈硬化が進行し、適切な治療が施されなけれ
ば、冠動脈疾患にまで発展し、死亡に至るリスクが高まる。コレステロールおよび中性脂肪が増加
する原因については、加齢や後天的な暴飲暴食による肥満が一般的だが、先天的な遺伝によるも
のも挙げられている。そして、遺伝が主な原因である場合は原発性脂質異常症、加齢や後天的な
暴飲暴食が原因である場合は続発性脂質異常症に分類される。原発性脂質異常症は、特定疾患
に指定されており、現在でも原因が分からないものもある。それに対して、続発性脂質異常症は生
活習慣に起因しており、現在の日本の脂質異常症患者の多くは続発性脂質異常症の患者である。
ただし、原発性脂質異常症と続原発性脂質異常症で診断基準や治療方針が異なるわけではなく、
両者とも上述した手順に従って、治療が施されることになる。 
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第 3 節 脂質異常症治療剤の需要構造 
 本節では、メバロチンを含む脂質異常症治療剤の 1991 年から 2005 年までの市場データを用い
て需要関数を推定し、メバロチンの普及にどのような要因が影響を及ぼしたかを明らかにする。 
 
1.モデルの定式化 
 本項では、具体的に推定するモデルを構築する。需要関数の推定には、discrete choice model
に基づく方法を用いる。この手法を用いることで、脂質異常症治療剤の需要を、たがいに品質の異
なるブランドごとに推定することが可能となる。 
ただし、discrete choice model を用いて分析を行う際には、誰が当該製品を需要しているのかを
明確にする必要がある。脂質異常症治療剤の実際の利用者は患者であるが、数多くの医薬品の
中から患者が自身に最も適した製品を選択することは非常に難しい。そのため、本報告では、医師
が代理人として、患者に最も適した脂質異常症治療剤を選択していると仮定する。本報告の最終
的な目的は、メバロチンがなかったことで脂質異常症治療剤の処方がどのように変化し、メバロチン
がある場合と比較して、冠動脈疾患にて死亡するリスクがどの程度軽減されたかを検証することに
ある。そのため、医師が患者の代理人として脂質異常症治療剤を需要するとしても、今後の分析に
問題はない。 
まず、需要者である医師 が、以下のような間接効用関数を最大化するように、 の種類の中
から、脂質異常症治療剤 を購入すると仮定する。ここで、 には、脂質異常症治療剤を使用し
ないという選択肢も含んでおり、需要者が を選択したならば、どの治療剤も使用しないとし、こ
のときの需要者の効用は 0 とする。 
 
     (1) 
 
 は、医師 が脂質異常症治療剤 を処方することで得られる効用、ベクトル は、脂質異常症治
療剤 の観察することのできる特徴、 は脂質異常症治療剤の価格、 は観察することのできない
脂質異常症治療剤 の特質をあわらし、 とする。 
 
 
 
とすると、 は脂質異常症治療剤 の平均的な医師に与える効用水準をあらわすことになり、それ
ぞれの医師に対する評価の違いは平均ゼロとなる誤差項 となる。 
 さらに、需要構造はネスト型ロジットモデルに従うものとする。具体的には、第 1 節で述べたように、
スタチン系、従来の治療剤（フィブラート系、プロブコール系、ニコチン酸系）、その他の治療剤の 3
つのグループに分かれ、医師は、最初に脂質異常症治療剤を「使用する」、「使用しない」の二つ
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の選択肢から一つを選択し、「使用する」を選んだ際に、「スタチン系を使用する」、「従来の治療剤
を使用する」、「その他の治療剤を使用する」という 3 つの選択肢から一つを選択すると仮定する。こ
れを図示すると、第 2-3-9 図となる。 
 
第 2-3-9 図 ネストの構造 
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上記の仮定をおくことで、  
 
 
 
と書くことができる。(3)式の は、extreme value distribution に従い、脂質異常症治療剤と需要者
に対して、互いに独立で同一に分布するような、医師 特有の好みをあらわすとのとする。 は医
師 が、グループ に属する全ての脂質異常症治療剤に対して共通してもつ好みをあらわすものとす
る。このような共通の好みは に依存する。 は、それぞれのグループの中での、各脂質異常症治
療剤と他の脂質異常症治療剤との代替性を示すパラメータで、0 以上 1 未満となる。 のとき、
市場はグループに分かれていないといえ、 が大きくなるにつれて、需要者の好みも、同じグルー
プにある治療剤での相関が高くなる。 
 以上の仮定より、あるグループ の脂質異常症治療剤 のマーケットシェアは、
とすると、 
 
 
となる。脂質異常症治療剤を使用する患者全体の市場は、脂質異常症治療患者のうち、医師へ
受診したことのある個人とする。そのため、マーケットシェア は、医師へ受診したことのある脂質異
常症治療患者に対する販売量の割合で定義する。式（4）の第 1 項は、脂質異常症治療剤 のグル
ープ内のシェアをあらわし、これを とする。第 2 項は、市場全体に対するグループ のシェアをあら
わす。式(4)については、以下のように変形することができる。 
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ここで脂質異常症治療剤を購入しないときの需要者が得る効用を 0 と仮定しているので、
となり、式（5）は、さらに 
 
 
 
と変形でき、これが本報告で推定する需要関数となる。 
価格を示す については、薬価差（=薬価－取引価格）を用いる。医師は患者の代理人として脂
質異常症治療剤を処方するが、自身の収入を増やそうとするならば、他の製品特性が同じであれ
ば、より薬価差の大きな脂質異常症治療剤を選択すると考えられる。 
医薬品の観察することのできる特徴としては、販売されているパッケージ数、ブランド医薬品ダミ
ー、上市後の経過年数、企業ダミー、個体効果、時間効果を用いた。 
販売されているパッケージ数とは、各脂質異常症治療剤の各剤型で販売されているパッケージ
数の合計を示している。同じ医薬品であってもカプセルや錠剤など異なった剤型のものが販売され
ており、また同一の剤型でも封入されている個数が異なる複数のパッケージが販売されている。そ
のため、治療剤によって販売されているパッケージの数は異なっている。ブランド医薬品ダミーは、
当該脂質異常症治療剤が、その成分の治療剤の中で最初に販売されたものかどうかを示している。
最初に販売された場合は 1、それ以降に販売された場合には 0 となる。上市後の経過年数は、各
脂質異常症治療剤が販売されてから何年経過しているかを示している。また、個体効果には、各脂
質異常症治療剤の成分をダミー変数として用いている。成分が同じであれば、理論的には同じ効
果を有すると考えられるため、この変数で各脂質異常症治療剤の治療上の効果といった、治療剤
固有の特徴をコントロールすることができる。 
また、 については、第 2-3-11 図で示した需要構造を想定している。これまでに述べてきたよう
に、メバロチンが登場する以前では、フィブラート系、ニコチン酸系、プロブコール系の 3 つが主要な
治療剤として利用されていたため、これら 3 つを一つのグループとする。そして、現在の治療の主流
となっているメバロチンを含めたスタチン製剤を一つのグループとし、残りの治療剤をその他の治療
剤として一つのグループとする。医薬品を利用せず、運動療法、食事療法のみ実施した場合は、ア
ウトサイドグッズとする。 
 
2.データについて 
需要関数の推定に用いるデータとして、主に IMS の「医薬品市場統計」を用いた。この統計資料
より、脂質異常症治療剤の販売量、売上高、パッケージ数、製造した企業などを把握することがで
きる。各脂質異常症治療剤の薬価、上市年数、先発医薬品かどうか、については、『今日の治療
薬』、『治療薬マニュアル』を用いた。 
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 ただし、本報告では、価格を示す説明変数として薬価差を用いているため、各治療剤の取引価
格を把握する必要がある。現在、日本で採用されている薬価算定方式は、銘柄・包装別の取引価
格の加重平均値で、下記の式(7)で計算される（注 1）。 
 
 
  
は t 年の薬価基準（新薬価）、 は t-1 年（前年）の薬価調査の加重平均（市場取引価格）、
は t-1 年の薬価基準（旧薬価）、r は一定価格幅（R 幅）を示している。つまり、前年に取引され
ていた医薬品の取引価格の加重平均と前年の薬価に一定の調整幅を乗じた値を加えたものが新
薬価となるため、この（7）式を用いて取引価格を計算した。 
R 幅については、新薬価算定方式が制定された 1991 年時点では 15％に設定されていたが、そ
の数値は年々変化してきている。第 2-3-10 表に R 幅の推移を示しているが、1992 年からおおむね
2 年毎に薬価改定が行われ、その幅は縮小してきた。そのため、現在の薬価制度では、①上市後
の年数が経過するほど薬価は安くなっていく、②上市後の年数が経過するほど薬価と取引価格の
差が 0 に近づくため、医師や医療機関が薬価差益を得ることが困難になる、という特徴がある。 
 
第 2-3-10 表 R 幅の変化 
R幅 薬価調査実施年月
1992年 15% 1991年6月
1994年 13% 1993年6月
1996年 11% 1995年6月
1997年 10% 1996年9月
1998年 5% 1997年9月
2000年 2% 1998年9月
2002年 2% 2001年9月
2004年 2% 2003年9月
2006年 2% 2005年9月
　出典：日本の薬事行政  
 
IMS の「医薬品市場統計」には、各脂質異常症治療剤の取引状況は記載されているが、利用者
数は記載されていない。加えて、脂質異常症患者数、脂質異常症で医療機関に受診した患者数
についても公表もされていない。そのため、本報告では以下の手順に従い、式（6）の左辺である、
各脂質異常症治療剤のシェアを推計した。 
本報告の脂質異常症患者の定義は、日本動脈硬化学会の 2002 年版のガイドラインに従う。た
だし、総コレステロール値が 220-239mg/dL にある個人についても、同ガイドラインでは境界域高コ
レステロール血症と判断されており、2002 年のガイドライン改正までは高コレステロール患者と判断
されていた。そのため、本報告では総コレステロール値が 220mg/dL 以上の個人を高コレステロー
ル患者と定義する。 
                                                  
（注 1） 薬価制度については、『日本の薬事行政』の 124-134 ページを参照した。 
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定義された総コレステロール値が 220mg/dL 以上の人数を把握するため、2000 年に厚生労働省
が実施した『第 5 次循環器疾患基礎調査』を用いた。同調査は、30 歳以上の男女 5,132 人の総コ
レステロール値を測定しており、30-39 歳、40-49 歳、50-59 歳、60-69 歳、70 歳以上の男女別に
血清総コレステロール値が 220mg/dL 以上だった個人数を確認できる（注 1）。 
次に、総務省統計局のホームページにて公表されている『人口推計』より、各年の性・年齢階級
別の推定人口と、『第 5 次循環器疾患基礎調査』から得られた、性・年齢階級別の脂質異常症患
者とされる個人の割合を用いて、定義上、脂質異常症患者の状態にあると考えられる患者数を推
計する。この性・年齢階級別の計算から得られた人数の合計を脂質異常症患者数とする。 
そして、上記の推定患者数に 1999 年の『国民栄養調査』で公表されている、自分が高脂血と認
識している割合である 32.8%を乗じて、脂質異常症を自覚している患者数とする。前述のとおり、本
報告で用いる各脂質異常症治療剤のシェアの分母は、脂質異常症治療で医療機関に受診した個
人であるため、脂質異常症と自覚している個人とは異なる。しかし、脂質異常症と自覚している個人
は、医療機関にかからなくとも、個人的に運動療法や食事療法といった治療を実施していると考え
られる。そのため、本報告では、脂質異常症と自覚している個人数を医療機関に受診した人口の
代替変数として用いる。 
次に各脂質異常症治療剤のシェアの分子部分だが、この部分に該当する、それぞれの脂質異
常症治療剤が何人に利用されているかについても公表されていない。そのため、『今日の治療薬』、
『治療薬マニュアル』および『医薬品市場統計』を用いて、各脂質異常症治療剤が 1 年間で延べ何
人に利用されたかを推計する。 
『今日の治療薬』または『治療薬マニュアル』には、医薬品 1 日あたりの標準使用量が記載されて
いる。そして、『医薬品市場統計』から、各高脂血治療剤 1 パッケージあたりの容量を確認し、1 日
当たりの標準使用量と 1 パッケージあたりの容量を用いて、1 パッケージから何人分処方できるかを
計算する。 
そして、『医薬品市場統計』の 1 年間に販売されたパッケージ数に、上記で得られた 1 パッケージ
あたりの使用可能日数を乗じて、各医薬品の年間使用可能日数を計算し、1 年間の延べ利用者
数とする。ただし、分子部分が 1 年間の延べ利用者数となるため、上記で計算した医療機関に受
診した脂質異常症患者数についても 365（日）を乗じ、その人数を分母とする。 
 
 
3.推定結果 
推定結果は第 2-3-11 表に記している。ただし、推定式に含まれている は、被説明変数である
を含んでいるため、内生変数として扱う必要がある。また、薬価差を示す についても、本報告で
用いる薬価差は、市場の取引価格の情報を含んでおり、分析者には観察できなくても、医薬品の
処方をする医師や供給者が観察できる要因が影響していると考えられるので、 についても内生変
数として扱う。 
上記の内生性の問題を考慮し、 および に対して操作変数を用いた推定を行う。操作変数に
ついては、各医薬品のパッケージ数と上市後の経過年数、グループ内の自社以外の製品のパッケ
                                                  
（注 1）  『第５次循環器疾患基礎調査』の対象は 30 歳以上となっているが、30 歳未満の個人でも脂質異常症の患者が
存在しているはずである。しかし、厚生労働省が発表した『平成 17 年患者調査』を確認すると、脂質異常症患
者全体に占める 30 歳未満の割合は 0.5%とごく少数のため、脂質異常症患者の対象とはしなかった。  
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ージ数の合計および平均、グループ内の自社以外の製品の上市後の経過年数の合計および平
均を用いた。観測できる特性を示す は外生変数と仮定する。 
また、分析期間は 1991-2005 年とするが、理由は次の通りである。現在の薬価算定方式が導入
されたのは 1991 年であり、それ以前は 90%バルク方式が採用されていた。90%バルク方式では、取
引価格の 90%目に当たる取引価格を薬価としていたが、今回利用した資料等からは、取引されてい
た医薬品の価格の分布が把握できなかった。そのため、1991 年以前の取引価格および薬価差を
計算することができなかった。 
第 2-3-11 表 推定結果 
Std. Err. Std. Err. Std. Err. Std. Err.
薬価差（対数） 0.000 0.001 0.000 0.001 0.000 0.001
パッケージ数 0.047 *** 0.008 0.042 *** 0.008 0.047 *** 0.008
ブランドダミー -0.326 *** 0.109 -0.197 * 0.112 -0.326 *** 0.109
上市後の経過年数 0.053 *** 0.011 0.064 *** 0.011 0.044 *** 0.010 0.053 *** 0.011
上市後の経過年数の2乗 -0.001 *** 0.000 -0.001 *** 0.000 -0.001 *** 0.000 -0.001 *** 0.000
グループ内シェア（対数） 0.971 *** 0.012 0.981 *** 0.012 0.966 *** 0.012 0.971 *** 0.012
定数項 -0.992 *** 0.134 -0.862 *** 0.144 -1.141 *** 0.131 -0.992 *** 0.139
企業ダミー
操作変数
時間効果
個体効果
修正済み決定係数
N
Std. Err. Std. Err. Std. Err. Std. Err.
薬価差（対数） 0.012 0.008 -0.006 0.009 -0.005 0.008
パッケージ数 0.061 *** 0.011 0.065 *** 0.014 0.065 *** 0.013
ブランドダミー -0.161 0.137 -0.026 0.166 -0.179 0.148
上市後の経過年数 0.086 *** 0.016 0.102 *** 0.021 0.080 *** 0.020 0.081 *** 0.019
上市後の経過年数の2乗 -0.002 *** 0.000 -0.002 *** 0.000 -0.001 *** 0.001 -0.001 *** 0.000
グループ内シェア（対数） 0.837 *** 0.040 0.903 *** 0.055 0.805 *** 0.047 0.829 *** 0.044
定数項 -1.863 *** 0.289 -1.746 *** 0.414 -1.813 *** 0.340 -1.721 *** 0.391
企業ダミー
操作変数
時間効果
個体効果
修正済み決定係数
N
※有意水準***1%、**5%、*10%
405
あり あり あり あり
0.994 0.992 0.993 0.994
あり あり あり あり
あり あり あり あり
Coeffcient Coeffcient Coeffcient Coeffcient
あり あり あり あり
0.996 0.995 0.996 0.996
405
2ＳＬＳ
（モデル2-1） （モデル2-2） （モデル2-3） （モデル2-4）
あり あり あり あり
あり あり あり あり
あり あり あり あり
なし なし なし なし
OLS
（モデル1-1） （モデル1-2） （モデル1-3） （モデル1-4）
Coeffcient Coeffcient Coeffcient Coeffcient
 
 
モデル 1-1 から 1-4 は操作変数を用いないケース、モデル 2-1 から 2-4 は操作変数を用いたケ
ースを示している。以下では、操作変数を用いたケースの推定結果について解釈を行っていく。 
まず、薬価から取引価格を差し引いた薬価差の係数をみていくと、係数の符号はプラスになって
いるが、統計的に有意な数値は得られていない。したがって、医師は自身の収入が大きくなる、より
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薬価差の大きな脂質異常症治療剤を選択しているとはいえない。 
パッケージ数の係数は、全てのモデルで係数は正かつ統計的にも有意な数値が得られている。
一般的に、クリニックなどの小規模な医療機関と大規模な医療機関とでは必要とする医薬品の個
数は異なり、小規模な医療機関の医師は大量な利用分を含むパッケージよりも、必要な量が含ま
れているパッケージを選ぶはずである。そのため、多くの種類のパッケージが販売されている方が、
さまざまなタイプの医療機関に対応できると考えられる。 
ブランドダミーの係数は負の値となっているが、統計的に有意な数値は得られていない。後発医
薬品が普及していない我が国の現状を考えると、統計的に有意な数値が得られていないとはいえ、
同一成分の治療剤で最初に販売されたものの方が利用されていないという状況は現状にそぐわな
い。この点については、今後さらに検討していく必要がある。 
上市後の経過年数の係数は、１次の項でプラス、２次の項でマイナスとなっている。この結果は、
上市後時間が経過することでシェアは大きくなっていくが、一定期間を過ぎると減少していくことを
示している。これは医薬品が上市された時点では、医師が臨床での効果や副作用を十分に把握で
きていないが、利用を通じて、効果や副作用を学習し、利用頻度が高まることでシェアがピークに達
していると考えられる。そして、上市後一定期間を経過すると、より強力な低下作用をもつ医薬品の
上市や、特許切れに伴う後発医薬品の参入によって、医師がそれら治療剤へ処方を変更し、シェ
アは低下していくと考えられる。実際に、メバロチンでも、販売後シェアを拡大していたが、強力な総
コレステロールの低下を実現したリピトールが 2000 年に販売され、この時期からシェアは低下してい
る。 
 
第 2-3-12 表 個体効果（成分ダミー）の値 
係数 グループ
リバロ 2.053 スタチン製剤
リピトール 1.620 スタチン製剤
セルタ 1.047 スタチン製剤
リポバス 0.972 スタチン製剤
メバロチン 0.942 スタチン製剤
ローコール 0.724 スタチン製剤
クレストール 0.671 スタチン製剤
リパンチル 0.166 従来の治療剤（フィブラート系）
ベザトール 0.132 従来の治療剤（フィブラート系）
リポクリン 0.112 従来の治療剤（フィブラート系）
ロレルコ 0.073 従来の治療剤（プロブコール系）
ユベラ 0.068 従来の治療剤（ニコチン酸系）
ペリシット 0.028 その他の治療剤
アルフィブラート 0.026 従来の治療剤（フィブラート系）
MDS 0.022 その他の治療剤
アルテス 0.021 その他の治療剤
コレキサミン 0.019 その他の治療剤
クエストラン 0.019 その他の治療剤
エラスチーム 0.019 その他の治療剤  
 
第 2-3-12 表には、モデル 2-4 で推定された脂質異常症治療剤の個体効果の係数を示している。
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この数値は、各成分を持つ治療剤の効果などを示していると解釈できるので、該当する成分の効
果に対する医師の評価を表しているといえる。係数をみると、スタチン系の治療剤が上位を独占し、
高い評価を得ている。スタチン系以外では、フィブラート系、プロブコール系、ニコチン酸系といった
従来の治療剤、そして、その他の治療剤の順となっており、これは現在の脂質異常症治療剤市場
を反映した結果といえる。また、係数の値に注目すると、2004 年に発売されたばかりで、評価が定ま
っているとはいえないクレストールでも、フィブラート系のリパンチルと比較して、約 4.5 倍の数値とな
っており、スタチン製剤への評価の高さを示唆する結果となっている。 
 の係数である は、全モデルで 0.8 前後の値が得られており、統計的に有意な数値が得られて
いる。これは、同一グループ内にある脂質異常症治療剤の方が、他のグループにある脂質異常症
治療剤よりも代替的であることを示している。一般的に、スタチン系の治療剤を処方している医師は、
患者のコレステロール値をより低下させるために処方していると考えられる。そのため、医師はメバロ
チン以外を処方する時は、コレステロール値の低下が小さいフィブラート系の治療剤やプロブコー
ル系の治療剤へ処方を変更するのではなく、同等のコレステロールの低下を実現する他のスタチン
系の治療剤を処方するはずである。したがって、スタチン系内での代替性が高いという、本報告の
推定結果は現実の医師の処方を反映しているといえる。 
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第 4 節 メバロチンが社会に与えたインパクトの測定 
本節では、メバロチンの普及が与えたインパクトを測定するために、脂質異常症と密接に関連し
た冠状動脈疾患に焦点を当て、メバロチン（またはスタチン製剤全体）が存在しないという仮想的な
市場を想定し、メバロチンが存在したことで、冠状動脈疾患による死亡リスクがどの程度軽減したか
シミュレーション分析を行う。 
 
1.シミュレーションの手順 
本報告では、メバロチンが普及したことによるインパクトを測定するため、動脈硬化と密接に関連
した疾患である冠動脈疾患による死亡リスクについて、(a)脂質異常症治療剤市場の実際のシェア
に基づいた時と、(b) メバロチン（またはスタチン製剤全体）が存在しないという仮想的な状況にお
けるシェアに基づいた時を比較する。なお、(b)でメバロチンのみ存在しない場合を「シナリオ 1」、ス
タチン系製剤全体がない場合を「シナリオ 2」とする。 
第 1 節で説明したように、メバロチンはそれ以前の脂質異常症治療剤とは全く異なった作用機序
を持った画期的新薬であり、メバロチン以降に販売されたスタチン製剤は、メバロチンで導入された
作用機序を改良することで市場に投入されている。そのため、もともとのメバロチンが存在しなけれ
ば、これらのスタチン製剤も開発されていなかった可能性は十分に考えられる。 
冠状動脈疾患による死亡リスクについては、「NIPPON DATA RESEARCH 80」から得られたコレ
ステロール値と死亡率との対応表に基づき、それぞれのコレステロール値に該当する脂質異常症
患者数に死亡率を乗じて、死亡者数を計算する。(a)については、脂質異常症患者のコレステロー
ル値の分布と疫学調査から得られた各コレステロール値の死亡率を、そのまま用いることで計算す
ることができる。それに対して、(b)では、メバロチンおよびスタチン製剤が存在しない仮想的な市場
というのは、現実の市場からは観測することができない。そのため、前節の需要関数の推定で明ら
かにした、脂質異常症治療剤の需要構造に従って、メバロチンを利用していた患者が、メバロチン
が存在しないときに、どの治療剤を利用したかを推計し、その数値を仮想的な市場での各治療剤
の利用者数とする。 
具体的なシミュレーションの手順は以下の通りである。ただし、シミュレーションの年数については、
需要関数の推定の期間と同様、1991-2005 年とした。 
 
①対象となる（潜在的な）患者層を設定する。 
『第 5 次循環器疾患基礎調査』（2000 年）における年齢・性別・コレステロール値分布に、『人口
推計』における各年の年齢・性別人口を掛け合わせ、年齢・性別・コレステロール値別の脂質異常
症患者数を計算する。 
 
②治療を受ける患者数を設定する。 
『国民栄養調査』（1999 年）の「脂質異常症であると自覚している人の割合」に基づき、①で求め
た各年齢・性別における「血中総コレステロール濃度が 220mg/dl 以上」となっている人のうち 32.8%
が、何らかの治療（薬物療法、運動・食事療法）を受けているものとする。 
 
③それぞれの治療法を受けている人数を、(a)、(b)それぞれのケースについて定める。 
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(a)では、実際の脂質異常症医療剤の処方人数（総販売量/1 日当たり標準処方量で評価したも
の）に基づいて定める。「運動・食事療法のみ」の人は、各薬剤の処方人数を②で求めた値から差
し引いたものとして定義している。(b)では、既に推定された需要関数に基づき、メバロチン（またはス
タチン系製剤全体）がないときの、「従来の治療剤」、「その他の治療剤」および「運動・食事療法の
み実施」の患者のシェアを求め、それを②で求めた値に掛け合わせる。なお、いずれの年齢・性別・
コレステロール水準についても、メバロチン等から別の治療法に置き換わる比率は共通である。す
なわち、各治療法の選択確率は、いずれの年齢・性別・コレステロール水準についても同じ値であ
ることを仮定している。 
 
④各年の死亡確率を計算する基準となるコレステロール値分布を定める。 
(a)では、①で得られる分布が実際に処方を受けた後の分布であると解釈されるので、この値に基
づく死亡確率を用いて計算する。(b)では、メバロチン（あるいはスタチン製剤）が存在しないことで、
③のような治療を受けた結果、各年齢・性別・コレステロール階級において一定の割合の患者につ
いては、コレステロール値が高くなると想定される。この度合いは各種の疫学調査の結果などを用
いて計算する（注 1）。例えばメバロチンであればコレステロール値が 17.5%低下し、従来型の脂質異
常症治療剤であれば 12.5%低下することが示されており、従来型の脂質異常症治療剤を処方され
た場合は実際よりも 5%高いコレステロール値をとるものと定める。同様に、ローコールは 20%の低下、
その他のスタチン製剤は 27.5%の低下、その他の治療剤は 7.5%、運動療法・食事療法は 3%の低下
とする。 
 
⑤死亡者数を計算する。 
④で得られたコレステロール値分布について、各年齢・性別・コレステロール値水準の人数に対
し、「NIPPON DATA RESEARCH 80」の年齢・性別・コレステロール水準別の「1 年以内死亡確率」
を掛け合わせ、それらを合計したものを当該年の死亡者数とする。ここで、大まかにはコレステロー
ル値が高いほど死亡確率は高くなるので、「(a)における死亡者数 < (b)における死亡者数」となる。
ただし、「NIPPON DATA RESEARCH 80」の調査の対象となる脂質異常症患者は、40～79 歳の男
女で、総コレステロール値が 220～279mg/dl となっているので、本報告のシミュレーションの対象も
「NIPPON DATA RESEARCH 80」に合わせた。 
 
 上記の手順に従って、1991 年から 2005 年にかけて、(a)脂質異常症治療剤市場の実際のシェア
に基づいた時と、(b)メバロチン（またはスタチン系製剤全体）が存在しないという仮想的な状況にお
けるシェアに基づいた時を比較し、どの程度の患者がメバロチンを使用することで、冠動脈疾患に
よる死亡するリスクが低減したかを計算し、これをメバロチン普及によるインパクトとした。 
ただし、シミュレーションを行うに当たって、メバロチンあるいはスタチン製剤が存在しなくても、脂
質異常症治療剤の取引価格は変化しないという仮定をおく。日本の薬価算定では、薬価は過去の
取引価格に従い決定される。そのため、メバロチンが存在しないことによって、脂質異常症治療剤
の取引価格も変化し、薬価および薬価差も変化すると考えられる。しかし、メバロチンが存在しない
                                                  
（注 1） 疫学調査の結果について、『ai report 2004』やスタチン系に関するメガスタディの結果を用いた。 
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ことで取引価格がどの程度変化していたかを把握することはできないため、本報告では、この仮定
をおくことにした。 
また、脂質異常症による動脈硬化の進行で、冠動脈性疾患以外にも、心筋梗塞や脳卒中といっ
た疾病のリスクが高まることも指摘されている。そのため、これら疾病と総コレステロールの関係につ
いて先行する疫学調査の結果を用いてシミュレーション分析を行うことを検討した。しかし、先行す
る疫学調査では、コレステロール値と心筋梗塞あるいは脳卒中発症のリスクについて、有意な差が
認められているとはいえないため、本報告のシミュレーション分析の対象疾患とはしなかった。 
 
 
2.シミュレーション結果 
第 2-3-13 図から第 2-3-16 図は、各グループのメバロチンが存在している実際のシェアとメバロ
チンが存在しない仮想的な市場でのシェア（シナリオ 1、シナリオ 2）を示している。 
第 2-3-13 図のスタチン製剤のシェアの変化をみていくと、メバロチンがあったケース（観測値）で
は、1991 年から 2005 年にかけて、メバロチンを含むスタチン系のシェアは拡大傾向にあることが確
認できる。また、メバロチンのみが存在しないシナリオ 1 についてみていくと、メバロチンが存在しなく
てもリポバスやリピトールが販売されたことで、シェアは拡大している。しかし、メバロチンを使用して
いた患者の全てが、リポバスやリピトールを代替するわけではないので、各年で 10%程度のシェアを
失っている。 
 
第 2-3-13 図 スタチン製剤のシェアの変化 
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第 2-3-14 図の従来の治療剤のシェアの変化についてみていくと、メバロチンがあったケース（観
測値）では、1991 年から 2005 年にかけて、シェアは低下傾向にある。次に、メバロチンが存在しな
いシナリオ 1 をみていくと、リポバス以外のスタチン製剤が販売されていない 1990 年代半ばまでは、
それほどシェアを低下させることはなく、1993 年から 1996 年にかけては若干シェアを伸ばしている。
しかし、スタチン製剤が次々と販売された 1998 年以降では、シェアを低下し、観測値との差も約 3%
ポイントとなっている。スタチン製剤全てが存在しないシナリオ 2 をみていくと、スタチン性剤が存在し
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ないことで、メバロチンが販売されるまで頻繁に利用されていた、これらの治療剤が継続して利用さ
れる。そのため、1990 年代を通じてシェアは若干増加している。しかし、1998 年以降はシェアが低
下傾向にある。 
 
第 2-3-14 図 従来の治療剤のシェアの変化 
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第 2-3-15 図のその他治療剤のシェアの変化をみていくと、メバロチンが存在したケース（観測
値）、メバロチンが存在しないケース（シナリオ 1）、スタチン製剤全体が存在しないケース（シナリオ
2）のいずれについても、シェアは低下傾向にある。ただし、シナリオ 1、シナリオ 2 とメバロチンあるい
はスタチン製剤全体が存在しないことで、スタチン製剤を利用していた患者の一部が、その他の治
療剤を利用することで、若干であるが、シェアは増加している。 
 
第 2-3-15 図 その他の治療剤のシェアの変化 
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第 2-3-16 図の運動療法・食事療法のシェアの変化をみていくと、メバロチンが存在したケース
（観測値）、メバロチンが存在しないケース（シナリオ 1）では、シェアは低下していく傾向にある。ただ
し、従来の治療剤、その他の治療剤と同様、メバロチンが存在しないことで、一部の患者が運動療
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法・食事療法を選択することになるため、観測値と比較して、シェアは高い水準にある。次に、スタ
チン製剤全体が存在しないケース（シナリオ 2）をみていくと、スタチン製剤が存在しないことで、シェ
アは若干の増加傾向となる。これは、市場から総コレステロールの変化率が大きく、かつ善玉である
HDL コレステロールを増大させる医薬品がなくなるため、薬価を支払ってまで薬物治療を利用する
メリットが低下し、運動量法・食事療法を選択する機会が増していることを示唆している。 
 
第 2-3-16 図 運動療法・食事療法のシェアの変化 
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第 2-3-17 図は男性、第 2-3-18 図は女性、2-3-19 図は全体（男性+女性）を対象としたシミュレ
ーション結果を示している。全てのケースで共通していることは、観測値とシナリオ 1 の関係におい
て、1990 年代では死亡者数の差は広がっているが、2000 年頃から、その差が縮まってきている点
である。 
これは、1990 年代前半から後半にかけて、市場で販売されていたスタチン製剤はメバロチンとリ
ポバスのみだったが、その後、メバロチンよりも総コレステロールの変化率の大きいリピトールやリバ
ロが販売された。そのため、メバロチンを利用していた患者が、より強力なスタチン製剤であるリピト
ールやリバロを利用することで、総コレステロール値がメバロチン利用時よりも改善され、冠動脈疾
患で死亡するリスクが低下したことを反映している。具体的な人数で示すと、観測値とシナリオ 1 を
比較すると、1991 年から 2005 年の 15 年間にメバロチンが存在したことで、男性 4,815 人、女性
2,684 人の計 7,499 人の患者が冠動脈新管による死亡から免れた計算になる。 
それに対して、スタチン製剤全体が販売されていないシナリオ 2 では、メバロチンが存在しないこ
とで、その後のリピトールやリバロも存在しない。そのため、スタチン製剤を利用していた患者は、従
来の治療剤、その他の治療剤の利用もしくは運動療法・食事療法の実施を選択しなければいけな
くなる。これらの治療剤および療法はメバロチンと比較して、総コレステロールの変化率が小さいた
め、現実よりも多くの患者において冠状動脈疾患で亡くなるリスクが高まり、シナリオ 1 とは異なり、
2000 年代に入っても死亡者数は増加することになる。具体的な人数で示すと、観測値とシナリオ 2
を比較すると、1991 年から 2005 年の 15 年間にメバロチンとはじめとするスタチン製剤が存在したこ
とで、男性 15,322 人、女性 10,444 人の計 25,766 人の患者が冠動脈疾患による死亡から免れた
計算になる。 
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第 2-3-17 図 冠動脈性疾患による死亡者数の推移（男性） 
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第 2-3-18 図 冠動脈性疾患による死亡者数の推移（女性） 
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第 2-3-19 図 冠動脈性疾患による死亡者数の推移（男性+女性） 
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最後に、本報告の分析について補足しておく。本報告では、脂質異常症の患者数および患者
の性・年齢別の分布を計算する際に、コレステロール値として総コレステロール値を用いた。しかし、
第 2 節で記したように、2007 年の改定されたマニュアルでは、脂質異常症を判断する際は、総コレ
ステロールではなく、LDL コレステロール、HDL コレステロール、中性脂肪の値が用いられており、
特に LDL コレステロールが動脈硬化の進行において、最も重要な要因であることが明らかになりつ
つある。実際に、約 5 万人の脂質異常症患者を 6 年間にわたって調査した、J-LIT 調査でも、コレ
ステロール値と冠動脈疾による死亡リスクの関係を解明するに当たって、LDL コレステロール値を用
いている。このような認識が広がってきている現状では、総コレステロールを用いるよりも、LDL コレス
テロールの用いた方が、より精確な推定が行えると考えられる。しかし、LDL コレステロールの数値と
いうのは、これまで測定することが難しく、総コレステロール値、HDL コレステロール、中性脂肪を用
いて代理的な数値を計算することが通常であった。本報告で用いた『第 5 次循環器疾患基礎調
査』でも LDL コレステロールは測定されておらず、かつ個人の総コレステロール、HDL コレステロー
ル、中性脂肪を同時に把握することができなかった。そのため、分析にあたり、LDL-コレステロール
の数値を用いることができなかった。LDL-コレステロールを用いた分析については、今後の課題と
したい。 
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第 4 章 対象技術 3――高精細度デジタルテレビ（HDTV）（注）技術 
 
第 1 節 カラーテレビ市場の推移 
 
1．カラーテレビ市場の変動 
 長らくカラーテレビ市場は成熟市場といわれてきた。1970 年代に世帯普及率がほぼ 100%に達し
た後は、買い替え需要や住居の異動にともなう購入が主となり、市場規模はほぼ横ばいで推移した。
国内のカラーテレビ市場の総販売台数は年間 1,000 万台前後であったが、2001 年以降は PC や
携帯端末などでテレビ番組視聴が普及したこともあり、緩やかに減少している。 
 カラーテレビの販売台数が減少する一方、製品市場には大きな変化が生じている。2000 年代以
降に従来のブラウン管（CRT）テレビに代わって、薄型（FPD：Flat Panel Display）テレビと呼ばれる
新たなディスプレイ方式のテレビが販売台数を伸ばしている。主な薄型テレビには、液晶（LCD）テ
レビやプラズマディスプレイ（PDP）テレビがあり、ブラウン管テレビと比較して画面サイズの大型化、
パネルの薄型化、輝度の向上などが特徴としてあげられる。特に、画面サイズの大型化が顕著であ
り、ブラウン管テレビでは製品の特性上 36 インチ前後を限界とするのと対照的に、100 インチを超え
る画面サイズのテレビが実用化されている。薄型テレビのこうした優位点に加えて、後述するデジタ
ル放送の開始にともなって、薄型テレビはカラーテレビ市場の主要製品になってきている。 
 第 2-4-1 図はカラーテレビの国内市場規模の推移を示したものである。2000 年時点ではほぼブ
ラウン管テレビが占有しており市場規模は約 4,900 億円であったが、2002 年以降は液晶テレビやプ
ラズマテレビのシェアが上昇し、2007 年には市場規模が 11,800 億円に拡大、液晶テレビが 8 割弱、
PDP テレビが 2 割弱を占めるにいたっている。国内のカラーテレビ市場は、2000 年代に入ってブラ
ウン管テレビから薄型テレビへ主力製品が移行し、市場構造の大きな変化が生じている。 
 
第 2-4-1 図 国内のカラーテレビ市場規模の推移 
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（注） 高精細度テレビは狭義にはハイビジョン放送に対応したテレビを指す。しかし本章では、実際の製品動向と市場特性を鑑
みて、高精細度デジタルテレビ（HDTV）を、液晶あるいはプラズマディスプレイの薄型パネルを用いたハイビジョン放送並び
にデジタル放送に対応したテレビとして分析対象を定義した。 
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 また、第 2-4-1 図と国内の総販売台数の減少という事実から、1 台あたりの製品価格が上昇して
いることも読み取れる。ブラウン管テレビでは画面サイズ 20 型～25 型を主力製品としていたが、薄
型テレビでは 32 型以上の画面サイズがスタンダードとなっている。薄型テレビは住居スペースにお
ける中心的な家電になりつつあるとともに、家計消費のうえでも「大きな買い物」として経済的なイン
パクトが大きい製品であるといえる。 
 
2．薄型テレビの普及  
 薄型テレビのうち、今世紀に入って液晶（LCD）テレビの普及が著しい。ディスプレイ方式別にみ
た国内出荷台数では、ブラウン管テレビが 2000 年の 1018 万台（国内市場の 96.6%）から 2007 年
には 63 万台（同 6.9%）に減少している一方、液晶テレビが 2000 年に 42 万台（同 4.0%）から 2007
年には 741 万台（同 82.3%）へと急激に増加、プラズマディスプレイテレビも数千台規模から 2007 年
には 97 万台（同 10.7%）へと出荷台数を伸ばしている。 
 液晶テレビに用いられている液晶パネルは、もともと電卓用として開発され、初期はパネルサイズ
の小さいノートブック PC や小型テレビ用として製品化が進んできた。契機となったのは、液晶テレビ
メーカーの大手であるシャープが 1990 年代末に 28 インチの大型液晶テレビを実用化したことであ
る。これ以降、家庭用テレビとして液晶パネルの大型化が進み、2007 年には平均画面サイズで 30
インチに達している（第 2-4-2 図）。 
 一方、プラズマディスプレイテレビは技術の特性上、画面の大型化が容易であり、既存市場にお
ける高付加価値製品として 1990 年代後半から製品化されてきた。初期のプラズマディスプレイ
（PDP）は 50 インチサイズで価格が 100 万円を超えるハイエンド製品に特化していたが、2001 年以
降、量産プロセスの技術的確立、液晶ディスプレイとの技術開発競争などを背景にして、ボリューム
ゾーンである 37 インチや 42 インチの製品が登場している。この結果、急速に低価格化が進んだ。 
 
 
第 2-4-2 図 カラーテレビ市場における平均画面サイズの推移 
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 第 2-4-3 図は液晶ディスプレイ（LCD）とプラズマディスプレイ（PDP）別に 1 インチあたりでみた平
均小売価格の推移を示したものである。カラーテレビ市場では、1 インチ 1 万円を切ると普及が進展
するという経験則がある。薄型テレビの登場した初期では、プラズマディスプレイは 1 インチ 2 万円を
超え、液晶ディスプレイも 30 型以上は同様の価格水準であった。2004 年までは、インチサイズで 37
型以上はプラズマ、32 型以下は液晶という製品の住み分けがみられたが、液晶ディスプレイの大型
化が進展したことで両方式のテレビが競合するようになり、一層パネル価格の低下が進んでいる。
液晶のパネル 1 インチあたりの価格は 2007 年に 5000 円を切る水準にまで下落し、プラズマディス
プレイパネルもほぼ同レベルにまで低下している。こうした平均小売価格の急速な低下により、薄型
テレビの普及が進んでいる。 
第 2-4-3 図 カラーテレビ市場における 1 インチ当たり平均小売価格 
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第 2 節 高精細化とデジタル放送 
 
1．放送方式の高精細化 
 現 在 普 及 し て い る 薄 型 テ レ ビ の 多 く が 高 精 細 度 デ ジ タ ル テ レ ビ （ HDTV ： High Definition 
TeleVision）である。高精細度テレビは高品位テレビともいわれ、従来のテレビに比べて走査線の
数が向上したものをいう。放送形態は各国で異なるが、日本の場合、従来は NTSC 方式といわれ、
525 本の走査線で放送していた。高精細度テレビでは走査線が 1125 本または 1250 本に増えて、
従来よりも画質が向上する。また、画面の縦横比（アスペクト比）も従来は 4：3 であったが、高精細
度テレビでは 16：9 となり横長の画面となる。 
 こうした高精細度テレビに対応した放送方式はハイビジョン放送と呼ばれる。日本では NHK により
早くからハイビジョン放送が始まっていたが、当初は試験放送や BS 放送に限定されていた。本格
的なハイビジョン放送の普及は 2000 年代以降である。受信機であるテレビの高機能化が薄型テレ
ビの技術開発などにより後押しされ、ハイビジョン放送対応のテレビが普及したことが背景にある。
ブラウン管テレビにもハイビジョン放送対応機は存在するが、縦横比の関係でハイビジョン放送には
大画面が適しており、こうした点からも薄型テレビとハイビジョン放送対応機能は親和的に発展して
いる。 
 第 2-4-4 図は市販テレビにおけるハイビジョン対応テレビと地上デジタル放送対応品の比率の推
移を示したものである。地上デジタル放送については後述するが、ハイビジョン対応品と地上デジタ
ル放送対応品の比率をみると、2004 年には約 10％にとどまっていたものの、その後急速に対応機
種が増加していることがわかる。2007 年には市販テレビの 9 割以上がハイビジョン放送および地上
デジタル放送の対応機種となっており、先に述べた薄型テレビのもう 1 つの特徴として新しい放送
形式に対応して機能が高度化していることがあげられる。 
 
 
第 2-4-4 図 テレビ製品におけるハイビジョンと地上デジタル対応品の比率 
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2．デジタル放送への移行 
 高精細度デジタルテレビ（HDTV）には、デジタル放送対応というもう 1 つの特性がある。デジタル
放送は、デジタル変調とデジタル圧縮を用いた放送形式をいう。アナログ放送に比べて、同じ電波
帯域で多くの情報量を送信することができる。そのため、放送のデジタル化によって多チャンネル化
や高精細化が可能となり、インターネット技術と融合した双方向受発信も容易に付加できる。 
 デジタル放送はハイビジョン放送と結びつき、デジタルハイビジョン放送として発展してきている。
ハイビジョン放送は当初アナログの MUSE 方式であり、NHK の BS アナログハイビジョンとして放送さ
れていたが、2000 年 12 月 1 日より BS デジタルハイビジョン放送が開始された。デジタル放送には
いくつかの規格があり、日本では ISDB 方式が採用されている。その後、2003 年 12 月 1 日より東京、
名古屋、阪神の三大都市圏にて地上デジタル放送が始まり、デジタルハイビジョン放送が本格的
な普及段階に入っている。BS アナログハイビジョン放送は 2007 年 9 月で終わり、地上アナログ放送
は 2011 年 7 月に停止されることが予定されている。そのため、放送形式の変更にともなうテレビの
買換え需要が喚起されることが期待されており、デジタルハイビジョン放送対応の薄型テレビの販
売競争は激化しつつある。 
 ハイビジョン放送開始当初、デジタルチューナー内蔵のカラーテレビはハイエンド機に限られてい
たものの、現在では 96%以上の製品が対応している。第 2-4-5 図は地上デジタル放送を視聴するこ
とが可能な世帯数の割合を表したものである。地上デジタル放送エリアの全世帯カバー率は当初
25%程度であったが、現時点では 93％にまで増加している。地上デジタル放送を受信するには専
用のテレビを購入する以外にも、デジタルチューナーを外付する方法や地上デジタル放送を配信
するケーブルテレビに加入する方法がある。総務省によれば、現時点での地上デジタル放送受像
機の世帯普及率は 46.9%にとどまっており、今後の潜在需要は大きい。高精細度デジタルテレビ
（HDTV）は、放送形式の技術革新により、カラーテレビの買換え需要を促し、薄型テレビとして本
格的に普及しつつある。 
 
第 2-4-5 図 地上デジタル放送視聴可能世帯の割合 
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出典：(社) デジタル放送推進協会 
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第 3 節 HDTV 生産の技術革新 
 
1．パネルの大型化  
 薄型テレビにはいくつかのディスプレイ方式がある。現在、普及している液晶テレビやプラズマディ
スプレイテレビに加え、プロジェクションテレビや実用化が進んでいる有機 EL 方式のテレビなどがあ
る。異なるディスプレイ方式の開発競争が進んだ結果、急速に技術分野でのイノベーションがみら
れる。特に、製品機能に直結する、パネルサイズの大型化、輝度や視野角の向上、応答速度と動
作表示速度の上昇、消費電力の省エネ化、などを中心に技術開発が進んだ。 
 先にみたように、薄型テレビのパネル価格は急速に下落している。パネルの低価格化には、製造
プロセスの標準化、省エネおよぶ部材の使用量削減、生産性向上などが寄与しているが、これらの
前提にはパネルのもととなるガラス基板（マザーガラス）の大きさが極めて重要になる。マザーガラス
が大きければ、1 枚のマザーガラスから取れるパネルの数（面取り数）が多くなり、スケールメリットが
働く。液晶やプラズマディスプレイのパネル生産では、パネルの面取り数が非常に重要な変数であ
り、面取り数が 2 倍になれば、製造コストは約半分になる。そのため，低コスト化を進めるにあたって
は、マザーガラスを大きくすることが合理的となる。 
 第 2-4-6 図はマザーガラスの世代別の発展を表しており、各世代で画面サイズ当たりの面取り数
を示したものである。例えば、第 5 世代の製造プロセスは 2002 年から開始され、マザーガラス 1 枚
から 26 インチ用パネルは 6 枚取れることが読み取れる。マザーガラスのサイズが大きくなるにつれ、
パネルの面取り数が増加し、製造原価やパネル 1 枚あたりの減価償却額、間接費用などが低減す
る。パネル生産に必要な設備投資額もマザーガラスのサイズで規定され、製造装置や搬送システ
ムなども世代ごとで大型化が進んでいる。液晶テレビの大手メーカーであるシャープでは、2004 年
に第 6 世代の製造プロセスをもつ亀山第 1 工場を立ち上げ、2006 年には隣接地に第 8 世代の亀
山第二工場が稼動した。亀山第 2 工場では第 1 工場と比較して、装置間のガラス搬送距離が半減、
TAT も半分に短縮、投資生産性は約 2 倍になったとされる。パネルの低価格化には、こうしたマザ
ーガラスサイズでみた世代別の発展からも大きな影響を受けている。 
 
第 2-4-6 図 フラットパネルに対する基板サイズと面取り数の関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：電子ジャーナル社「2007 LCD 工場・装置・設備」などによる 
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2．関連技術への波及と生産者の競争環境  
 薄型ディスプレイパネルの生産には関連部材も重要になる。パネルの画質や輝度、視野角や応
答速度はパネルの大型化と比例して技術的に発展してきた。こうした高精細化はパネル関連部材
である、パネルモジュール、画像処理 IC、音声処理 IC、入出力アナログ IC、インターフェース部品、
組み込みソフトウェアなどの技術革新が進んだ点も大きい。その点で、パネル部材は半導体デバイ
スの発展と相乗しており、高精細度デジタルテレビの普及は関連技術への波及効果も大きいといえ
る。 
 また、薄型テレビ生産には、テレビメーカーだけでなく、部材メーカーや製造装置メーカー、半導
体メーカーなどの関連産業の厚みが必要になるため、製造技術としての総合力が求められるといえ
る。世界的にみると、薄型パネルの生産は東アジアの 4 カ国・地域（日本、韓国、中国、台湾）で
90%以上生産されており、企業間の競争だけでなく、国・地域間の競争にまで発展してきている。こ
うした背景には薄型テレビ産業の特性として次の 3 点が背景にある。 
 第 1 に、製品のライフサイクルが短い点である。2003 年以降、薄型パネルの単位面積当たりの価
格は、1 年ごとに約 25％低下してきた。異なるディスプレイ方式で競合するとともに、同じパネルであ
っても機能の差別化で競争するため、価格競争に陥りやすく、コモディティ（汎用）化しやすいとい
える。メーカーの戦略としては先行者利益の確保が重要になるが、その結果、技術開発や設備投
資の競争が激化している。 
 第 2 に、技術的な特性である。アセンブリが主体であったブラウン管テレビと異なり、液晶テレビや
プラズマディスプレイテレビではパネル製造工程が中心となり、半導体デバイスと同様にクリーンル
ームが必要となる。また、製造原価に占めるパネル部材の割合が高く、付加価値の源泉はガラスパ
ネルと画像処理用半導体デバイスに大きく依存する。そのため、歩留まりや限界利益率などの算出
には半導体デバイス産業の概念が必要となっている。この点は、裏を返せば、半導体産業のノウハ
ウがあれば薄型テレビ産業への参入が容易になることを意味する。 
 第 3 に、競争環境である。大型の薄型テレビはシャープにより 1999 年に初めて商品化され、世界
で 2002 年ごろから普及し、2005 年にブラウン管の出荷台数を逆転した。1990 年代後半までは中
小型の液晶パネルが主で日本メーカーの独壇場であったものの、薄型テレビ市場が本格的に立ち
上がったここ数年では韓国、台湾の投資額が急増しており、日本の薄型パネルの出荷額シェアも
相対的に急落している。 
 第 2-4-7 図はマザーガラスのサイズを縦軸にして時系列で東アジア 4 カ国・地域の工場稼動年を
プロットしたものである。第 3 世代（3G）までのパネル生産は日本を中心としていたが、第 4 世代以降
は韓国や台湾の工場が相次いで稼動している。特に、第 4 世代以降はガラス世代の交代スピード
があがっており、先に述べた第 1 の点の証左となっている。 
 薄型テレビは液晶ディスプレイ、プラズマディスプレイなどの異なる方式で競合するとともに、サム
ソン電子や LG 電子などの韓国メーカーや台湾メーカーの台頭による、東アジアにおける増産競争
が著しい。この間、2002 年の日韓 W 杯や 2004 年のアテネオリンピックなどが高精細度デジタルテ
レビ向けのコンテンツとして期待されたこともあり、先行投資が進んだ点も大きい。本格的な普及期
を迎えているが、低価格化が進み、事業の収益性はトップシェアメーカーを除き急激に低下してい
る。生産者が収益性をあげるには、規模の経済をいかした資材調達コストの削減と巨額な設備投
資を継続的に行うことが不可欠になっている。 
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第 2-4-7 図 マザーガラス基板面積からみたライン稼動年  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注：図中の G はマザーガラスの世代を表す。1G は第 1 世代の意味。 
出典：電子ジャーナル社「2007 LCD 工場・装置・設備」 
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第 4 節 新製品が生み出した消費者価値 
 
 本節では、カラーテレビ市場において新たに投入された技術、新製品がどれだけの消費者価値
を生み出しているのかを市場データから推定する。推定に当っては 2000 年第 1 四半期から 2007
年第 4 四半期までの市場データを用いて、カラーテレビの需要関数を推定する。消費者がカラーテ
レビの購入によって得ている効用を“確率効用モデル”によって推定し、その効用関数にもとづいて
需要関数を導出する。ここで消費者の効用関数が、製品属性値と消費者の属性からなる関数であ
ると仮定する。そして、消費者は各自の効用を最も高める 1 つの製品を選択するものとする。本稿で
は効用関数を定式化するにあたって、ネスト型ロジットモデルを採用する。以下では具体的なモデ
ルの説明をする。 
 
1．ネスト型ロジットモデルによる需要関数 
 市場 において 個の差別化された製品が投入されているとする。ここでインデックス は四半期で
の時系列インデックスと地域インデックスを同時に表現するものとする。ある市場 において, 消費者
が製品 を選択することで得られる効用を で表す。この効用は製品属性値を表す変数と消費
者と製品の両方に依存する変数の関数として与えられるものと仮定する。また、すべての製品はそ
の特徴が似通った、有限 個の排他的なグループに分類できるとする。このグループは消費者がカ
ラーテレビを選択する際のネスト構造を構成するためのもので、グループ に属する製
品群の集合を で表す。 
 今、消費者 が市場 における製品 を選ぶことで得られる効用を以下で定義する。 
 
 
 
ここで、 は価格、 は研究者が観測できる製品属性値、 は研究者には観測できないが消費者
には観測される製品属性値である。 
また はグループ に対する消費者の平均的な選好を表し、 が iid にタイプ 1 の極値分布に従う
とき、 もまた極値分布に従う確率変数である。 は同じネストに属する製品間で消費
者の選好の相関を表すパラメータで、 のとき、完全相関、 のとき無相関となる。また、ど
の製品も購入しないという選択肢、すなわちアウトサイドグッズ（ ）を選ぶことで得られる効
用を以下で与える。 
 
 
 
 上記の効用関数にもとづくと消費者の製品選択が、まず製品グループを選択し、次にそのグルー
プに属している製品を選ぶという、階層構造をもった消費者行動として表現される（第 2-4-8 図参
照）。 
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第 2-4-8 図 消費者のカラーテレビ選択のネスト構造 
消費者選択
型
番
型
番
型
番
型
番
10～20インチ 20～30インチ 30～40インチ 40～インチ～10インチ
型
番
アウトサイドグッ ズ
 
 
 カラーテレビ市場での消費者行動を説明するのに、本稿ではネスト構築に用いる製品属性の候
補として、パネルサイズおよびパネルタイプ（CRT、LCD、PDP） を考える。前者を用いる場合、消
費者がカラーテレビを選択するに際して、まず全製品の中から最も望ましいサイズを満たす製品群
を選択し、ついでその同サイズグループの中から具体的な製品を選ぶ。後者を用いる場合は、消
費者がまず希望するパネルタイプを選択し、その後、同パネルタイプの製品群の中から具体的製
品を選ぶ。 
 上記で定義した効用関数からは Berry(1994)に従い、製品 に対して以下の需要モデルが
導出される。 
 
                     (A) 
 
ここで、 は製品 の 期におけるマーケットシェア、 は製品 のグループ 内でのシェアである。 
 
2．データについて 
 カラーテレビ市場における需要関数を推定するのに用いるデータは、(株) GfK Japan 提供の全
国 2500 店舗以上の家電量販店から集計された POS データである。（注）このデータは国内の 5 地域
（1：北海道・東北、2:関東・甲信越、3：東海・北陸、4：近畿、5：中国・四国・九州）ごとに集計された
ものであり、製品型番ごとの販売量、販売額、および主要な製品設計属性値が識別されている。ま
たデータの集計期間は 2000 年第 1 四半期から 2007 年第 4 四半期である。データに含まれる製品
属性には、パネルタイプ（CRT、LCD、PDP）、パネルサイズ、メーカー、ハイビジョン放送への対応
有無（アナログ、デジタル）、地上デジタル放送への対応の有無、発売日、アスペクト比などが含ま
れている。また 1 市場（1 四半期・1 地域）につき 1000 型番を超える製品の販売データが含まれて
                                                  
（注） GfK データにはインターネット等を介したオンライン販売の数量を反映していない。また価格は家電量販店が独自にて実施
しているポイントサービスによる値引きを除いた価格データである。 
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いるが、POS データの特性上、販売量以上に返品があった場合にマイナスの売上となる製品や、
製品特性値に欠損値の含まれるマイナー製品が含まれていた。更に在庫処分品などが短期的に
少数の売上となって現れている場合も散見されたため、観測されている製品特性値や価格から売
上を説明するのが難しいと考えられるデータも多数観測された。そこで観測される製品特性値と売
上の関係を明瞭にするとともに分析結果の解釈を容易にする目的で、データのコーディングを行っ
た。データコーディングに用いた編集ルールは以下である。 
 
（1） すべての地域で正の販売数・販売額を上げている型番のみを分析対象とする。 
（2） 以下の製品属性値が同じ型番は、同一製品としてみなし、地域・期間ごとに合算販売数およ
び合算販売額を算出し、それらからマーケットシェアおよび平均価格を算出する。 
・ パネルタイプ（CRT、LCD、PDP） 
・ パネルサイズ（～10、10～20、20～30、30～40、40～） 
・ メーカー（シャープ、ソニー、東芝、松下、三菱、日立、ビクター、それ以外の国内メーカー、
海外メーカー） 
・ ハイビジョン放送への対応有無（無、アナログ、デジタル） 
・ 地上デジタル放送への対応有無 
 
以上のデータコーディングによって、1 市場につき 50～90 程度の製品にまとめた。2000 年第 1 四
半期から 2007 年第 4 四半期全体での総製品数は全 2237 製品となり、これらが 5 地域あるためデ
ータセット全体は 11185 製品となる。 
 また製品のマーケットシェアを算出するには、マーケットサイズの情報が必要となる。本稿で扱う市
場の単位は地域と四半期の組み合わせであるので、各地域・四半期でのカラーテレビ保有台数を
マーケットサイズに用いる。各地域での 1 世帯あたりのカラーテレビ保有台数と、各年度の地域ごと
の世帯数を掛合せて保有台数を算出した。ここで 1 世帯あたりの保有台数は地域間で差がないも
のと仮定して H16 全国消費実態調査での値を利用した。また各都道府県の世帯数は総務省統計
局・住民基本台帳人口の値を利用した。また分析に用いる GfK データは、カラーテレビ市場のすべ
てのデータを扱っているわけではない。JEITA が公開している出荷台数との比較において GfK デー
タがカバーする販売台数はおよそ 20%程度であった。したがって分析に用いる製品のマーケットシェ
アを算出するに際しては、以下の式を用いて、国内の全販売量に相当する値へと換算している。 
 
製品 j のシェア = 製品 j の GfK 販売台数 × (JEITA 出荷台数/GfK 総販売数) / TV 保有台数 
 
 
3．操作変数について 
 需要モデルに含まれる変数のうち価格や販売量は市場で決まる内生変数であると考えられる。こ
れらはパネルサイズやパネルタイプといった製品設計特性値は一度市場に出してしまった後は変
更できない一方で、需要量と供給量は市場の価格調整メカニズムを通じて調整されるためである。
この設定のもと需要関数の価格パラメータ の一致推定量を求めるには、価格とは相関があるが、
需要関数に含まれる誤差項、すなわち とは無相関であるような変数を操作変数として用いて推定
を行う必要がある。このような操作変数にどのような変数を用いるべきかは、対象とする市場の特性
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やデータの利用可能性に合わせて適宜選択する必要がある。 
 本稿では、Bery, Levinsohn, and Pakes(1995、以下 BLP)、Hausman (1999) および Nevo(2001)
で提案されている操作変数を用いて需要関数の推定を行う。BLP では、観測できる製品設計属性
値 は外生的との仮定のもとで、製品 の価格の操作変数として用い、更に製品を提供しているメ
ーカーの製品全体の の総計と、その他メーカーの製品全体の の総計を操作変数に用いること
を提案している。この操作変数は、製品マーケトシェアがそれ自身の属性値だけでなく、それ以外
のすべての製品の属性値によって影響を受けることを反映している。一方、Hausman(1999)は、ある
地域の市場価格に対して、他地域の市場価格を操作変数として用いることを提案した。この操作
変数の妥当性は、ある特定地域での需要に影響を与える外生的なショックが他地域とは独立であ
るという仮定の下に成り立つ。この仮定は、カラーテレビ市場のように全国で各製品のプロモーショ
ン活動、たとえばテレビコマーシャルや値引き等が同時に行われることの多い市場については、需
要ショックが地域間で独立とは言えず、むしろ全国レベルでの需要ショックの影響が大きいと考えら
れる。この場合、Hausman の操作変数は需要モデルの識別が正しくできない可能性が高い。これに
対して、Nevo(2001)では、需要モデルに含まれる研究者が観測できないコンポーネント を以下
のように二つの項に分解することを提案した。 
 
 
 
ここで、 は市場に依存しない製品固有のコンポーネントであり、 はそれと各市場との乖離を表
す。そして、 が市場間で独立であるという仮定のもとに、この と価格の関係に対して BLP や
Hausman の操作変数を用いることを提案した。この方法のメリットは、 を製品固有のダミー変数と
して明示的にモデルに含めるため、価格に影響を与える観測されない需要ショックを、より多く推定
に取り込む、すなわちオミッテド・バリアブルの問題を緩和できることである。 
 
4．推定について 
 本稿では需要関数の推定にあたり、Nevo(2001)で用いられている 2 段階推定を適用する。 
推定の第一段階では、プロダクト・スペシフィックダミー を用いて、(A)式を操作変数法による 2SLS
によって 
 
 
で回帰してパラメータ 、 および を推定する。第二段階では得られた の推定値を製品属性値
へと GLS によって回帰する。すなわち 
 
を回帰して、パラメータ を推定する。 
 
5．推定結果 
 製品ネストに関しては、パネルタイプおよびパネルサイズの 2 通りの方法を行った。そしてそれらに
ついて推定を行ったところパネルサイズをネストに用いた場合のほうが全体的に当てはまりの良い
結果が得られた。そこで、パネルサイズでネスト構築を行った場合の推定結果について以下では議
論する。なお、消費者のカラーテレビ需要に影響を与える製品属性値としてはパネルタイプ(CRT、
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LCD、PDP)、パネルサイズ（１：～10 インチ、2：10～20 インチ、3：20～30 インチ、4：30～40 インチ、
5：40 インチ以上）、アナログハイビジョンへの対応有無、デジタルハイビジョンへの対応有無、地上
デジタル放送への対応有無、そしてメーカーブランド（シャープ、ソニー、東芝、松下電器、三菱電
機、日立、ビクター、その他国内メーカー、海外メーカー）である。また、カラーテレビの売上げは地
域や年次、そして四半期によって大きく変動するため、これらの影響を調整するためのダミー変数を
加えている。 
 第 2-4-9 表に需要関数の推定結果を示す。表中のモデル(1)、(2)は操作変数を用いずに通常の
OLS で回帰した結果であるが、モデル(1)では製品固有ダミーを用いていないのに対して、モデル
(2)では、製品固有ダミー変数を用いて Nevo(2001)の 2 段推定をした結果である。またモデル(3)、
(4)は操作変数を用いた 2SLS の結果であるが、OLS の場合と同様にモデル(3)では製品固有ダミー
を用いず、モデル(4)では用いた場合の結果である。また、操作変数には Hausman の操作変数を用
いて 2SLS を行ったところ OLS よりも価格の係数が低い値となった。したがって、第 2-4-9 表の 2SLS
では BLP の操作変数(同じメーカーの製品数と他メーカーの製品数の 2 変数)だけを用いた結果を
掲載している。 
 
第 2-4-9 表 需要関数の推定結果 
Estimate Std. Err. Estimate Std. Err. Estimate Std. Err. Estimate Std. Err.
log(価格) -0.689 0.018 *** -0.489 0.026 *** -0.794 0.024 -1.763 0.176
log(ネスト内シェア) 0.917 0.003 *** 0.938 0.004 *** 0.905 0.004 0.960 0.024
製品固有ダミー
地域ダミー
年次ダミー
四半期ダミー
F stat. (χ2 stat.) *** ***
R2
Estimate Std. Err. Estimate Std. Err. Estimate Std. Err. Estimate Std. Err.
切片 -7.456 0.053 *** -8.007 0.163 *** -7.481 0.054 *** -7.011 0.325 ***
LCD 0.583 0.024 *** 0.532 0.055 *** 0.679 0.028 *** 1.757 0.064 ***
PDP 0.203 0.029 *** 0.028 0.074 0.295 0.033 *** 1.215 0.089 ***
サイズ2 3.018 0.028 *** 3.373 0.130 *** 3.062 0.029 *** 3.891 0.223 ***
サイズ3 3.510 0.033 *** 3.866 0.136 *** 3.613 0.037 *** 5.276 0.228 ***
サイズ4 2.859 0.042 *** 2.980 0.137 *** 3.028 0.049 *** 5.143 0.224 ***
サイズ5 1.514 0.052 *** 1.442 0.159 *** 1.735 0.062 *** 3.945 0.250 ***
アナログハイビジョン -0.587 0.046 *** -0.500 0.084 *** -0.554 0.046 *** -0.005 0.116
デジタルハイビジョン 0.317 0.022 *** 0.239 0.055 *** 0.373 0.023 *** 0.750 0.064 ***
地上デジタル放送 0.564 0.022 *** 0.422 0.055 *** 0.578 0.022 *** 0.666 0.063 ***
ブランドダミー *** ** *** ***
F stat. (χ2 stat.) *** *** *** ***
R2
ブランドダミーには、シャープ、ソニー、東芝、松下電器、三菱電機、日立、ビクター、その他国内メーカー、海外メーカーを用いている
有意水準：***0.1%、**1%、*5%
Yes Yes Yes Yes
0.929 0.956 0.929 0.961
4405.17 179.20 1.00E+05 200.18
2nd Stage Estimation 2nd Stage Estimation
- 0.997 - 0.997
- 21961.84 - 4.10E+06
Yes Yes Yes Yes
Yes Yes Yes Yes
Yes Yes Yes Yes
No Yes No Yes
1st Stage Estimation 1st Stage Estimation
OLS 2SLS
(1) (2) (3) (4)
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 第 2-4-9 表の推定結果からまず分かるのは、OLS の結果よりも、操作変数を用いた 2SLS の結果
の方が価格の係数が高くなっていること、また 2SLS 推定の結果においては、製品固有ダミーを用
いることで価格の係数が 2 倍以上へと大きくなっている点である。以上の点から操作変数や製品固
有ダミーをモデル推定に用いることは、モデル識別に有効に働いていると考えられる。以下では、モ
デル(4)の推定結果について説明する。 
 まずパネルタイプに関しては、CRT をベースとして、LCD および PDP の係数は有意に高く、これら
新しいパネルタイプの製品から消費者が受けている便益は高いといえる。そして、この効用差を等し
くする金銭的対価は CRT を 1 とした場合、LCD が 2.7、PDP が 2.0 であった。つまり、その他の要因
をコントロールした場合、消費者は CRT 価格の 2.7 倍を LCD に対して、2.0 倍を PDP に対して支
払っても良いと考えていることを意味する。一方、カラーテレビのサイズに関しては、必ずしもサイズ
の大きい製品の効用が高いとはいえない結果となった。日本の家庭環境を反映してか、サイズ 3(20
～30 インチ)の製品の効用が最も高く、ついでサイズ 4(30～40 インチ)、サイズ 5(40 インチ～)、サイ
ズ 2(10～20 インチ)、サイズ 1(～10 インチ)の順となった。また放送形式への対応の有無に関しては、
まずアナログハイビジョンへの対応有無はほとんど消費者選択に影響を与えていない結果となった。
一方、デジタルハイビジョンや地上デジタル放送への対応している製品は、非対応製品よりも有意
に効用が高くなる結果となった。ただし、その程度については、パネルタイプの差が生み出す効用
差よりも小さく、デジタルハイビジョンおよび地上デジタル放送対応製品は、非対応製品に対して
1.5 倍程度の経済価値を持っているにとどまった。これは現時点においても従来のアナログ放送で
もほとんどの番組放送が視聴できるため、これら新しい放送形式への対応していることが消費者に
それほど高く評価されていない結果とも解釈できる。 
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第 5 節 新製品が市場に与えたインパクトの測定 
 
 前節では HDTV やハイビジョン/地上デジタル放送等への新技術に消費者がどれだけの価値を
見出しているのかを需要モデルを推定することで説明した。それでは、新技術を投入した生産者側、
すなわちカラーテレビのメーカーが新製品を市場に投入することで享受できた利得はどれだけであ
ろうか。この疑問に答えるには、メーカーが新製品を投入せず、市場に従来の CRT 製品しかなかっ
たらという仮想的な状況を考えてみるのが分かりやすいと考えられる。新製品が登場しない仮想市
場でメーカーが得られたであろう利益を、現実市場で得ている利益と比較することで、生産者が新
製品の投入によって得た利益の増分を測定することができると考えられる。 
 本稿では、以下 2 つのシナリオを比較対象として用いて分析を行う。 
  
シナリオ 1： 2000.1 期当初に発売されている製品構成のうち、HDTV（画面サイズが 20 インチを超
える LCD および PDP）を CRT に置き換え、その製品構成が 2007.4 期まで続く。また各製品の限界
費用は 2000.1 期のまま変化しない。 
 
シナリオ 2： シナリオ１と同様に新製品は登場しないが、旧来製品の生産コストは毎年低下する。た
だし費用の低下率はすべての製品で共通で、その値は実際に観測されている CRT の平均価格低
下率(年率)に等しい。 
 
シナリオ 1 は、HDTV やハイビジョン/地上デジタル放送が登場しないばかりか、旧来製品の生産コ
ストも変わらないという技術進歩が一切止まってしまったという状況を想定している。このシナリオに
おける生産コストがまったく下がらないという仮定は、メーカーの生産性にかかわる仮定なので新製
品の登場とは分けて考える必要があるかもしれない。たとえ新製品が市場にまったく投入されなかっ
たとしても、生産拠点を海外に移転して人件費を削減し、より安価な部品を用いて生産することで
旧来製品の生産コストは下がることが想定される。こうした企業の生産性を考慮して、シナリオ 2 で
は観測された実際の CRT の価格下落率にあわせて製品の限界費用が低下していく状況を想定し
ている。ただしシナリオ 2 で想定するコスト低下は、あくまで実際の市場、つまり HDTV の登場によっ
て CRT が市場から消えていくプロセスにおいてのコスト低下である。もし HDTV が登場しなければ、
メーカーは CRT の生産拠点を海外に移設せず、国内でそのまま製造していたかもしれない。この場
合には CRT の価格低下は現実に観測されるようには進まなかった可能性が高い。したがって、
HDTV が登場しない仮想的市場を考えるとき、より実際的なシナリオは、シナリオ 1 が想定する生産
性がまったく向上しない市場と、シナリオ 2 が想定する生産性が大きく向上する市場の間にあると考
えることができよう。 
 
1．企業の供給モデルについて 
 カウンターファクチャルを用いたシミュレーション分析を行うにあたって、仮想的に想定した製品か
らなる市場での価格とマーケットシェアが決定するメカニズムが必要となる。本稿では、カラーテレビ
を製造しているメーカー各社が提供する製品とその費用を所与としたもとで、製品差別化でのベル
トラン競争によって価格を決定しているものと仮定する。この競争のもとでは他社製品の価格が与え
られたもとで、各企業は自社製品の販売から得られる利益が最大となるように価格を決める。すなわ
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ち、企業 は 期に受けとるプロフィットを最大にするように価格を決める。 
 
 
 
ここで は企業 が提供している製品の集合、 は市場 のマーケットサイズ、 は製品 の限
界費用である。 
 上記のプロフィットファンクションの 1 階の条件を解いて、以下のように限界費用がベクターフォー
ムで与えられる（表記簡略化のため、市場インデックス を省略する）。 
                                                          (B) 
 
ただし、 
 
である。 
 上記の仮定のもと、推定された需要関数から各製品の限界費用を算出し、それらの値を用いてカ
ウンターファクチャルのシミュレーションを行う。2000.1 期に存在する HDTV（20 インチ以上の LCD
および PDP）は CRT に置き換えるが、これらの製品の限界費用がデータからは手に入らない。そこ
で、上記で推定された限界費用をヘドニック法によって、製品属性値、メーカー、年度、地域へと回
帰し、それから予測される値をこれらの製品の限界費用として利用した。 
 
 以上の設定のもとで、具体的なシミュレーション手順は以下である。 
 
1. 推定した需要パラメータを用いて、(B)式を解き各製品の限界費用を求める。 
2. 2000.1 期のデータセットから画面サイズが HDTV(20 インチを超える LCD と PDP)を CRT に
置き換えた製品構成からなる仮想市場を考える。このうち現実の市場に存在しない製品について
は、限界費用をヘドニック法によって別途推定する。 
3. 2.で構築した製品構成に対して、需要関数および条件式(B)を同時に解いて、 各製品の均
衡価格および均衡シェアを計算する。 
4. 2000.1～2007.4 期×5 地域の 160 市場について、各製品の均衡価格及びシェアを計算して、
消費者と生産者の便益を推定する。 
 
ここで生産者の利益は、すべてのカラーテレビーメーカーが得ている利益の和として表される。 
 
 
 
上記の生産者余剰を現実市場および仮想市場の双方で求め、その差を計算することで、新製品
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を市場に投入することによって向上した生産者便益を測定できる。 
 
2．シミュレーション結果 
 以下ではシミュレーション結果について説明する。仮想市場における各製品の価格と販売量が現
実の市場とどれだけ異なったかを、ネスト構築に利用したパネルサイズ別に比較する。 
 第 2-4-10 図および第 2-4-11 図にサイズ 1 グループの販売台数を平均価格の推移を示す。この
グループの製品に関しては、観測値とシナリオ 1（仮想的に製品を入れ替え限界費用は観測値の
まま）で販売台数および平均価格が近いことがわかる。今回のシミュレーションで仮想市場において
置き換えられたのはサイズ 3 以上の LCD および PDP であるので、サイズ 1 の製品構成に関してな
んら変更はない。また需要関数の推定結果では、ネスト内での消費者の選好に非常に高い相関が
あったため、異なるサイズグループの製品の変化に対して、他のグループの製品の販売台数や価
格が受ける影響は非常に小さい。以上が、シナリオ 1 での結果が、観測値に比較的近い値をとって
いることの理由であると考えられる。一方、シナリオ 2 においては、販売台数は大きく伸び、逆に価
格がかなり落ちている。シナリオ 2 では、すべての製品の限界費用が一定割合で落ちていくことを仮
定しているが、実際のデータでは、サイズ 1 に属する製品の価格はほとんど落ちておらず、ほとんど
費用の低下もないと考えられる。したがって、シナリオ 2 は仮想的な市場としてこのサイズグループ
での競争を過剰に見積もった結果であると考えられる。 
 
 
第 2-4-10 図 サイズ 1 グループの販売台数の推移 
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第 2-4-11 図 サイズ 1 グループの平均価格の推移 
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第 2-4-12 図および第 2-4-13 図にパネルサイズ 2 のグループの販売台数と平均価格の推移を
示す。このグループについては、現実には高付加価値な LCD を採用した新製品が投入され、これ
に伴って製品価格が上昇していくが、仮想的なシナリオ 1 では価格変化はほとんど起こらない。結
果として消費者の効用水準は急速に落ち込んでしまい販売台数は激減する。一方、シナリオ 2 で
は新しい製品は登場しないものの価格が下落していくため販売量は落ちず、現実のデータと近い
水準に保たれている。 
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第 2-4-12 図 サイズ 2 グループの販売台数の推移 
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第 2-4-13 図 サイズ 2 グループの平均価格の推移 
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第 2-4-14 図および第 2-4-15 図にパネルサイズが 3 のグループの販売台数と平均価格の推移
を示す。このグループにおいても、サイズ 2 グループと同様の傾向が見て取れる。現実では多くの
HDTV 製品の登場によって価格上昇するのが、シナリオ 1 では従来製品のまま価格も落ちないため
消費者の効用は急激に下がってしまい販売台数が激減する。一方、シナリオ 2 については、新製
品は登場しなくとも価格が下がるため、むしろ、2005 年以降は現実以上に販売台数が増加する傾
向がある。 
 
 
第 2-4-14 図 サイズ 3 グループの販売台数の推移 
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第 2-4-15 図 サイズ 3 グループの平均価格の推移 
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第 2-4-16 図および第 2-4-17 図にパネルサイズ 4 グループの販売台数と平均価格の推移を示
す。このグループのシミュレーション結果は、他のグループと大きな違いがある。画面の大型化によ
って最も影響を受けたのがこのグループの製品であり、現実データではこのグループの価格は 2004
年中ごろまでは増加し、それ以降低下していくのに対して、シナリオ 1 では価格は一定のまま、シナ
リオ 2 では価格は 2003 年以降急落していく。現実市場においては価格の落ち始める 2004 年以降、
販売台数が大きく伸びていくが、仮想的な市場では、いずれのシナリオによっても販売台数は伸び
ない。 
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第 2-4-16 図 サイズ 4 グループの販売台数の推移 
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第 2-4-17 図 サイズ 4 グループの平均価格の推移 
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 生産者便益の推移についてのグラフを第 2-4-18 図に示す。図より、シナリオ１、2 と比較した場合
においても生産者の便益は現実市場の方が高いことがわかる。2000.1 期から 2007.4 期までの生産
者便益の総計を計算するとシナリオ 1 が 564 億円、シナリオ 2 が 644 億円であるのに対して、現実
の市場では 1887 億円となり、およそ 2.9～3.3 倍程度まで利益が増加している。これは付加価値の
高い新製品を市場に投入することで生産者は利益を大きく拡大させたことがわかる。 
 
第 2-4-18 図 生産者便益の推移 
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 最後に、分析結果について補足しておく。本章で推定した HDTV 等の新製品が市場に与えたイ
ンパクトは、国内市場のみに限った分析である。実際に、国内メーカーはカラーテレビおよび、それ
らに使われるディスプレイパネルを海外市場に多数輸出しており、これら輸出からの利潤は非常に
大きいと考えられる。特に、薄型テレビの生産では、基幹部品であるパネルの生産は東アジア 4 カ
国・地域で主に行われ、日本のテレビメーカーは北米市場向けでは主にメキシコの組立工場へ、欧
州市場向けは主にチェコなどの組立工場へパネルを輸出し、市場の近接地で最終的に製品へ組
み立てて出荷している。生産者便益の分析結果では、データの制約上、国内からの輸出を含めて
こうした国際的な工程分業による利益は考慮されていない。北米市場や欧州市場においても、本
格的に薄型テレビの市場が発展しつつある現状においては、海外市場から得られる便益も相当程
度の規模になりつつあることが推測される。 
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第 5 章 小括 
 
 第 2 部では、科学技術によるイノベーションの成果として、3 つの個別事例を取り上げ、それらイノ
ベーションの成果によって創出された経済的・社会的な価値や効果を定量的に分析した。個別事
例には、過去の調査結果においてインパクトが特に高いと評価された「太陽光発電」、「脂質異常
症治療剤」、「高精細度デジタルテレビ技術」の 3 事例を選出した。そして、これら 3 技術が関連す
る市場・産業を調査するとともに、経済学的なフレームワークを基にした計量モデルを利用すること
で、国民生活の質の向上や企業の利潤の変化等を分析した。以下では、第 2 部で取り上げた個別
の製品・技術についての調査結果を小括する。 
 
 
①太陽光発電 
1970 年代に始まったサンシャイン計画以降、太陽光発電システムに対して公的支援による
研究開発・普及促進が進められてきた。これらの政策的な支援を背景として太陽光発電シス
テムの国内導入量は大きく伸び、2007 年末までに累積 1.9GW までに達している。本調査にお
いて太陽光発電システムを導入した世帯の電力料金は 8 万円/年ほど節約され、また経済全
体で見ても 750 万トンの CO2 が太陽光発電により削減されたことが試算された。更に、経済学
的フレームワークに基づいてシミュレーション分析を行ったところ、公的助成による補助金制度
は太陽光発電システムの普及を大きく促す効果を持っていたことが分かった。この補助金制
度により、太陽光発電システムを消費者が導入する際の費用負担が減少して販売量を増加し
たのみならず、CO2 削減量も大きく拡大したことが推計された。 
 
 
②脂質異常症治療剤 
1989 年に販売が開始されたメバロチンは、従来の脂質異常治療剤と比べて、総コレステロ
ール値を格段に低下させることを可能とし、多くの脂質異常症患者を動脈硬化などの疾患か
ら救った事が知られている。冠動脈疾患を対象に、疫学調査の結果を踏まえて経済学的フレ
ームワークに基づいたシミュレーション分析を行ったところ、メバロチンが開発されたことで、
1991 年以降の 15 年間で国内の脂質異常症患者のうち 25,000 人強が冠状動脈疾患による
死亡のリスクを低減させたと推計された。一方、メバロチンという新薬の普及には、医薬品産業
が規制産業であることを反映してか価格（ここでは薬価から取引価格を引いた額）がほとんど
影響を持っていないことが明らかとなった。むしろ医師が処方する際の利便性や薬品としての
信頼性が普及に際しては重要な要因になることが示唆された。またメバロチンは副作用が少な
く、大きな効果が期待できるため、従来の薬品を投与されなかった患者へも利用が進み、結果
として脂質異常症治療剤市場の拡大に大きな役割を果たしたことも明らかとなった。 
 
 
③高精細度デジタルテレビ技術 
液晶ディスプレイやプラズマディスプレイなどの高精細度デジタルディスプレイ(HDTV)技術
は、活発な設備投資に支えられて技術的にも大きな進歩が見られている。ディスプレイメーカ
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ーの製造技術が向上し、より表面積の広いマザーガラスを造れるようになったため 1 枚のマザ
ーガラスから製造できるパネル枚数はこの 5 年間で 3 倍以上に増加している。その結果、液
晶・プラズマ用フラットパネルの単価は大きく下落し、国内カラーテレビ市場における HDTV の
シェアはいまや 90%を超えるに至っている。消費者は薄型にもかかわらず大画面である HDTV
に対して、従来のブラウン管ディスプレイよりも数倍高い価値を見出していることが定量分析の
結果から明らかとなった。一方、地上デジタル放送対応製品の経済的価値は非対応製品と
比べて 1.5 倍程度となることも明らかとなった。また新製品が国民生活や市場に与えたインパ
クトを測定するためにシミュレーション分析を行ったところ、従来のブラウン管ディスプレイだけ
でなく HDTV が利用できるようになったことや、技術進歩により新製品の価格が大きく下がった
ことで消費者の生活の質は大きく向上したことが推定された。一方、事業者も HDTV 等の新
製品の投入によって 3 倍程度まで利潤を増加させたことが示された。 
 
 
 以上の調査結果から、本調査で取り上げた 3 つの製品・技術が国民生活の質や企業利潤に与え
たインパクトは定量的に無視し得ない大きさにのぼることが明らかとなった。イノベーションが国民生
活や企業利潤に還元されるには、新製品・新技術の社会への普及・浸透が必要とされる。本調査
からは、新製品・新技術が幅広く普及させるためには、技術的な優位性はもちろんのこと、(1)価格
の水準、（2）当該新製品・新技術を補完する財・サービス、（3）後続の革新的な製品・技術などの
要素が重要であることが示唆された。 
 第 1 部での TFP による分析が、我が国における国・産業に注目したマクロレベルでのイノベーショ
ン活動を分析の対象としているのとは対照的に、この第 2 部での分析では、個別の製品市場を取り
上げてより微視的な分析を行った。そのため、本第 2 部の分析には、第 1 部での巨視的な視点で
は必ずしも捕捉することができない特定のイノベーションに限ったインパクトを定量化できるメリットが
ある。日本の科学技術・イノベーション政策を進めていく上で、特定のイノベーションに注目したきめ
の細かいインパクト分析や費用対効果分析を必要とする際には、本調査で行われたような微視的・
ミクロ的な観点が有用であると考えられる。 
 なお、本調査で用いた経済学のミクロモデルにもとづいた分析手法は、イノベーションの成果を定
量的に評価する上で有用である一方で、分析対象となる製品・技術に関連する産業や市場につい
てデータの十分な蓄積が必要とされる。イノベーション政策の立案および評価をさらに効果的に行
うためにも、技術指標をはじめとして新製品、新技術に関わる市場･産業統計のより一層の充実が
望まれる。 
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資料：イノベーションの経済分析調査プロジェクト委員会 
 
本調査の実施に際しては、調査の方法、モデル式の妥当性、推計の妥当性等の調査全般に
ついて有識者の示唆を得ることを目的として、「イノベーションの経済分析調査プロジェクト委員
会」を科学技術政策研究所内に設置した。また、総合科学技術会議からは奥村直樹議員に委
員会に出席頂いた。 
 
【プロジェクト委員会 委員名簿】 
(座長） 
深尾京司   一橋大学 経済研究所 教授 
(委員） 
岡田羊祐   一橋大学 経済学研究科 教授 
権 赫旭    日本大学 経済学部 准教授 
近藤章夫   法政大学 経済学部 准教授 
中村 豪    東京経済大学 経済学部 准教授 
宮川 努    学習院大学 経済学部 教授 
 
（2009 年 3 月現在） 
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資料：調査実施体制 
 
本調査は、科学技術政策研究所が実施し、第１部の TFP 分析については第３調査研究グルー
プが担当し、第２部のケーススタディは第１研究グループが担当した。また、第１部の TFP 分析にお
けるデータ分析業務等は、株式会社日本総合研究所に委託した。 
 
文部科学省 科学技術政策研究所 
【第１部】 
（全体総括） 
長野裕子   第３調査研究グループ 総括上席研究官 
（主担当） 
三橋浩志   第３調査研究グループ 上席研究官 
（協力） 
勝野美江   第３調査研究グループ 上席研究官 
（補論担当） 
権 赫旭   第３調査研究グループ 客員研究官（日本大学経済学部 准教授） 
深尾京司   第１研究グループ 客員研究官（一橋大学 経済研究所 教授） 
（金 榮愨  一橋大学イノベーションセンター特別研究員） 
 
【第２部】 
（全体総括） 
大橋 弘    第１研究グループ 客員総括主任研究官 
（１章、２章、４章、５章担当） 
明城 聡    第１研究グループ 研究員 
（３章担当） 
西川浩平   第１研究グループ 研究員 
 
 
株式会社日本総合研究所 
古宅文衛   総合研究部門 副主任研究員 
春山大樹   総合研究部門 研究員 
 
（2009 年３月現在） 
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